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令和４年度                               

大阪市予算編成に関する要望 
 

 令和３年12月27日、大阪市会の大阪維新の会、公明党、自由民主党・市民クラブ、自由民主

党・市民とつながる・くらしが第一、日本共産党の各会派は、令和４年度の予算編成に関す

る要望を行いました。 

 以下、各会派の要望事項を紹介します。 

 

◆大阪維新の会大阪市会議員団 

 

令和４年度大阪市予算編成及び政策要望書 

 

令和３年度の予算要望にも記載した通り、昨年の住民投票の結果を受け、大阪市の行財政改

革はこれまで以上の決意とスピード感を持って実行されなければならないものとなった。 

令和２年度から市政改革プラン3.0に基づき、全庁をあげて市政改革の取り組みを進めている

が、その中身は住民投票までの大都市制度を見据えて保留されてきたものが多い。 

平成24年度の市政改革プラン策定時のように、本市や我が国の未来を見通し、将来あるべき

理想の行政の姿を、再度、ゼロベースで議論し、改定すべきと求めてきたものの、新型コロナ

ウイルスのワクチン接種対応に追われ、改定の見通しがついていないのが現状である。 

他都市に比べて高水準となっている扶助費などの本市の義務的経費や、事業費が予算額から

大きく上振れしている都市基盤整備事業など、財政リスクを可能な限り縮減する取り組みを強

化するとともに、行財政改革を一層推進していかなければならない。 

また、一昨年度末から本格的に感染が拡大している新型コロナウイルス感染症対策について

は、司令塔機能を府に一元化することによって、国よりも先んじて病床を多数確保するなど高

く評価するものの、コロナ禍が市民生活へ及ぼす影響は計り知れず、命と生活を守るために

も、より一層力強い支援が求められている。 

新型コロナウイルスによる経済活動および市税収入への影響額も未だ見通すことは困難であ

るが、これまで本市が力を入れてきたＩＲ誘致の実現や、インバウンドの強化などの成長戦略

については相当程度の影響があることに鑑み、新しい生活様式や、脱炭素社会に向けたイノ

ベーション、最先端医療や国際金融都市など、新たな成長戦略を描く必要性も高まっている。 

この様な状況の中、本市は、2025年に未来社会の実験場である大阪・関西万博の開催を控

え、今こそこれまでのあり方や考え方を脱ぎ捨て、役所自身が率先して大きなイノベーション

を起こす絶好の機会を迎えている。 

昨年の住民投票の結果を受けて、現状の府市の役割分担に対し、府市一元化条例は可決され

て組織改正は進んでいるが、大阪市内の都市内分権については議論が止まったままであるた

め、浜松市の事例を早急に調査し、新たな議論を進めるとともに、ポスト2025のあるべき社会

像を見据えた骨太の予算および政策の策定を着実に進めていくべきものと考えている。 

以上の観点から、令和４年度予算を編成するにあたり、従来の項目について未着手、未達成

のものは継続して要望することは当然としながら、今後の大阪に欠かすことのできない重点施

策として従来の様式を一新したうえで、我が大阪維新の会大阪市会議員団は、市民のために必

要な政策実現に向けて、以下のとおり強く要望する。 
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Ⅰ．持続可能な自治体運営のため（市政改革） 

ⅰ）行財政改革 

１）財政改革 

現在の硬直化した大阪市の財政状況に鑑みれば、現行の大阪市制度で持続的発展を期

待することは不可能であり、様々な構造改革を抜本的に行うとともに、市税収入を高

めるような積極的な経済施策を大阪全体で行う必要がある。また、中期的な財政収支

の見通しを持ち、収入の範囲内で予算を組む、予算の編成過程の情報を公開し透明性

を確保する、といった原則にのっとり、健全で規律ある財政運営の確保を図られた

い。 

未利用地の活用 

大阪市は大阪市内の約４分の１の土地を保有しているところ、不要な資産を洗い出し

未利用地を売却することなどで財源を捻出すること。また、原則は売却としながら、

処分が困難な未利用地については、売却のみならず貸付けを行うなど、有効活用を図

り、本市歳入の確保やまちの活性化に努めること。 

未利用施設処理及び地域再生 

現在の未利用地、未利用施設は元所管部局が以降の利用が無いと判断したものに限ら

れ、実際には今後の活用方針が未定のまま供用廃止されている施設も相当数あると推

察される。当初の建築目的での供用が廃止されたものは一旦未利用施設として整理す

るなど一層踏み込んだ市有財産の有効活用を検討されたい。 

大阪市が巨額の税金を投じながら経営破綻した施設に関し、閉鎖後も諸経費を要しな

がら放置されている状態を止めるよう対策を講じること。加えて、地域の実情・ニー

ズに応じて、区長マネジメントのもと地域の活性化を図ること。 

公共施設の適切な維持管理・更新 

公共施設のあり方についても規模の最適化に向けて情報の一元化を計り将来の計画を

立てること。建て替え集約の際の仮設建設の際には費用負担や用地取得に要する時間

コストなども鑑み、既存市有地・市有施設などを有効的に活用すること。 

市債残高の削減 

令和元年度末で２兆6,237億円ある一般会計の市債残高について、将来世代に負担を先

送りしないため、指標としている「実質市債残高倍率」について、令和元年度決算で

目標を達成したことから新たな目標を設定し、今後も市債残高の着実な縮減を図るこ

と。 

未収金対策 

国民健康保険料などの未収金に対しては年々目標をあげてしっかり取り組まれている

が、財源確保に加え、そもそもの受益と負担の公正性が担保されるよう、収納対策に

取り組むこと。さらには、原因の分析等に努め、全国平均など適正な目標を定めて実

行すること。 

なお、未収金の回収にあたっては、今後の新型コロナウイルス感染症の状況等に応じ

て適切に行うこと。 

新公会計制度 

事業マネジメントを強化し、ＰＤＣＡサイクルを着実かつ効果的に回すため、複式簿

記、発生主義、日々仕訳による新公会計制度を適正に運用するとともに、市民等へよ

りわかりやすい財務情報として活用すること。 

特定調停団体への関与見直し 

特定調停を経た団体について、経営の自立化を一層促すとともに、市の関連支出の不

断の見直しを図ること。 
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収納事務の見直し 

現在、各局で行っている収納事務を整理するとともに、全市横断的な収納システムを

構築し、コンビニやカード払いなどの促進及び市民の利便性向上を図ること。 

公共施設（インフラ施設及び市設建築物）の適切な維持管理・更新 

インフラ施設については、個別施設ごとの維持管理計画に基づき、引き続き予防保全

による長寿命化や市民利用におけるサービス向上を基本とした維持管理・更新を行う

こと。 

また、市設建築物を適切に維持管理するため及び本市の長期的な財政運営計画を立て

るために、各建築物が現状どのような状況にあり今後本市にどれくらいの負担が発生

するのかを迅速に把握した上で、各建築物の維持管理・更新への投資計画を作成し、

予防保全による長寿命化を図ること。施設の利用実態や市民の利便性の観点から複合

化・多機能化を実現し、行政が利用する建物面積を縮小すること。さらに、大阪市が

所有する公共建物の管理形態・管理費コストを改善すること。 

２）住民自治の拡充および都市内分権について 

区政のさらなる充実 

・市民サービスを拡充していくための最前線にいる区政をさらに前に進めるため、区CM

事業の見直し拡充を行い、必要な権限・予算を拡充するとともに、本市としてこれを

支援するための適切な体制を整えること。 

・総合区の導入・行政区の合区など、浜松市の事例を早急に調査しニアイズベターの推

進と持続可能な住民サービスの提供体制の構築を両立するために、あらゆる手法を検

討すること。 

・区政会議の充実を図るために、委員の意見も踏まえた柔軟な運営を行うこと。 

 

ⅱ）行政機構改革 

１）経営形態の変更について 

他都市と比較した大阪市役所の最大の特徴は、現業職が圧倒的に多い点であるので、

民間でできることは民間で行い、役所は民間では行うことができない業務を行うべき

である。また、大阪府全域で行うことが効率的といえる業務について、大阪市が単独

で行う必要はない。 

このような観点から、現業部門について組織改廃による分限処分も行い、聖域なき抜

本的改革を実現すること。これにより、市民にとってのメリットを向上させるととも

に、職員の人件費等の経費を大幅カット、不要となった不動産等の資産を売却するこ

となどで財源を生み出すよう要望する。 

水道事業への新たな経営手法導入の検討 

安心・安全な水道事業運営を行うため、事業の持続性及び公共性を担保することを前

提として、官民連携手法等の導入により、これまで以上に効率化を追求し、管路耐震

化の一層の促進を図ること。 

下水道事業の経営形態の見直し 

下水道施設の運転維持管理業務については、平成29年４月から、クリアウォーター

OSAKA株式会社へ包括委託しており、引き続き効率的かつ安定的な事業運営を実施でき

るよう着実に対応すること。 

また、下水道事業の将来にわたる安定的な事業の継続と質の高い市民サービスの提供

に向け、クリアウォーターOSAKA株式会社を活用したさらなる民間活用の拡大や汚泥処

理炉の民間活用手法の導入拡大を進め、さらなる事業効率化を早期に実現すること。 
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ごみ収集業務の民間化 

ごみの収集業務の民間化をスピード感をもって進めるとともに、収集業務の担い手と

なっている許可業者数の拡大や入札参加資格要件の緩和など、より競争性を高める手

法を取り入れ、ごみ処理にかかる経費を削減し、サービスの向上を図ること。また、

ごみ減量施策を着実に実行しつつ、事業系と家庭系で分けた目標を策定し、現況を鑑

み適正なごみ処理体制の構築や、必要に応じた計画・目標の見直しを図ること。 

コミュニティ回収に資するごみは民間に任せること。 

住宅供給公社の経営形態の見直し 

住宅供給公社の経営状況を詳細にフォローアップし、本市の財務リスクがこれ以上膨

らまないよう、経営の効率化を求めるとともに、現状の住宅供給公社の必要性を検討

したうえで、経営形態について、将来的なあり方を抜本的に見直すこと。 

保育所・幼稚園の民営化 

推進の妨げとなる課題を解消し、これらの施設の民営化を達成し、柔軟かつ利用者目

線に立った運営を可能にし、幼児教育の充実、待機児童の解消、子育て・福祉サービ

スの向上を図ること。 

特に、公立保育所の民営化については、施設の老朽化が進む中、これまでの手法では

限界が来ていることから、保育所周辺の市有地の積極的な活用など、全市的な課題と

して対応すること。 

また、保育所の調理員の民間委託化など、出来るところから民営化を進めること。 

幼稚園、保育所とも民間移管が予定通り進んでいないことから、計画を根本から作成

しなおすこと。 

図書館・博物館・動物園等の魅力化と効率的運営 

大阪全域の文化需要に対応するため平成31年４月に設立した地方独立行政法人大阪市

博物館機構により、効率的な運営を目指し、箱モノ中心の文化振興から、芸術家、利

用者中心の文化振興を推進し、都市格の向上に努めること。また、学習・ビジネス・

憩いの場、さらには集客施設となる新しいタイプの図書館を官民連携によって設立す

ること。さらに、蔵書の積極的な電子化に取り組み、価値ある情報の保存を推進する

こと。 

令和３年４月に設立した地方独立行政法人天王寺動物園においては、これまで以上に

動物福祉向上の観点から獣舎整備や高度な飼育を推進するとともに、種の保存や教

育、調査・研究といった公共的使命を果たし、大都市大阪にふさわしい魅力ある動物

園を目指すこと。 

２）公務員制度改革 

これまでの公務員制度では、身分保障の名の下に、一度公務員になれば公務員という

地位が保障され、成果を上げずとも年を重ねれば昇給する年功序列型の人事がまかり

通ってきた。しかし、より良い住民サービスを実現するためには、意欲と能力があ

り、努力し成果を上げる公務員には、年齢に関係なく責任ある仕事の機会や重要なポ

ストを与え、それにふさわしい待遇にするべきであり、身分的、特権的な公務員組織

である大阪市役所を、市民のための普通の組織、当たり前の組織に変えていく、つま

り、公務員を「身分」から「職業」に変えていくことが必要である。能力、意欲のな

い公務員には組織から撤退してもらい、能力、意欲のある公務員を抜擢する組織に変

えていくべきである。公務員に対する市民の信頼を高め、市民のための組織に変えて

いくため、下記の項目にあげる公務員改革をより一層断行されるよう要望する。 
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要員計画 

・人口減少に伴い、行政事業の効率化を見据えて職員数の削減についても一層の業務効

率化を行い目標を設定すること。また、職員数の削減に合わせて役職ポスト数も削減

目標を立てて削減すること。 

・管理作業員、給食調理員等改革の目標通りに進捗しているか報告も行うこと。 

採用・評価制度改革 

・市政運営の一層の質の向上のため、職員の資質・能力に基づいた適材適所の配置及び

人材育成を行い、職員の資質・能力・専門性がより高く発揮できるよう努めることが

重要である。そのためには、能力とやる気のある職員にはその成果に報いる必要があ

り、そうでない職員を市民の税金で養うことはできない。また、幹部公務員について

は、年功序列ではなく、公務員内外を問わず、やる気と能力のある者を積極的に登用

する必要がある。その観点から、引き続き所属長ポスト等について広く内外から公募

するとともに、さまざまな職階における外部人材登用の検討など、官民の人材交流に

よる組織の活性化をより一層図られたい。また、平成25年度から導入した相対評価に

よる人事評価制度を適切に運用し、人材育成につなげるとともに、昇給・昇格・勤勉

手当への反映等、メリハリのついた処遇を徹底することにより、意欲の向上を図るこ

と。 

・評価による分限免職が発生していないことに鑑み、勤務評価の恣意的な按分（最低評

価がつく人間をローテーションさせるなど）を行っていないかも含めて、平成25年度

から取り入れた人事評価制度に対して効果検証を行い、必要な改定を行うこと。 

・人事管理制度に関して外部の有識者を入れた検討委員会を設置し社会情勢に即して改

革していくこと。 

人材育成 

本市に必要な人材を育成するため、本市が置かれている環境、技術革新の状況に応じ

て、研修内容の変更、ジョブローテーションの最適化を行うこと。特にＩＣＴに関し

ては日進月歩であり、丁寧にキャッチアップしたうえで、本市の業務に必要なスキル

セットの明確化を行うこと。また、ＩＣＴ環境の整備された民間事業者との積極的な

人材交流、職場体験を進め、ＩＣＴを活用した働き方を本市職員が実体験し、本市の

業務のあり方を客観的に見直す事ができるよう努められたい。 

ポスト2025を見据えた働き方改革の推進 

・職員の能力を最大限に引き出し、組織パフォーマンスを高めるために、「ワーク・ライ

フ・バランス」を推進し、柔軟な働き方や超過勤務削減、業務の効率化など、職員の

働き方改革を進めること。 

・また、昨年度末から流行を極めている新型コロナウイルスへの対応としてテレワーク

や時間差出勤など、従来のワークスタイルを前提としない働き方が強く求められてい

る中、この機会を捉えて2025年以降のポスト万博社会を見据え、フリーアドレスやテ

レワーク出勤、労働時間から労働成果への労働管理指標の改革など抜本的な働き方の

改革に向けたロードマップを作成されたい。 

３）ガバナンス改革 

全体の奉仕者である公務員として、市民や社会の要請に応えるというコンプライア 

ンスの基本を認識し、組織の論理を優先するといった古い意識・体質を払しょくする

ためには、コンプライアンス意識の改革だけでなく、新しい組織文化、意識を取り入

れることも重要である。今般、大阪市の未来を決める非常に重要な住民投票に際して

財政局が投票期間中に架空の数字を機械的に算出し、有権者の判断に多大な影響を及

ぼすという看過できない事件が発生した。その後も財政局は公文書を破棄するなど不
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祥事を重ねた。先の議会において公募に馴染まない部署の長については公募によらな

いことができる条例改正がなされたが、今回の事件を受け、未だ中之島文化が根強く

残る大阪市役所の意識改革を進めるためにも、区長・所属長は原則公募とし、更に、

民間企業への職員派遣の拡大等により、自らの組織、業務を多角的、客観的に見つめ

つつ、市政を担うことのできる人材の育成に一層取り組むこと。 

また信賞必罰も必要である。不祥事を発生させた職員、勤務成績不良の職員や適格性

を欠く職員に対しては、職員基本条例に基づき懲戒処分・分限処分を厳格に実施する

ことにより、組織の規律及び公務の適正な運営を確保し、度重なる不祥事などによっ

て失った市民からの信頼を回復することに注力されたい。 

４）効率的な業務執行体制の確立及び組織の再編 

・新たな行政課題や住民の多様なニーズに対して、効果的かつ迅速に施策を実施するた

め、縦割りによる弊害が生じないよう、全庁的な連携や横串を意識した業務執行体制

を構築すること。 

・民間で行うことができ、必ずしも公務員が行う必要がない現業部門は民間に開放する

べきである。それゆえ、これまで形骸化していた分限制度を見直し、組織改廃による

場合も含めた分限制度のより厳格な運用や早期退職制度等の積極的な活用により、職

員数の大幅削減を実行すること。 

・事務作業の効率化に資するＡＩなどのＩＴ技術の導入に向けた実証実験を行うなど、

業務の徹底効率化による働き方改革の実現を目指すこと。 

・職員数は削減しているものの、新たな部署が増えていくばかりで業務形態の見直しは

出来ていないため、必要な事業の統廃合を行い組織体制の再構築をすること。 

・市政改革室は市政改革の要として、危機的な状況にあった大阪市を立て直すためのビ

ジョン及び具体の改革案を提示してきた。ただ現状では、当時の改革案をなぞるばか

りで、現状の大阪市にあったより深く具体的なところでの改革案が出てきておらず、

組織の見直しが必要な段階に入ったと考えている。ＩＣＴ戦略室等も含めた組織再編

に取り組み、より具体的で数値目標の伴った改革案の作成・実行を行うこと。 

５）ＤＸの推進 

・ＩＣＴ活用のための組織・システムを構築する上での、各局横断的な全市方針を充実

させること。システム構築・運用については、ＩＣＴ戦略室にノウハウを蓄積したう

えで教育ＩＣＴ分野も含め全庁的にコンサルティング機能を発揮し、市民の利便性を

確保するための必要要件、業務効率性を高めるための必要要件、システム構築コスト

を抑えるための手順等を盛り込んで、システムの完成度・利便性を高めること。 

・クラウドの利用等現状のＩＣＴ技術を前提にしたセキュリティの見直し、セキュリ

ティポリシーの改訂を図ること。 

・ビッグデータ活用を進めるため、ビッグデータの作成手順を作成し、民間とのデータ

利用協定の方針を定めること。 

・市民が行政オンラインシステムを用いて行うことができる行政手続きの拡充を含め、

行政のデジタル化に取り組むこと。   

・ＩＣＴの徹底活用による業務効率化に取り組み、ペーパーレス化、会議のオンライン

化等、働く「場所」にとらわれず「成果」を出せる職場環境を整備すること。また、

紙使用量や残業時間の削減など、具体的な数値目標を設定し、着実な取り組みの推進

を図られたい。 

・行政が保有するデータは特段の理由がない限りオープンデータとする「オープン・バ

イ・デフォルト」の理念に則り、積極的にオープンデータ化を進めていくよう、具体

的な数値目標を設定し、着実に推進を図り、市民サービスの向上に努めること。 



 

令和４年度 大阪市予算編成に関する要望 

 

7 

 

・民間と比べて著しく劣る本市のＩＣＴ体制を強化するため、必要な人材を確保し、全

市横断的にＩＣＴ戦略を浸透させること。 

・本市システムに関して、「クラウド・バイ・デフォルト原則」に基づき、システム構築

時にはクラウドサービスを最大限活用し、システムの集約を進めること。 

６）再就職規制 

市職員ＯＢの外郭団体等への再就職は、人件費を確保する目的で税の投入がされ、事

業を不必要に増加させるおそれがあり、天下りとの疑念を抱かせるものである。多く

の税金が投入された経過的職域加算額を含む年金が十分支給されているのに、市職員

ＯＢが税金から高額な報酬をもらうという状況は、到底市民の理解が得られるもので

はない。それゆえ、職員の再就職規制については、職員基本条例に基づき人材データ

バンクを活用することで再就職手続きの透明性と公平性を一定確保しているが、その

他の求人方法及び採用試験を厳格化することで、透明性の確保に努めること。 

また、再就職自体が必要と思われる組織であるのか、再就職されることでしっかり成

長する組織となるのかを見極める必要もある。本市が関与する組織の公表について

は、その面も踏まえて評価の公表を行い、成長の目標を立て達成すること。 

７）外郭団体の削減 

・民間で行うことができる事業に関しては民間で行うべきであることから、令和３年10

月１日時点で15ある大阪市の外郭団体については、廃止・民営化・広域化等により、

大幅な削減を目指すこと。 

・外郭団体の指定を外れることによって市民生活に不利益が生じると合理的に認められ

るもの以外は、基本方針として全廃を目指すこと。 

 

ⅲ）府市事業整理 

１）広域行政の一元化について 

水道事業の広域化 

府域一水道による広域的な水道の基盤強化に向けて、その中核となる事業体として、

大阪市が培ってきたノウハウや水道施設を活用した様々な広域化を積極的に推進する

こと。 

将来の水需要や事業性を踏まえ、水道施設のダウンサイジングと将来のまちづくりの

観点から、柴島浄水場上系用地の廃止を行い、当用地の有効な利活用を図ること。 

病院機構統合 

公立・公的病院は三次救急医療・高度周産期医療には中核的役割を果たすためにも、

大阪全域の医療需要に対応するため、病院機構の一元化を進め「地方独立行政法人大

阪病院機構」を設置し一体経営すること。 

港湾管理一元化 

大阪湾諸港の管理の一元化を目指しつつ、大阪港湾局の発足を契機に府市の港湾事務

の連携を一層促進し、各港の強みを活かしたポートセールスの充実強化など、統合の

効果を早期に発現させること。 

大学統合 

大阪市立大学と大阪府立大学との統合により令和４年４月に開学する大阪公立大学に

ついて、大阪の発展を牽引する「知の拠点」を目指すこと。特に、大阪市保有ビッグ

データの活用促進などにより、シンクタンク機能の強化を図ること。また、教育、研

究機能を集中強化し、大阪公立大学が、「都市のシンクタンク」「技術インキュベー

ション」機能を果たし、大阪の発展を牽引する「知の拠点」となるために、キャンパ

スの集約化・都心拠点化など支援を強化すること。 
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大規模災害に対する消防力強化 

大規模災害発生時に、１つの指揮系統の下、機動的に救援できる体制を整備するた

め、消防施設・装備の充実、大阪府内消防の一元化(「大阪府消防広域化推進計画(１

ブロック)」などの消防力強化を大阪全体で図ること。 

２）自治体外交 

自治体外交は、府市で取り組むべき事業であるため、府と共同して行い、下記項目に

ついても共有し進めること。 

国際機関等の誘致 

国際機関、領事館、国際会議を誘致されたい。 

パートナー都市との連携強化 

姉妹・友好都市やビジネスパートナー都市、大阪政府上海事務所などの海外ネット

ワークを積極的に活用することで、相互の尊敬と信頼に基づいた国際交流を戦略的に

進めること。 

アジア諸都市との域内連携 

アジア諸都市との関係を密にし、経済的な域内連携を推進されたい。 

玄関口・主要街路への国旗掲揚 

大阪の玄関口及び主要街路への、国旗の掲揚を検討すること。 

 

Ⅱ．豊かな大阪のため（成長戦略） 

新型コロナウイルスの感染拡大により、インバウンドの消失や雇用環境の悪化など

様々な影響が生じていることから、これまで進めてきた成長に向けた取り組みを土台

に、この危機を乗り越え、さらなる高みをめざす府市一体の「大阪の再生・成長に向

けた新戦略」について、まずは実質府内総生産を１年でも早くコロナ前の水準に戻す

ことをめざし、着実に取り組みを推進されたい。 

現在の大阪市の都市構造は高度成長時代型であり、御堂筋界隈を現在のようなオフィ

ス街専用とするのではなく、人で賑わうまち、生活感のあるまち、世界でもっとも質

の高いミクストユースのまちづくりを目指すこと。また都市構造そのものが観光資源

となるように、世界に類を見ない圧倒的魅力を有する都市構造に造り直し、外国人観

光客を増やすことを目指すこと。総合特区の活用等により、「夢洲・咲洲」「大阪駅周

辺・中之島・御堂筋周辺」などの都市機能を強化し、高機能な都市を目指すこと。内

閣府より選定を受けた、「世界に伍するスタートアップ・エコシステム拠点形成戦略」

における「グローバル拠点都市」として、継続的にイノベーションが生まれる環境

（イノベーション・エコシステム）の構築に向け、うめきた先行開発区域の知的創造

拠点ナレッジキャピタルにおいて、世界から人材・資金・情報を引き込むグローバル

イノベーション創出支援事業を推進すること。 

 

ⅰ）産業育成 

１）イノベーションと新産業育成 

大阪産業局の活用 

府市の中小企業支援の強みを融合した大阪産業局を中心に、中小企業の経営課題の克

服や営業活動の支援を強化されたい。具体的には国内外の販路開拓や経営相談等の支

援策に取り組むこと。 
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2025年大阪・関西万博の開催準備 

新たな観光や産業のイノベーションの創出など、非常に大きな経済効果が見込まれる

万博の開催に向けて、実施主体となる（公社）２０２５年日本国際博覧会協会と連携

して準備に取り組むこと。 

また、大阪の魅力を世界にアピールできるようなパビリオン等の地元出展に向け、「出

展参加基本構想」を具体化した「出展参加基本計画」に基づき取組を推進すること。 

先端技術産業のさらなる強化 

環境・新エネルギーやバイオ（医薬品・医療機器）など、大阪が強みを持つ先端技術

産業の優位性を活かし、国際的な競争拠点を形成することを目指すこと。 

世界市場に挑戦する大阪産業・大阪企業への支援 

海外市場への展開が不得意な中小企業へのプッシュ型の支援を行い、日本が世界に誇

る高品質な製品、サービス等の海外市場への売り込みを強化すること。 

スーパー公設試 

大阪産業技術研究所において民間と協同で連携を深め、技術革新を進める企業を目標

数を持ち支援されたい。 

大学統合による産学官の連携強化 

大阪市立大学と大阪府立大学の統合により、令和４年４月に開学する大阪公立大学に

ついて、産、学、官の連携をさらに強化し、中小企業の技術革新やサービスの開発並

びに新事業展開を促進すること。 

行政系サービスの産業化と輸出 

上下水道や廃棄物管理などの技術・システムの輸出などにより、アジアをはじめ世界

市場を積極的に開拓することを目指すこと。 

生活支援型サービス産業・都市型サービス産業の強化 

医療・介護・福祉などの少子高齢化社会を支える生活支援型サービス産業や、大阪の

幅広い産業を支える対事業所向けビジネス支援サービスを強化されたい。 

対内投資促進による国際競争力の強化 

税の優遇や規制緩和などを進める特区制度の活用等により、成長分野を中心に、世界

水準のビジネス環境を整備することを目指すこと。 

ハイエンドなものづくりの推進 

中小企業などによる新たな研究開発プロジェクトの創出や、ものづくりを支援する体

制の充実などにより、大阪から付加価値の高い技術や製品を数多く生み出すことを目

指すこと。 

成長分野に挑戦する企業への支援・経済活動の新陳代謝の促進 

挑戦を促す支援の強化や、成長分野への参入の促進など、努力する企業ほど優遇され

る仕組みへ転換を図り、果敢に挑戦する中小企業を応援する制度を構築されたい。ま

た、2025年大阪・関西万博を見据え、空飛ぶクルマ等の新たなアイデアの実装や実証

の支援に取り組むこと。 

重点事業の広報 

豊かな大阪の実現に向けた市の重点施策・事業について、オンライン広告等新たな手

法を含め、様々な手法により分かりやすく広報し、市民からの理解や活用の促進に努

めること。また、既存の利用率の高いソーシャルメディアの活用のほか、時代に合っ

た新たな手法を取り入れた情報発信に努めること。 
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２）ハイエンド都市の実現 

スマートシティ 

ＩＣＴを活用した行政のデジタル化の取り組みを推進するとともに、住民の生活の質

の向上を実現するため、先端テクノロジーを活かした大阪にふさわしいスマートシ

ティの実現を進めること。また、スマートモビリティとして、住民の移動利便性を向

上させるため、ＡＩを活用したオンデマンド交通の導入を検討すること。 

マイナンバー制度の活用 

市民サービスの更なる向上を図るため、マイナンバー制度の活用の検討を進めるとと

もに、市民の個人情報の漏えい等が発生しないよう、情報セキュリティの確保に取り

組むこと。また、市民の利便性を向上するために既に実装しているコンビニエンスス

トアでの証明書の交付サービス等について、効果的な周知等を行うことにより利用の

促進を図ること。 

マイナンバーカードの取得数についても目標を立てて区役所と連携して取り組むこ

と。 

新大学を中心とした大阪城東部地区のまちづくりの推進 

「大阪城東部地区のまちづくりの方向性（大阪府・大阪市 2020年9月）」に基づき、

府・市・ＵＲ都市機構などの関係者が協働するとともに、民間活力の導入を図りなが

ら、新大学を先導役にした観光集客・健康医療・人材育成・居住機能等の集積による

多世代・多様な人が集い・交流する国際色あるまちづくりに取り組むこと。 

新大阪駅周辺地域のまちづくり方針の策定の推進 

新大阪駅周辺地域については、速やかにまちづくり方針を策定して、都市再生緊急整

備地域の指定に向けた取り組みを推進していくこと。 

外国人高度専門人材等の受入拡大 

在留資格等に関する規制緩和の国への働きかけや、外国人高度専門人材の意欲を高め

る環境整備など、「学ぶなら大阪」「働くなら大阪」と思われる都市を目指すこと。 

成長を支える基盤となる人材の育成力強化 

小・中における英語教育の充実や基礎学力の育成、学校選択の幅を広げるための私立

高校生への支援の拡充など、成長を支える基盤となる人材の育成力を強化されたい。 

大学誘致 

次代の大阪の活力を担う若者を呼び込み、国際競争を勝ち抜く高度人材の育成や地域

の活性化につなげるため、海外の大学も含めた大学誘致を積極的に進められたい。 

地域の強みを活かす労働市場 

ハローワーク（公共職業安定所）の国から地方への移管などにより、住居・生活・福

祉などの支援を一体的に提供し、地域の実情や強みを活かした労働市場の創設を目指

すこと。 

成長を支えるセーフティネットの整備・活躍の場づくり 

若年者、子育て世代、女性、高齢者、障がい者など意欲のある人が能力を発揮できる

環境を整備されたい。とりわけ、以下２点、大阪市を活性化することを目的とした、

女性の活躍促進施策を全庁横断的に推進すること、就職氷河期世代の就労支援につい

ては積極的な情報発信とともに、就労に協力いただける企業の発掘も行うこと。ま

た、就業支援を通じて自立を促し、安心して暮らせるセーフティネットをつくるこ

と。 

３）国際金融都市 

府市、経済団体など官民一体となり、国際金融都市の実現に向けた取り組みを進める

こと。 
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ⅱ）都市基盤整備 

１）都市基盤整備 

関西国際空港の国際ハブ化 

航空ネットワークの早期回復及び中長期の航空需要を見据えた空港機能の強化により

日本・アジアの貨物を呼び込み、アジアと日本各地をつなぐ「中継拠点」としてＬＣ

Ｃ（格安航空会社）も含めたさらなる充実を図ること。 

阪神港の国際ハブ化 

港湾管理の一元化を進めるとともに、国際コンテナ戦略港湾として阪神港の国際競争

力を強化されたい。 

物流を支える高速道路機能の強化 

物流円滑化や住民の環境改善の観点から、大型運搬車両が既成市街地を通過すること

なく目的地までアクセスできるよう、都市のあるべき姿を見据えた広域的な道路ネッ

トワークの形成に向けて府市一体となって、確実な整備を進められたい。 

官民連携による戦略インフラの強化 

インフラの運営権の民間付与（コンセッション方式）など、民間の知恵や資金を活用

した新たな整備手法を導入し、空港・港湾・鉄道・道路などの機能を強化することを

目指すこと。 

うめきたのまちづくりの推進 

うめきた２期区域における「みどり」と「イノベーション」の融合拠点の形成とそれ

を支える基盤整備（ＪＲ東海道線支線の地下化・新駅設置・土地区画整理、公園整

備）を着実に推進すること。 

知の集積により世界をリードするため、うめきた２期区域における中核機能として、

大学など知的人材育成機能を導入すること。 

また、隣接する大阪駅周辺においても、高架下歩行者通行空間のイメージアップ・美

化など、都市環境の向上に向けた取り組みを進めること。 

都市計画道路の早期着手 

「都市計画道路の整備プログラム（平成28年９月）」を着実に進捗させるために必要な

予算を確保するとともに、都市計画道路の整備に早期着手することで、交通の利便性

や都市の防災性を高め、都市機能の向上を目指すこと。 

道路・鉄道 

淀川左岸線（２期）及び延伸部整備による、ミッシングリンク解消等により、阪神都

市圏の道路ネットワークの強化を目指すこと。特に、淀川左岸線（２期）について

は、新大阪・大阪駅と万博会場とを結ぶアクセスルートとしての利用に向け整備を推

進すること。 

また、踏切除却により、踏切渋滞、事故の解消など都市交通の円滑化及び市街地の一

体化を促進するとともに、市内に残る踏切の安全性の確保、立体交差化なども進める

こと。 

阪急電鉄京都線・千里線の連続立体交差事業等、踏切の除却を推進することで、交通

アクセスの向上を図ること。 

２）都市魅力向上 

地域の既存資産を活かした都市づくり 

高齢化が進む都市の再生、地域の資源を活かした景観形成やまちづくりの促進など、

既存の公的資産・民間資産を有効活用し、都市の活力を再生することを目指すこと。

また、魅力ある都市環境の創出を目指し、美しく風格ある都市景観の形成や官民連携
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によるエリアマネジメントを推進するとともに国内外へ戦略的な都市プロモーション

に取り組むこと。 

３）脱炭素社会に向けた新たな魅力ある都市創造の取り組み 

脱炭素社会を先導する都市づくり 

電気自動車など次世代自動車の普及を促進し、また、快適で環境にやさしい建築物へ

の誘導を行う制度を推進し、地球にやさしい都市づくりを目指すこと。 

事業者のＣＯ２排出削減を積極的に支援する仕組みの構築や、啓発に努められたい。 

道路空間再編の取り組み 

世界を魅了するポテンシャルを持つ大阪のメインストリートである御堂筋を、人中心

のストリートに変えていくべく、道路空間再編の取り組みを実施するとともに、民間

活力の導入を促進し、賑わいの創出をはかること。 

中之島通の歩行者空間化により歩行者等の通行環境を改善し、中之島公園や「こども

本の森 中之島」などの周辺施設と連携を図り、中之島エリアの文化交流拠点としての

さらなるポテンシャルの向上に向けた取り組みを実施すること。 

なんば駅前の道路空間については、人中心の広場となるよう、官民協働で道路空間再

編に向けた取り組みを実施すること。 

都市交通としての自転車専用レーンの整備 

主要な交通政策がカーボンフリー、またはカーボンニュートラルへと転換されてい 

く未来を想定し、自転車を主要な都市交通の１つと位置づけ、利用者が安全かつ快適

に都市内を移動できる様、現在の様な車道上のペイントではなく独立した自転車専用

レーンの整備を御堂筋や中央大通りなどにおいてモデル的に進めること。 

シェアリングエコノミーの促進 

シェアリングエコノミーを本市行政施策として位置づけるための指針やガイドライン

を作成し、個人と個人・企業等の間でモノ・場所・技能などを売買・貸し借りする等

の経済モデルにより、交通・環境等社会問題の解決に活用をしていくこと。 

モーダルシフトの推進 

トラック輸送からＣＯ２排出が少ない鉄道や海運輸送などに切り替えることを想定した

輸送網の整備などの取り組みを行い、具体的なＣＯ２排出削減目標を設定すること。 

地産地消エネルギー政策 

民間資本を活用したエネルギー政策、地産地消のエネルギー政策を目指し、省エネル

ギーや再生可能エネルギー利用の促進を図ること。新エネルギーについても太陽光発

電・木質バイオマス発電・水素エネルギーなどの導入を検討するとともに、市域に地

下水が豊富にあることを活かした帯水層蓄熱の導入拡大を検討されたい。 

ベイエリアの魅力化に向けたマスタープランの策定 

これまで本市はベイエリアの魅力化に向けてクルーズ船の母港化などに取り組んでき

たが、一方でベイエリアの土地利用については従前の港湾荷役を主とする考え方から

大きく変わっておらず、老朽化した平家建ての上屋が岸壁沿いに多く並んでいる。大

阪港湾局の発足により港湾物流は大阪府営港湾も含めた大阪湾一円で最適化すること

が望ましい。よってベイエリアの土地利用については単に港湾局の所管事務とするの

ではなく、レジデンス、エンターテイメントなど幅広い視点から魅力化に向けたマス

タープランを策定されたい。 

民間活力の導入による大規模公園の活性化 

鶴見緑地・長居公園や靱公園などの大規模公園の活性化に向け、ＰＭＯなど積極的に

民間の力を活用すること。 
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公共施設・公共交通・道路のユニバーサルデザイン化 

公共施設・公共交通及び道路のバリアフリー化を促進するとともに、電動車いすの貸

し出しなど、障がい者、高齢者等が利用しやすいサービスの充実を図ること。 

放置自転車対策 

通行や営業の妨げになっている放置自転車について、放置禁止エリアの拡充や撤去の

強化といった対応を行うとともに、民間活力、資本を利用した対策も取り入れ、放置

自転車ゼロを目指すこと。 

全庁的な空家対策 

空家等対策計画に基づき、全庁的な空家等対策の取り組みを推進すること。 

市営住宅のあり方の見直し 

従前どおりの建て替え手法ではなく、子育て世代へのアプローチも踏まえて、大阪市

内の空家状況について総合的に計画し、将来の人口推計に対応出来る戸数の計画を立

て実施すること。現地建て替えだけではなく集約化の方向で進めること。 

斎場・霊園・葬祭場 

斎場について、「大阪市立斎場整備事業基本構想」に基づき計画的に整備を進めるとと

もに、社会情勢等の変化等を引き続き注視し、安定的かつ効率的な運営に取り組むこ

と。 

霊園について、運営方法など、将来需要などを見据えた計画の策定を行うこと。 

葬祭場については、将来需要などを見据え、運営のあり方を検討し、見直しを行うこ

と。 

マナー条例制定 

市民の安全・安心な暮らしを守るべくマナーの向上を図り、ひいては 2025 年の万博ま

でに国際都市大阪に相応しい美しいまちづくりを進めること。歩行中や自転車走行中

の喫煙、ペットのふんの放置、橋の上からの飛び降り等を含む、客引きや、ポイ捨て

など人に迷惑をかけない行為を今まで別々に施行されている条例を市民や観光客への

理解促進に繋がる１つの条例へと制定すること。 

 

ⅲ）観光戦略 

１）観光集客都市 

国際エンターテイメント・コンベンション都市の創出 

夢洲における国際的なエンターテイメント機能やＭＩＣＥ機能を持つ国際観光拠点の

形成に向け、多くの集客や高い経済波及効果が期待できる、カジノを含めた統合型リ

ゾートの立地などを促進し、世界最高水準のエンターテイメント・コンベンション都

市を目指すこと。 

一日約28万５千人の来場者を見込む万博会場へのアクセスについて、例えば、神戸港

などから直接夢洲へ繋ぐ海上交通やパークアンドライドなどを活用するなど、万博会

場への更なるアクセス向上策の検討に取り組むこと。また、万博会場周辺の整備や万

博に向けて淀川左岸線（２期）をはじめとしたアクセス向上や、安全性の向上、にぎ

わい・魅力の向上に寄与するインフラ整備等を推進すること。 

関空観光ハブ化の推進 

新型コロナウイルス感染症の収束を見据え、アジアと日本各地をつなぐ航空ネット

ワークの早期回復と水際対策の充実強化、中長期の航空需要を見据えた空港機能の強

化の国への働きかけなどにより、関西国際空港を拠点に海外からの観光客の呼び戻し

を目指すこと。 
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関西観光ポータル化の推進 

大阪の観光魅力の向上を図るとともに、関西各地の観光資源を活かした観光ルートの

開発などを行い、関西全体が海外からの観光客の「玄関口」となることを目指すこ

と。また、外国人旅行者等に対応するため、観光案内表示をはじめとした多言語対応

の充実など受け入れ環境整備に取り組むこと。 

大阪市域全体のWi-Fi化 

電気通信事業者に対する公共施設の空間開放を積極的に行い、大阪観光局や民間事業

者と連携を図り、市域におけるWi-Fi設置の拡大に取り組むこと。 

ＴＩＤの導入 

観光関係者が一定の資金を負担するなど新たな財源を確保し、自主的に取り組む観光

事業に活かしていくＴＩＤの仕組みを導入し、大阪の観光振興に活かしていくこと。 

違法民泊の撲滅 

違法な営業をしている民泊を適法な営業へと誘導するための対策を引き続き講じると

ともに、観光客の多様な宿泊ニーズへの対応と住民生活の安穏を両立するための明確

なルールを整備・運用し、引き続き違法民泊の撲滅を進めること。 

御堂筋・大阪城・ベイエリア等観光拠点の活用 

御堂筋や大阪城公園・難波宮跡公園を含む大阪城周辺、ベイエリア、水の回廊等河川

を観光集客の拠点として積極活用し、経済を活性化し雇用を創出すること。 

客引き禁止の更なる取り組み 

キタ地区・ミナミ地区の客引き行為等の一層の適正化を図ること及び、状況に応じ

て、客引き行為等適正化重点地区の追加を検討すること。 

また、重点地区、禁止区域追加の際には、既存エリアの巡回・指導等が維持できるよ

う、客引き行為等適正化指導員（警察ＯＢ）を増員することを含め適正に配置するこ

と。 

インバウンドを想定した帰宅困難者・安全対策 

今後回復が見込まれるインバウンド旅行者が、災害やテロから安全を確保するための

対策を行うこと。また、それらの対策を多言語で表示することができるよう旅行者の

安全確保に努めること。 

２）文化都市の確立 

文化振興への投資が、新たな価値を創造し社会を支える。文化振興を施設等の箱モ

ノ建設や整備だけと捉えるのではなく、大阪全体で芸術家等が活動・発表できる場

を多面的に提供することを目指すこと。特に、新型コロナウイルスの影響により停

滞している大阪市の特色ある芸術文化活動の再開を後押しするため、芸術家等の発

表の場を創出し支援すること。また、伝統文化のアピールや新たな文化ベンチャー

育成を重視し、文化についての市民の創造的な挑戦を積極的に受け入れ、アジアや

全国からアーティストや音楽家が集まる魅力ある都市を目指すこと。 

大阪文化の強化 

大阪の伝統芸能、上方芸能、クラシック音楽の振興を図り、文化・教育的価値だけ

でなく、観光資源、経営資源として国内外に発信されたい。また、市内歴史的建造

物を活用した文化活動を支援すること。 

文化サポート 

行政が文化を意図的に作りだす、あるいは特定の文化を高価値として集中支援する

という発想ではなく、特定の文化に絞ることなく、新たな文化的価値の発想を大切

にすること。市民の自律と創意が最大限に発揮され、自主的な文化活動が活発に行

われるようサポートすること。 
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大阪中之島美術館 

大阪中之島美術館について、民間資金や活力を利用した運用により、単なる展示場

ではなく、大阪の都市全体をブランディングするような施設とすること。 

スポーツ振興 

令和４年に改定予定の次期「大阪市スポーツ振興計画」に基づく施策を推進され、

市民のスポーツの振興、スポーツによる都市魅力の向上、地域・経済の活性化を図

ること。 

特に、新型コロナウイルスの感染状況を鑑み、大規模スポーツイベントの開催や、

舞洲スポーツ振興事業をはじめとするプロスポーツチームとの連携事業を推進し、

子どもや市民にスポーツへの機運を高めるような施策に取り組むこと。 

 

Ⅲ．安心できる生活のため（住民生活） 

ⅰ）教育 

１）学校教育 

教育振興基本計画の推進 

大阪市教育振興基本計画の推進にあたっては、大阪市教育行政基本条例及び大阪市

立学校活性化条例の趣旨を踏まえ、校長のマネジメントの下で教員が切磋琢磨して

特色ある教育を進められるよう引き続き改革を推進し、これからのグローバル社会

で求められる自立した人材が育成できるような多様性を踏まえた教育の充実を図る

こと。また計画の実現にあたり、明確な達成指標の設定、進捗状況のモニタリン

グ、未達成事項の課題発見等、取り組み状況を適時開示していくこと。 

教育行政の分権化 

・区長、校長、保護者・地域との連携をさらに強化し、地域の教育課題を地域で解決で

きる教育行政の分権化を一層推進させること。また、教育委員会事務局の４ブロック

化においては、きめ細かい現場への支援を引き続き推進すること。 

・教職員の人事に関しては、ブロックの意向を反映できる人材育成や人事政策のしくみ

を構築すること。 

不登校対策 

・不登校対策として学校への復帰を前提とするのではなく、何らかの理由で登校できな

い生徒に対する教育のセーフティネットとして、教育の機会の保障のためにＩＣＴを

活用したオンラインでも可能な教育を提供するとともに、ＩＣＴを活用した遠隔フォ

ローの仕組みを実現すること。 

・不登校特例校の設置を進めるとともに、その教育内容においても既存の教育方法にと

らわれることなく、児童生徒の生きる力を養うことを前提にした、柔軟な教育を行う

こと。 

いじめ対策 

いじめ問題への対応に関しては、いじめが加害・被害・傍観を問わず関係する多くの

児童・生徒にとって学校への信頼を損ない、学力の伸長及び健全な自己肯定感の醸成

を阻害し、その後の人生を歪めてしまうものであるという重要性から、いじめや問題

行動の芽が小さい早期に適切に対処することが重要である。したがって、教育委員会

の責任においていじめ対策に対する最新の知見を不断に収集し、発見・認定及び対応

をとるための科学的根拠のある取り組みを全学校園で行うよう徹底を図ること。特に

いじめの発見や対応に関しては、児童・生徒のコミュニケーション環境の変化も鑑

み、「教員が見つける」ことの限界も直視した上で、ＩＣＴの活用やＳＮＳを活用した
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継続的ないじめ相談体制を構築するなど、より実効性の高い手法を柔軟に取り入れる

こと。 

学校協議会 

保護者、周辺地域住民等が参加する学校協議会により、地域の声を教育に反映させる

よう区役所と連携し、学校協議会の運営を適切に補佐すること。また協議事項に関し

て、全市的に問題意識を共有できるよう、議事の集約・公開をしていくこと。 

校長公募 

校長を積極的に内外から広く公募し、引き続きマネジメント能力が高い人材の登用を

図ること。あわせて、学校の組織マネジメント体制の確立と、管理職の負担軽減を目

指し、副校長、教頭補佐（首席）、教頭補助の設置拡大を図ること。 

人事評価の制度構築 

市立学校における教員の任用について校長の意見を反映させることができる制度を構

築すること。また、人事評価の制度構築においては、優秀な教員の確保につながり、

納得性の高い評価制度となるよう、人事評価の結果を給与及びその他の処遇に反映さ

せることを前提にメリハリの効いた評価制度として再構築すること。 

一人一台パソコンの導入に照らし、ＩＣＴを活用した授業を効果的に行えているかと

いった指標についてはより重要な項目として位置付けること。 

教員が授業に専念できる体制づくり 

中教審答申をベースに校務分掌の見直しを進め、真に教員がやるべきもの以外の業務

は委託、または廃止するなど、教員が授業に専念できる体制を整えること。 

校務支援におけるＩＣＴ化のさらなる充実を図ること。 

教育現場における様々な危険回避のためのリスクマネジメントの強化 

学校事故の回避に向け、学校事故の発生状況・発生率等の分析を行った上で、リソー

ス投資の最適化の観点をもって事故防止対策を行うこと。事故発生事案・対策効果を

全市的に共有・蓄積し、リスクマネジメント力の強化のための研修の充実を図るこ

と。 

自己肯定感の向上 

子どもの心身の健全な育成を目的とした自己肯定感を向上させる取り組みを行うこ

と。また、各学校で実践されている優れた取り組みを支援するとともに、同様の課題

を持つ学校へ速やかに連携すること。 

全国平均を上回る学力・体力の実現 

低迷する大阪市の学力状況の原因を把握すると共に、その解決に努めること。 

全国学力・学習状況調査等を基準に、将来の目標として、全国平均を上回る学力・体

力の定着を見据えた計画を策定し、年度毎の数値目標に対してＰＤＣＡサイクルを確

立することにより、全ての子どもたちに質の高い教育の提供を行うこと。 

多様化するニーズに対応した公教育の実現 

グローバル人材の育成や、探求型学習の深化など、生徒・保護者の多様なニーズに応

えることができるよう、幅広い選択肢の中から自分にあった教育を選ぶことのできる

公教育の実現を目指して、小中学校にも公設民営の手法が可能となるよう国に法改正

を求めるとともに、現在の子どもたちへの選択肢を保証する観点から、現行の制度に

おいて実現可能な公設公営学校として特徴ある教育を実施する小中学校を早期に整備

すること。 

英語教育 

グローバル人材の育成に向け、小中学校において、使える英語を身につける英語教育

の充実を図ること。 
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ＩＣＴ教育 

小中学校の児童・生徒に対して整備した一人一台の持ち帰り可能なＩＣＴ端末につい

て、学用品のように使用させるとともに、授業における学習支援、自宅等においての

学習支援ソフトの利用、予習・復習としての授業動画の活用、保護者、児童・生徒、

学校との連絡利用等を実施し、児童・生徒の学力の向上、災害時等における連絡網を

構築するなど、ＩＣＴ端末の有効利用を図ること。 

知識伝達はできる限りテクノロジーを活用しラーニングマネジメントの導入などに

よって個別最適化に努め、児童・生徒一人ひとりとの時間をより多く確保できるよう

にすること。 

一人一台のＩＣＴ端末を活用した学びを進めるため、教員が日常的にＩＣＴを効果的

に活用した授業の実践ができるよう、研修などのサポート体制を充実させること。 

情報リテラシー教育 

児童・生徒がSociety5.0の時代を生き抜いていくために、教材開発や指導支援について

民間事業者にも協力を求めながら、小学校の低学年からの発達段階に応じた系統的な

情報モラル教育や情報リテラシー教育の推進を図ること。 

プログラミング教育 

将来にわたってＩＣＴを活用できる人材を育成するため、プログラミング教育を推進

すること。 

自分を守る力をつける教育の充実 

既に生野区にて実施検証済である「性・生教育」を各区でモデル実施、拡充するこ

と。 

学校図書館の機能強化 

学校図書館の機能強化及び蔵書の充実を図り、児童・生徒の学ぶ意欲、学ぶ力を高め

るサポート体制を整備すること。 

教科書採択の最適化 

教育基本法で示されている「公共の精神」や「伝統と文化の尊重」、「我が国と郷土を

愛する」などの趣旨を踏まえ、学習指導要領の目標や内容に基づいて、最も適した教

科書を採択できる仕組みを構築すること。 

理科補助員・学びサポーターの増員 

学習の基礎基本の定着を図り、学力の向上に資するため、子どもたちの学習支援を行

う理科補助員及び学びサポーター等の増員を推進すること。 

地域ボランティアの導入 

開かれた学校をつくるため、学校運営のサポートにあたっては、地域ボランティアの

導入を促進すること。 

生活指導サポートセンター 

問題行動を繰り返す児童・生徒に対して出席停止制度を活用するため、「生活指導サ

ポートセンター（個別指導教室）」を設置し、当該児童・生徒の立ち直りと安心できる

学校づくりの双方を進めること。 

部活動のあり方検証 

学校の部活動指導体制の充実と教員の過重負担を解消するため「部活動のあり方研

究」の取り組みを進めるとともに、地域等からの部活動指導員の配置といった取り組

みを拡充させること。 

また、プレイヤーズファーストやコーチングマインドといった観点も含めて、部活動

の成果をどこに置くのか、現在の社会環境にあった部活動モデルを模索すること。 
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学校配置適正化 

より良い教育環境の整備を図るため、学校配置の適正化を進めること。また、児童急

増・校地狭隘校においては、校区調整等を進め学校規模の適正化をはかるとともに、

学校施設の高層化などの新たな手法の導入も含め、教育環境の改善を着実に進めるこ

と。 

中学校給食の充実 

中学校給食について、その内容の一層の充実を図ること。また、学校現場での食育指

導を強化させること。 

給食無償化 

給食は食育の貴重な場であり、教育の一部である。教育完全無償化を進め、子育て世

帯の負担を軽減、より担税力のある家庭の市内への流入を目指す意味でも、所得制限

をかけることなく給食費の完全無償化に取り組むこと。 

私立小中学校の積極誘致 

私立小中学校を積極的に誘致して、教育の選択機会を増やすこと。 

私立小学校の無償化 

わが会派は教育の完全無償化を推進しており、親の経済力によって教育格差がつくこ

とがないような制度設計を目指している。高等学校に関しては、大阪府の施策により

所得制限はあるものの、教育の無償化が実現されている。 

今後公立学校の給食無償化が進むにつれ、この補助が届かない私立小学校に通う児童

の親に対しても、担税力のある世帯の呼び込みや、すべての児童に多様な教育の機会

を保証する意味でも、最低限給食無償化と同等の補助を考案すること。 

学校プールの再編、民間施設等利用 

現在、小中学校毎に敷地内にプールが設置されているが、民間の施設や区民プール等

を活用し、水泳の授業を行うことで建設・管理コストの削減や、水泳環境の向上、カ

リキュラムの強化を目指すこと。 

２）幼児教育 

幼児教育の質の向上 

大阪市保育・幼児教育センターにおいて教職員・保育士等の資質向上等、乳幼児期の

教育・保育の質の向上を図る取り組みを充実させること。 

 

ⅱ）子育て 

１）深刻な児童虐待ゼロに向けた取り組み 

児童相談所の機能強化 

・市内東部に早期に児童相談所を開設し、浪速区へのこども相談センター建て替え、南

部こども相談センター再編整備を速やかに進め、市内４箇所体制の整備を計画通りに

進めること。 

・児童福祉司等の拡充及び人材育成を進め、児童相談所機能の充実を図ると同時に、各

児童相談所が所管内の区役所や学校、その他関連民間施設とも連携を密にし、重大な

児童虐待ゼロの実現に努めること。 

子どもの貧困対策 

子どもの貧困対策については、貧困の連鎖を断ち切り、家庭環境に関わらず、子ども

が自らの将来を切り開くための力を身につけられる環境を整備するため、「大阪市こど

もの貧困対策推進計画」に基づき、着実に進捗させること。 
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特に子どもの貧困を生み出す大きな要因となっている両親の離婚後の養育費の不払い

について、国の動向を注視しながら、子どもの養育費の確保に向けた取り組みを進め

ること。 

ヤングケアラー支援 

実態調査を定期的に行い、必要な方に必要な支援が届き、子どもたちの学びたい気持

ちが阻害されることなく、身近に相談できる体制を構築し支援を行うこと。 

待機児童対策のさらなる推進 

都心部の共働き家庭の増加、令和元年10月開始の幼児教育・保育の無償化の影響によ

り、まだまだ待機児童の発生が見込まれる。これまでの既存の発想にとらわれない待

機児童対策を進め、待機児童ゼロを目指す取り組みを継続すること。 

本市が国に先駆けて行ってきた幼児教育無償化財源に関しては、本市の保育士の高い

離職率に鑑み、保育人材の確保ひいては待機児童の解消に活用すること。保育人材確

保に関しては、業務負担の軽減や職場環境の改善も含め、必要な施策を実施するこ

と。 

幼稚園の認定こども園への移行、企業主導型保育事業の広報等も含め既存保育施設の

最大限の利用を進め、行政区の枠を超えたエリア最適化の観点をもって施設整備を進

めるとともに、保育士確保のための実効的な施策を行うこと。 

児童虐待防止体制の連携強化 

深刻化している児童虐待について、区役所や保育所・学校はもとより、関連するその

他の行政機関や地域ボランティア、ＮＰＯ団体等における防止体制の連携を強化する

こと。 

予期せぬ妊娠を減らす取り組み 

既に生野区にて実施検証済である「性・生教育」を各区でモデル実施、拡充すること

や、10代が匿名・無料で気軽に相談できる「ユースクリニック」を産婦人科に委託す

ることなど、予期しない妊娠を減らす取り組みを進め、児童虐待や子どもの貧困問題

への根本的な対策を行うこと。 

地域小規模児童養護施設等の整備 

本市の里親委託率は国が掲げる目標を大きく下回っているため、里親委託の推進、地

域小規模児童養護施設・ファミリーホームの整備等を積極的に推進し、子ども・青少

年や子育て家庭のセーフティネットを整備すること。 

発達障がい者の子育て支援 

子育ては「相手（子ども）のペース」「イレギュラー」「騒音」「汚れ」など発達障がい

を持つ人が苦手とする要素が多く、発達障がい者が親となった場合に適切な支援がな

ければネグレクトを含めた虐待事案に至るリスクが高くなることが指摘されている。

子育て支援を担当する部署に発達障がいの知識を身につける研修等を導入するととも

に、発達障がい者が子どもの親となった場合の専門的な相談支援機関を設置するな

ど、支援の構築に努められたい。 

２）子どもを産み、育てやすい社会の実現 

妊婦健康診査への公費負担の充実 

妊婦健康診査について、全ての妊婦が安心・安全な出産ができるよう経済的負担の軽

減のため、公費負担の充実を図ること。 

こども医療費助成事業の維持・継続 

こども医療費助成制度を維持すること。 
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病児・病後児保育事業の充実 

病児・病後児保育事業については、事前予約制となっており子どもの突発的な発熱

等、真に必要な時に利用できないケースも少なからず発生していることから、住民生

活の実態に即した使いやすい制度となるよう充実を図ること。 

不妊に悩む方への支援の拡充 

不妊治療については、不妊相談の充実など、他都市での取り組みも参考にしながら、

本市においても、効果的な不妊治療の支援についての取り組みを進めていくこと。 

新婚・子育て世代の市内居住の促進 

少子化に歯止めをかけ、活力ある大阪市を取り戻すため、新婚・子育て世代の市内居

住を促進すること。また、婚活イベントなど、未婚者への出会いの場を提供すること

で、結婚希望者の増加を目指すこと。 

子育てをサポートするための ICT サービスの充実 

現在各区で展開している子育てサポートサービスについて、全市展開することにより

経費削減・サポートの質向上に叶うものがあるかどうかを精査し、既存システムの行

政オンラインや各種 LINE＠でのサービス等、多くの方に使ってもらえるようなサービ

ス展開を念頭において、ICTサービスの充実を検討すること。 

塾代助成事業 

家庭の経済状況による教育格差の是正と子育て世帯の負担軽減を図る塾代助成事業を

推進するとともに、学校施設等を活用した民間事業者による塾代助成が利用可能な課

外学習の拡充に努めること。 

児童いきいき放課後事業のさらなる充実 

児童いきいき放課後事業について、保護者からのニーズに応えられるよう、各地域に

見合った制度の設計を進めること。 

親子の居場所作り 

児童虐待の未然防止として、子育てプラザ・つどいの広場・子育てサロンでは親同士

のコミュニケーションや気軽に子育ての相談ができる場所として利用を活性化させる

取り組みを進めること。 

また、子ども食堂やそれに準ずる民間の施設においても連携し最大限のサポートに取

り組むこと。 

 

ⅲ）医療 

中之島の未来医療国際拠点づくりの推進 

中之島４丁目地区のまちづくりは、社学・産学連携拠点や、再生医療をはじめとする

「未来医療」の国際拠点の実現に向けて、国、民間企業の参画や協力、支援を確保し

ながら、推進していくこと。 

ギャンブル等依存症対策 

現在、日本中に存在するパチンコ等射幸性の高い遊技による影響もある中、潜在的な

患者が多いといわれるギャンブル等依存症者に対して、統合型リゾートの誘致を機

に、抜本的な対策を講じること。 

産科、小児科、救急医療等の充実、強化 

医師不足等のため民間の医療機関で手薄となっている産科、小児科、救急医療等が充

実、強化されるよう、大阪府をはじめ関係機関とも連携して積極的に取り組むこと。 

がん検診の受診率向上 

受診率が低いがん検診の健康診断受診機会の拡大を行い、有効な啓発を行うことで受

診率を高め、市民の健康保持増進に努めること。 
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また、目標値を年度ごとに定めて達成していくこと。 

予防接種促進 

データ化された予防接種台帳を活用する等、必要に応じて未接種者への接種勧奨を行

い、定期接種の接種率を向上させるとともに、任意接種となっているおたふくかぜや

インフルエンザ、風疹、帯状疱疹などの予防接種について、政令他都市並みの補助の

拡大を検討されたい。 

特にインフルエンザにおいては、新型コロナウイルスの影響で感染が減っていること

から、集団免疫力の低下が起こっていると思われる。今後著しく激しい流行が起こる

ことが想定されるため、親の負担軽減や学校の授業確保の意味からも、早急に補助の

拡大を行うこと。 

予防接種に際しては、ワクチン接種の希望者への供給が担保できるよう取り組むこ

と。 

医療費適正化 

医療機関の監視指導を強化するともに、電子レセプトデータを活用した点検等により

診療報酬の適正化を図り、良質な医療の発展を目指すこと。 

医療保険制度の一本化 

国民健康保険の都道府県単位での広域的な運営にとどまらず医療保険制度の一本化を

国に強く要望すること。 

骨髄等提供者（ドナー）に対する助成制度 

大阪市において骨髄等提供者（ドナー）に対する助成制度を維持、継続するととも

に、特別休暇制度の普及拡大や休業補償制度を国に強く要望すること。 

認知症研究の推進 

住吉市民病院の跡地に新病院を誘致し、認知症研究の進展につなげること。 

 

ⅳ）福祉 

「大阪市地域福祉基本計画」に基づき、施策の充実を図るとともに、各区の実情に応

じた地域福祉の取り組みを推進すること。 

１）高齢者福祉 

地域包括ケアシステムの構築、特別養護老人ホームの整備等 

医療・介護・予防・住まい・生活支援の一体的な提供を行う地域包括ケアシステムを

構築し、さらに地域の特性・実情に応じた深化・推進に向けて、サービス提供体制の

整備を進めるとともに、認知症高齢者支援施策の充実を図ること。 

また、要介護認定者数の増加に対応し、必要性・緊急性が高い入所申込者が、引き続

き、概ね１年以内に入所が可能となるよう整備補助を行い、必要な地域に整備される

ようバランスを取りながら、計画的に特別養護老人ホームの整備を進めること。 

えて、介護老人保健施設等の増設と必要な地域への適正配置を行い、施設・居住系

サービスの充実を図ること。 

健康寿命延伸に向けた予防･健康づくり 

近年、平均寿命の延伸が顕著となり、平均寿命の延びとともに医療介護を必要とする

高齢者数も増大し、これによる社会保障費の影響も大きくなることが想定される。健

康寿命を延ばし、元気で健康に過ごしていただくためにも、健常から要介護へ移行す

る中間の状態である「フレイル」の状態で適切に支援を受けることで、多くの高齢者

が生活機能の維持向上を目指すことができる。本市においてもこれからは高齢者の保

健事業と介護予防･フレイル対策の一体的な実施を推進していくこと。 
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２）生活支援 

総合的な相談支援体制の充実 

複合課題を抱えた要援護者等に対し的確に対応するため、区役所が調整機能を発揮

し、各相談支援機関と地域と一体となった総合的な相談支援体制の充実を図ること。 

生活保護の適正化 

生活保護の不正受給を徹底的に排除するとともに真に必要な方に対しては救済するこ

と。 

また、働けるものには就労指導を徹底するとともに、扶養義務者がいる場合はその義

務を果たさせる等により適正化を進めること。 

さらに、生活保護費の約半分を占める医療扶助の適正化も喫緊の課題であり、特に、

電子レセプトデータの徹底した点検を行うとともに、頻回受診や重複受診者に対する

適正受診指導などの取り組みを強化し、さらなる医療扶助の適正化を進めること。 

ひきこもりへの支援体制の構築 

本市はこれまでにも生活保護の適正化に取り組んできたが、８０５０（ハチマルゴー

マル）問題、2040年問題など対策は待ったなしの状況であり、この世代でひきこもり

となっている方々が、今後、老後の備えのないまま生活保護に至らないための対策は

急務である。そのため、ひきこもりとなっている方々のニーズに合った今後の支援体

制等の構築に取り組むこと。 

３）障がい児者支援 

発達障がい者支援の充実 

「発達障がい者支援室」による関係局の連携強化や、早期支援・早期療育体制の構

築、特別支援教育の充実、就労支援の充実等、ライフステージに応じた乳幼児期から

成人期までの一貫した支援を行うこと。 

中でも、乳幼児期における発達障がいについては、早期発見・早期支援に関する重要

性が高くなる一方で、正しく診断できる専門家が少なく、人材確保の困難さが増して

いる。早期の診断、診断の精度の向上、親への客観的な評価データの提供、関係者間

のデータ共有を実現するためにも、現場においてＩＣＴを利用した評価補助装置等の

充実を図ること。 

発達障がい者の子育て支援 

子育ては「相手（子ども）のペース」「イレギュラー」「騒音」「汚れ」など発達障がい

を持つ人が苦手とする要素が多く、子育て相談支援を担当する部署に発達障がいの知

識を身につける研修等を導入するとともに、発達障がい者が子どもの親となった場合

の専門的な相談支援機関を設置するなど、支援の構築に努められたい。 

重症心身障がい児者支援のためのショートステイの拡充 

在宅の重症心身障がい児者の地域生活を支援するため、医療的ケアに対応したショー

トステイの拡充等を図ること。 

公共施設・公共交通・道路のユニバーサルデザイン化 

公共施設・公共交通及び道路のバリアフリー化を促進するとともに、電動車いすの貸

し出しなど、障がい者、高齢者等が利用しやすいサービスの充実を図ること。 

手話に関する施策の充実 

「大阪市こころを結ぶ手話言語条例」の制定を踏まえた支援の充実を図ること。 

特に、聴覚障がい者が災害避難所で、負担なくコミュニケーションを行うため、ＩＣ

Ｔを活用し他都市との相互協約などによる遠隔手話通訳の導入に向けて検討された

い。 
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認定事務の迅速化 

介護・障がい分野において、サービスの利用者増により、認定事務の遅延が生じてい

る。人材確保・委託の適切な活用を進め、申請から認定までの期間の短縮を図り、介

護は法で定める原則30日以内、障がいは要綱で定める原則45日以内の認定を実現する

こと。 

４）動物福祉 

犬・猫の理由なき殺処分ゼロ 

人と動物とが共存できる豊かな生活環境作りのため、飼い主・販売主・市民の意識の

向上、引き取り数の削減、返還と適正譲渡の推進に関して具体的な目標を立て、その

実行管理をした上、犬・猫の理由なき殺処分ゼロを目指すこと。 

また、未利用施設を動物愛護関連施設として民間に開放することを検討すること。 

動物の愛護及び管理に関する法律の趣旨に違反する悪質な動物取り引き業者やペット

ショップといったペット産業関連業者に対して、適切な取り締まりを実施すること。 

 

ⅴ）防災 

大規模災害対策の推進 

南海トラフ巨大地震のみならず、直下型地震、台風、大雨の発生に備え、津波、高

潮、大規模火災等への対策や地下空間の防災力強化等を積極的に推進すること。ま

た、大規模災害対策の推進に関し、市営住宅等公的賃貸住宅の空き家活用、民間賃貸

住宅の積極的活用、仮設住宅の設置等に関し広域的な視点から府市連携を進め、防災

機能を強化すること。さらに、堤防の耐震化を府市連携で計画通りに進めていくため

にも、国への予算要望の際に危険物貯蔵施設並びに大規模避難施設が立地する箇所の

重点配分や財政支援制度の拡充・創設などの措置を求めること。 

避難所等の公共施設のインフラ強化 

災害発生時の避難所としての学校や区民センター、避難場所としての公園などの公的

施設の機能について、備品・備蓄の充実や避難所の運営の強化を図ること。また、災

害時の被害を最小限に抑えるための無電柱化・共同溝建設及び下水管の耐震化を促進

すること。 

ＩＣＴを利用した災害時の情報収集と発信 

災害発生時には避難所情報はもとより、水道・電気などのライフラインに関する情報

や、学校園をはじめとした行政施設の運営状況など市民に必要となる多種多様な情報

を正確かつ適切なタイミングで発信すること。とりわけＳＮＳを活用したプッシュ型

の発信や、ＨＰの表示順序を変えるなどのプル型情報への適切な誘導などＩＣＴを効

果的に活用した情報発信の仕組みの充実に取り組むこと。 

大規模災害に対する消防力強化 

大規模災害発生時に、１つの指揮系統の下、機動的に救援できる体制を整備するた

め、消防施設・装備の充実、大阪府内消防の一元化「大阪府消防広域化推進計画(１ブ

ロック)」などの消防力強化を大阪全体で図ること。 

民間連携の防災強化 

大規模災害が発生した場合に備えて、民間ビル、マンションの緊急避難場所としての

確保促進や防災協定の締結など、民間と連携した防災対策に取り組むこと。 

各区の防災対策の強化 

区役所をはじめ区内関係機関の対応も含む各区の実情に応じた防災計画及び詳細な防

災マップを作成し、地域住民と防災情報、防災対策を共有すること。 
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なお、津波による甚大な被害が想定される湾岸区域については、浸水想定区域外への

災害時避難所の確保も含めた有効性のある避難計画の作成を行うこと。 

消防訓練の充実及び救急体制の強化 

火災や地震時に的確な初動措置がなされるよう消防訓練の実施の定着を図るととも

に、地域における防災訓練の実施などの取り組みを強化すること。 

また、年間救急出動件数が増加している中、蘇生を望まない終末期患者に対する救急

件数も増えていることから、主治医の指示書等があれば蘇生中止も判断できるルール

を作成し、現場の混乱等を防ぎ、次なる現場へ急行できる体制の強化をすること。 

地域防災組織の強化 

昨今の多様な大規模災害に応じて、現実の災害発生時に迅速かつ安全な避難や災害弱

者へのきめ細かい対応ができるよう、現在の行政区の危機管理機能を充実させるとと

もに、地域の防災組織の機能を強化するための支援を行うなど、平時の訓練等が真に

実効性のあるものとなるような創意工夫を図ること。 

災害備蓄倉物資の調達・保管業務の外部委託 

自然災害の多発化、激甚化、南海トラフ地震などの災害に備え職員の方には災害対応

に集中してもらうため、各備蓄拠点の確保や備蓄物資の調達・管理・配送などをトー

タルで行うための手法の民間活用の実効性について、マーケットサウンディングを行

いながら民間事業者備蓄物資管理の外部委託を進めること。 

民間資本を活用した多機能案内板等の設置 

広告料を利用した民間投資等により、地域の掲示板や道路案内板等のデジタルサイ

ネージ化を行うことで、災害時に役立つ、多言語・Wi-Fi・防犯カメラ・蓄電といっ

た、多機能な案内板の設置を図ること。 

密集市街地の整備と住宅等の耐震化 

密集市街地の総合的な整備を推進するとともに、住宅・建築物の耐震化を積極的に促

進すること。 

インバウンドも含めた帰宅困難者・安全対策 

帰宅困難者対策の機能強化促進を図るとともに、今後回復が見込まれるインバウンド

を含め、災害やテロから、来阪者の安全を確保する対策を行うこと。 

受援計画の策定 

規模災害が頻発する昨今の状況に鑑み、本市が被災した場合に市民生活への影響が出

ないよう、受援対象業務の整理や応援側との役割を明確化するなど、膨大な災害対応

業務の円滑な処理に向け受援計画のさらなる充実を図ること。 

自助の更なる強化 

発災時に自らの命を守るためには、自分の判断により、迅速に行動し身を守ることが

求められることから、市民一人ひとりがＴＰＯに応じた行動がとれるような、支援策

を作ること。 

また、避難時に支援が必要な要支援者においては個別の計画策定が進んでいない状況

であり、避難行動要支援者自身に対する、災害への備えや地域との交流、関係団体へ

の参加等を促すとともに、計画策定に向けて早急に策を講じること。 

老朽危険家屋対策 

安全上や生活環境上で多岐にわたる課題を抱えている老朽危険家屋対策の推進を図る

こと。 
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公衆浴場への支援 

公衆浴場については、公衆衛生施設として、日常、および災害時には特に必要不可欠

な施設であるため、現在実施している基幹設備の維持補修費用に係る補助等、継続的

な支援を行うこと。 

防犯カメラの運用 

市民の安心安全の生活向上に向け、防犯カメラの効果的な管理運用を行うこと。 

地域での活動団体への支援 

・地域活動協議会が発足し約10年が経過している、さらに地域が活性化し自律すること

で地域防災の強化に繋がるため、大阪市から依頼・委嘱している団体の関与の見直し

を計り各区において自主的な地域活動が実現出来る制度の構築をすること。（青少年指

導員・青少年福祉委員・スポーツ推進委員等） 

・また、公金の透明性の確保を前提としたうえで、地域活動協議会における事務負担の

軽減に徹底的に取り組むこと。 

・地域活動のうち、本来行政が担うべき活動、事業に係る経費については、100％の財源

を確保すること。 

・各地域活動協議会が自ら必要とする支援を選択できるなど、その状況に応じた支援を

行うこと。また、地域課題の解決に向けたコミュニティビジネスやソーシャルビジネ

スの取り組みなど自立的な活動への支援を行うこと。 

・コロナ禍、アフターコロナの活動支援のため、地域の実態調査を行い、補助金の枠の

中で新たな活動が行えるような制度を検討すること。 

地域集会施設の各種補助 

・地域集会施設に対する各種補助金について、より使いやすくするため、地域の実情に

合 わせて各区において引き続き補助内容を決定できるようにすること。 

・また、各地域が自主的に補助制度を活用できる支援をすること。 

 

特．新型コロナウイルス対策について 

新型コロナウイルス対策については本年４月に本格流行を迎えて以来、８月の第２

波、11月の第３波と未だに収束が見通せない状況にある。政府においても12月に入っ

て追加の補正予算を組むなど命と暮らしを最優先に守るための異例の財政出動を実施

している。一方で市民生活は年初からの自粛や経済活動の収縮・消失により確実に疲

弊しており、住居確保給付金の申請件数は昨年度約100件であったものが、本年度は12

月現在で既に8,000件を超えている。このような状況を踏まえて、本市における新型コ

ロナウイルス対策については以下の点に留意し、引き続き強力な支援を継続された

い。 

家庭支援 

子育て世帯、特に経済的にも精神的にも負担の大きいひとり親世帯などに対しては引

き続き物心両面での支援を検討されたい。 

子育て世帯への経済的支援のための学校給食費無償化を来年度も継続されたい。 

高齢者への訪問介護など、濃厚接触を前提とするサービスのコロナ禍における体制整

備を早急に構築されたい。 

今後、今回のコロナ給付金に対する配布の課題を分析し遅延することなく全員にしっ

かりと周知でき、また早急に給付を行える制度を構築すること。 
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商業支援 

度重なる営業自粛への協力要請などで壊滅的な被害を受けている飲食店への支援を継

続するとともに、サービス業や小売業、またサプライチェーンなどを視野に入れたよ

り広範囲な支援を適宜実施されたい。 

表現活動に対しての支援 

新型コロナウイルスの影響により停滞している大阪市の芸術文化活動の再開を後押し

するため、芸術家等の発表の場を創出すること。 

未収金対策 

未収金の回収にあたっては、今後の新型コロナウイルス感染症の状況等に応じて適切

に行うこと。 

保健所の体制整備 

６月に入って感染の第５波が発生し、これまでを遥かに凌駕する感染者数が発生して

いることから、引き続き適宜保健所機能を充実し、相談・検査・ワクチン接種等の取

り組み等を強化することにより、本市における更なる感染拡大の防止に最大限努めら

れたい。 

分散避難の促進 

新型コロナ禍においては、避難所における３密を避け感染拡大を防止する観点から、

自宅等のハザードを確認のうえ、自宅避難や親戚・知人宅等への避難などの分散避難

を促進するとともに、避難施設の一層の確保を図ること。 

以上 

  



 

令和４年度 大阪市予算編成に関する要望 

 

27 

 

◆公明党大阪市会議員団 

令和４年度大阪市予算編成に関する要望書 

 
令和元年 12月以降、世界各地で新型コロナウイルス感染症が拡大を続けてきました。日本は

これまでの間、政府主導による、ワクチンの接種、PCR検査の拡大、医療提供体制の強化をはじ

め、様々な感染防止対策を講じ、現在は減少傾向で推移しています。しかしながら、11月 28

日、国立感染症研究所がオミクロン株を「懸念される変異株」と位置付け、第６波に備え、さ

らに警戒を高めています。 

大阪は、感染拡大の第４波・第５波において、保健所や医療提供体制の逼迫により、本年 12

月時点で、一日当たり過去最多の新規感染者 3,004 人（９月１日）、死亡者 45人（５月７日）

を確認するなど、非常に厳しい状況が続きました。今後、これまでの課題を検証、総括し、二

度と同じ事態を繰り返すことのないよう、さらなる対策が求められます。 

一方、感染防止対策と社会経済活動との両立により、2021年度の国内ＧＤＰ成長率は、実質

で 3.7％程度、名目で 3.1％と前年度に比べて緩やかな回復傾向を見込んでいます。 

本市においても、平成 18 年から全市一丸となった市政改革の取り組みにより、市債残高は対

前年度で連続して減少し、財政状況は大幅に改善し、財政調整基金の蓄えも着実に積み上げて

きました。 

さらに、ワクチン接種等を進める中、社会経済活動が段階的に緩和され、大阪市の一般会計

では市税収入は 461億円増加し、市債残高も令和２年度末見込で 313億円減少するなど、さら

なる財政の持ち直しも期待されます。 

今後、大阪の経済発展に大きな効果が得られ、大阪の魅力を全世界へ発信する絶好の機会と

なる 2025大阪・関西万博の成功に向け、大阪の再生をめざして、「都市」としての成長が重要

です。 

市民が未来に希望を持ち、安心・安全に暮らすため、今こそ「都市」の発展に向けた戦略的

な投資をすべき時だと考えます。 

わが会派は、コロナ対策を最優先課題として「新型コロナウイルス感染症に関する要望」を

トップに据え、輝く大阪の“まちづくり”を進めるため、５つの「都市」戦略を、新たに「最

重点要望」として「2025 大阪・関西万博開催都市」「未来応援都市」「芸術文化スポーツ都市」

「国際観光都市」「防災先進都市」の５項目にまとめました。 

そして、社会・経済活動を下支えし、「まちづくり」「教育・子育て」「福祉・健康」「市政改

革」「区政運営」「防災・減災対策」などの６つの柱からなる重点要望67項目を掲げるととも

に、さらに市政の全般にわたる347項目について要望し、大阪の成長戦略に向けて10の提案を行

うものであります。 

 

〔新型コロナウイルス感染症に関する要望〕 

⑴ 大阪市独自の「新型コロナウイルス感染症対策総合戦略」を策定し、市民への感染症対策

の方針の周知 

⑵ 第４波・第５波の課題を踏まえ、懸念される第６波に向けて保健所・公的医療機関の人員

体制・機能の強化や指定医療機関を増やす取り組みの推進 

⑶ 国・公立・民間の医療機関・大学・研究機関の積極的な連携により、ＰＣＲ検査体制のさ

らなる拡充と迅速化 

⑷ 新型コロナウイルスの重症者・中等症者の病床の確保を行い、医師・看護師等の人員体制

の強化 

⑸ 新型コロナワクチンの３回目接種を希望する市民へ速やかに接種できる体制の整備 

⑹ 新型コロナワクチン接種が未だに進んでいない若年層や障がい者等へのワクチン接種の推

進と周知・啓発 

⑺ 中小・零細企業をはじめとした事業者に対して、事業継続に向けた経営支援や下支えの強化 

 ⑻ コロナ禍における避難所運営に係る体制の確立と支援の実施 

 ⑼ 新型コロナウイルス感染症による後遺症に対する取り組みの強化 
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これからの大阪の成長戦略に向けた10の提案 

 

１．リニア中央新幹線の大阪―東京間の早期全線開業の実現 

２．北陸新幹線の大阪までの早期全線開業の実現 

３．観光政策・国際競争力強化に対応したなにわ筋線等の広域鉄道ネットワークの構築及び私鉄

とのシームレス料金の設定など観光需要発掘のための交通利便性の向上 

４．観光客・ビジネス客の利便性を図るため、宿泊施設の増床や公共施設等にWi-Fi対象エリアの

拡大 

５． 民間活力を活かした大規模公園等の魅力向上など観光エリア政策のさらなる充実 

６．トップセールスによる成長産業の誘致及び企業情報データベースを活用したネットワーク型

中小企業支援策の推進 

７．企業等と連携した資質・能力開発講座などキャリアアップをめざす女性を支援する施策の推

進 

８． 自動運転技術の開発の促進による交通環境の改善 

９． 成長戦略を企画する部門や中小企業を支援する部門の充実 

10． 施設全体での収容人員１万人規模の会議を可能とするＭＩＣＥ施設の整備 

 

〔最重点要望〕 

【１】2025年大阪・関西万博開催都市 

⑴ 公益社団法人 2025年日本国際博覧会協会と連携した、市民の機運醸成に資する取り組み、

2025年大阪・関西万博について子どもが学ぶ機会の確保と子どもの国際性の醸成に資する取

り組み、及び万博への子どもの無料招待の推進 

⑵ 「ＳＤＧｓ未来都市」及び「自治体ＳＤＧｓモデル事業」に選定された都市として、一人

ひとりがＳＤＧｓを意識し、自律的に17項目全ての達成をめざす「ＳＤＧｓ先進都市」の実

現に向けた全市的な取り組みの推進 

⑶ 2025年の大阪・関西万博の開催に向けた、夢洲を中心とするベイエリア地区の船舶の利用

や、万博会場周辺の整備、大阪・関西万博に寄与する淀川左岸線（２期）も含めた交通アク

セス、安全性、にぎわい・魅力の向上を図るためインフラの整備を促進 

【２】未来応援都市 

⑴ 小中学校給食を含む教育の完全無償化を実現 

⑵ 児童虐待ゼロをめざし、24時間 365日の保護体制の強化と抜本的な防止対策の推進 

⑶  学力テストの結果だけではなく、真の学力向上を図る施策の確立とともに、教員の人材育

成と確保策を推進 

【３】芸術文化スポーツ都市 

⑴ 中之島エリアを大阪文化の核として魅力を発信する「大阪芸術文化都市宣言」の

実施 

⑵ トップレベルの競技者のためのナショナルスポーツセンターの誘致と全国の障がい者ス

ポーツを牽引する長居障がい者スポーツセンターの機能強化 

⑶ 文化・スポーツ予算の拡充並びに大阪にふさわしい文化スポーツ行政の推進 

【４】国際観光都市 

⑴ 世界の金融ハブ（拠点）である「国際金融都市」の実現 

⑵ 大阪の文化を体験できる観光スポットの創造とアジアをはじめとした海外からの観光客の

誘致 

⑶ 世界最高水準のＭＩＣＥ施設を含む統合型リゾート（ＩＲ）を核とした国際観光拠点の形

成 
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【５】防災先進都市 

⑴ 無電柱化推進計画の着実な実施と電柱等の地中化促進及び共同溝の建設の促進 

⑵ 各エリアの特性に合わせた防災対策を進めるため、区役所への防災担当課長の設置と人員

体制の強化 

⑶ 避難所となる小中学校の体育館・特別教室等への空調機・テレビアンテナ・Wi－Fi環境の

整備と指定避難所の防災機能の強化・充実、新たな備蓄倉庫の確保、災害用備蓄品のさらな

る拡充、及び女性をはじめ多様な主体の視点を反映した避難所運営等の整備 

 

〔重点要望〕 

【１】活力と魅力あふれるまちづくり 

⑴ 「大阪の再生・成長に向けた新戦略」における本市の目標を設定し、経済情勢の変化に即

応しながら、大阪の成長に向けた柔軟かつ着実な取り組みの推進 

⑵ 国の選定を受けた「世界に伍するスタートアップ・エコシステム拠点形成戦略」における

「グローバル拠点都市」のとしての取り組みの促進 

⑶ うめきた２期開発区域においてみどりとイノベーションの融合拠点の整備推進とそれを支

える基盤整備の推進（地下化・新駅・土地区画整理事業・公園） 

⑷ 新大阪駅周辺地域における都市再生緊急整備地域の指定に向けたまちづくり方針の策定の

推進 

⑸ 非正規労働者や若年者、障がい者などの雇用対策の抜本的強化・推進 

⑹ ゼロ・カーボン社会の実現に向けて、太陽光発電導入拡大、水素・燃料電池、帯水層蓄熱

利用導入など次世代の環境・エネルギー関連技術の強化・推進 

⑺ 災害も想定した電力レジリエンスと電力需給調整力の強化 

⑻ 健全で充実した学校部活動の実現に向けた取り組みの推進、民間活力による社会体育の充

実 

 ⑼ 生涯学習等のための学校施設のさらなる開放 

 ⑽ 生野区における地域諸課題に対する解決策として「特区」制度の導入 

【２】「チャイルドファースト」社会実現に向けた施策の推進 

⑴ 「大阪市こどもの貧困対策推進計画（平成30年3月策定）」に基づき、必要な支援が必要な

方に行き届くためのこどもの貧困対策関連事業の推進 

⑵ 保育所等利用待機児童の恒久的な解消に向けた取り組みの強化と病児・病後児保育、途中

入所の充実及び幼保連携型認定こども園の普及を図るための補助制度など、あらゆるニーズ

に対応した体系的な子育て支援サービスの構築 

⑶ こども医療費助成制度の所得制限の緩和 

⑷ 出産育児一時金の増額 

⑸ 小児・周産期医療、救急医療の充実と連携強化 

⑹ オンブズパーソン制度の新設 

⑺ いじめ・不登校・学級崩壊への対策強化 

 ⑻ 不登校の児童・生徒の居場所として、フリースクール機能を持つ施設の設置 

⑼ 国の生活保護基準の見直しに伴い、就学援助制度については影響を及ぼさないように適切

に対応 

⑽ 教育バウチャーの効果を検証し、多様なニーズに応える仕組みづくり 

⑾ 多子世帯の保育料軽減 

【３】安心して暮らせる福祉・医療施策の充実 

⑴ がん検診推進事業（５がん検診の個別受診勧奨）の実施によるさらなる受診促進策の強       

化 
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⑵ 高齢者肺炎球菌ワクチン接種の公費助成のさらなる拡充 

⑶ 市民の足、特に高齢者・障がい者の交通手段としてオンデマンドバスやBRT等のバス路線の

確保 

⑷ 医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築

に向けた、本市特有の実情に即した取り組みの推進と、介護予防、認知症対策のさらなる強

化 

⑸ 入所待機者の早期解消のため、特別養護老人ホームの整備促進と介護老人保健施設など施

設・居住系サービスの充実 

⑹ 弘済院の認知症専門機能の継承及び先進的な医療・介護に取り組む拠点施設としての整備 

⑺ 国民健康保険料・介護保険料の減免制度及び介護保険サービスの利用者負担軽減措置の充

実 

⑻ 乳幼児期から成人期までの一貫した支援をし、関係局の連携強化をはかるための発達障が

い者支援体制の拡充 

⑼ 福祉医療費助成制度の維持・継続 

⑽ 重症心身障がい児（者）の地域生活の充実 

⑾ 障がい者の自立を図るための就労支援の拡充やグループホームの設置 

⑿ ライフライン事業者等との連携協力による孤立死防止のためのシステムの拡充 

【４】大都市・大阪の再生のための抜本的な市政改革の推進 

⑴ 「市政改革プラン3.0」に基づき、施策・事業の見直しの具体化を行う際には、生活者の視

点に立ち、真に支援を必要とする人々のための施策にも充分配慮し、事務事業の再構築に着

実に取り組む 

⑵ 市民が改革の成果を実感できる具体的な数値目標や実施計画を策定するとともに、市民

サービスの向上や質の高い業務執行をめざし市政改革を推進 

⑶ 「大阪市ＩＣＴ戦略（第３版）」に基づき、市民サービスの向上や行政運営の効率

化に向けた「行政のデジタル化」に取り組むとともに、住民のＱｏＬ（生活の質）の

向上に資するような「地域社会のデジタル化」をめざし、全ての市民や事業者が利便

性を実感できる取り組みを推進 

⑷ 市民サービス向上のため優秀な人材の確保・人材育成 

⑸ 府市連携及び役割分担のあり方については、幅広い議論を間断なく実施 

⑹ 行政サービスの申請主義からプッシュ型への移行 

【５】各区のニーズに対応した施策の推進 

⑴ 地域活動の担い手の拡大への支援 

⑵ 虐待予防サポーターの配置 

⑶ 避難行動要支援者を対象とした避難訓練 

⑷ 地域交流拠点（サロン）の設置 

⑸ 福祉の活性化に関するコミュニティ・ビジネス起業 

⑹ 地域通貨による助け合い制度の構築 

⑺ 福祉サービスの利用にあたってのバウチャー方式の導入 

⑻ 見守りコーディネーターの設置や民間事業者を活用した高齢者の見守り事業の推進 

⑼ 区役所の土曜日・日曜日・祝日の開庁、及び開庁時間の延長等の取り組みの拡充 

⑽ 市民に身近な区役所において、積極的にデジタル化に取り組み、サービス向上を図るとと

もに、デジタルデバイドの解消に向けた体制の構築 

⑾ 各区役所にマイナンバーカード取得専用窓口の設置 
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【６】市民の安心・安全をまもるための防災体制や機能の強化 

⑴ 東日本大震災や熊本地震、大阪府北部地震等を教訓として本市に想定される南海トラフ巨

大地震や上町断層帯地震等に備えた震災対策、及び近年の大雨や台風を踏まえた河川氾濫や

内水氾濫等に備えた風水害対策などの体制を含めた防災・減災対策の推進、及び被災者支援

システムの構築 

⑵ 自然災害発生時の大阪市独自の被災者生活再建支援の創設、一部損壊の家屋に対する災害

見舞金の拡充 

⑶ 災害時における医療救護体制の整備と救急医療体制の構築に向けた施策の推進 

⑷ 防災行政無線システムや防災情報システムなど総合的な危機管理総合情報システムの構築 

⑸ 災害時に必要な情報が適切に入手できるよう、ホームページをはじめ多様な情報発信の実

施 

⑹ 地下街・地下駅等の防災体制と緊急時体制の指導強化 

⑺ 公共施設や防潮堤等の耐震化を含む地震・津波対策の積極的かつ集中的な実施 

⑻ 木造住宅やマンション等の耐震診断費及び耐震改修費の補助制度の積極活用をはじめ、不

特定多数が利用する大規模な建築物等の耐震化に支援するなど、民間建築物の耐震性・防災

性向上に向けた啓発と施策の充実 

⑼ 道路・橋梁・公園・上下水道等のインフラ施設や学校施設・市営住宅等の市設建築物の適

切かつ計画的な維持管理・更新の実施 

⑽ 風水害時の災害のマニュアルの作成 

⑾ マイタイムラインの普及・啓発 

 

Ⅰ 地域主権の確立と大胆な市政改革の推進 

 ⑴ 地域社会における住民自治の拡充 

① 職員全員・市民協働による積極的な市政改革の推進 

② ユニバーサルデザインの観点にたった区役所庁舎諸設備の改修及び区民の活動

拠点に必要な区民センター等の整備 

③ 地域活動に対する財政支援の拡充 

④ 地域活動の担い手確保 

⑤ 地域集会施設の大規模改修等を含む各種補助制度の充実 

⑵ 区長の権限・責任の拡充と区民参加のさらなる推進 

① 区民の区政運営への参画と評価の場である区政会議における意見をはじめ、多

様な区民の意見やニーズに真摯に向き合いながら、区長が各区・各地域の特性に

応じた事業を自らの権限と責任で総合的に展開する新しい区政運営の推進 

② 市民ニーズにあった休日・夜間の窓口業務の拡大や、来庁者の利便性が高ま

り、市民サービスの向上につながるワンストップ窓口（総合窓口）の実現 

③ 市民相談・法律相談・消費者相談など、より市民ニーズに応じた各区における

相談体制の充実 

④ 産業創造館などと連携した、区役所での中小企業や商店街への支援体制の強化 

⑤ 職員一人ひとりの意欲を高め、その力が最大限に発揮されるよう、資質、能

力、実績を的確に反映する人事評価制度の活用及び海外研修等も含む職員研修の

充実による人材育成 

⑶ 市民の安全・安心を支える安定した行財政基盤の構築について 

① 重要施策を効果的かつ迅速に連携して推進するための、組織再編も含めた全庁

的な業務執行体制の構築 

② 補助金については、市民の要望が強いものについて積極的に支給すること 

③ 新たな収入源の確保や市民・納税者の利便性にも配慮した効率的な税務行政の

推進 

④ 未利用地等については、周辺のまちづくりに寄与する観点にも留意し、市場

ニーズの把握にも努めながら処分や有効活用を推進 
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⑤ 外郭団体の監理の実効性を向上することによる市民サービスの向上並びに本市

関与の適正性及び透明性の確保 

 ⑷ 大都市制度・大都市税財政制度の確立について 

① 行政の効率化・市民サービス向上をめざし、十分な議論による民営化や地方独

立行政法人化などの経営形態の見直しを実行 

② 地方税財政改革を進めるに当たっては、消費税・法人税も含めた複数の基幹税

からの税源移譲により、国と地方の役割分担に応じた租税配分が実現するよう、

引き続き国に対し強く要望 

③ 法人住民税の一部を国税化し、地方交付税として地方間で再配分する地方法人

税は、単なる地方間の税収の再配分となる制度であり、受益と負担の関係に反し

ているため、速やかに撤廃し、法人住民税へ復元すべきであることを国に対し強

く要望 

④ 大都市においては、国・道府県道の管理その他事務配分の特例が設けられ、

国・道府県に代わってこれらの事務を行っている状況等を考慮し、また、新たに

道府県から指定都市に事務や財政負担が移譲される状況等も踏まえ、大都市特例

事務にかかる所要額について、税制上の措置がなされるよう国に対し強く要望 

⑤ 生活保護など国が担うべき分野については、必要な経費全額を国の負担とする

よう求めること 

⑥ 臨時財政対策債は速やかに廃止し、地方の財源不足額の解消は、地方交付税の

法定率の引上げによって対応すること、また、地方交付税が地方固有の財源であ

ることを踏まえ、その改革にあたっては、地方が必要とする総額を確保すること

を国に対し強く要望。また、地方の保有する基金の現在高を理由とした地方財源

の削減は決して行わないようあわせて国に求めること。なお、令和４年度の新型

コロナウイルス感染症による影響に伴い生じる財源不足に対しては、地方交付税

の増額確保を国に対し強く要望 

⑦ 償却資産に対する固定資産税については、市町村の貴重な安定財源であること

から現行制度を堅持すべきであり、仮に見直すとしても確実な代替税財源を確保

することを国に対し強く要望 

⑧ 自主財源の確保や政策推進のための、課税自主権の活用 

⑸ 選挙を通じた市民の政治参加の促進について 

  ① 若年層に対する啓発の推進 

  ② 市民にとって投票しやすい環境整備の推進 

 

Ⅱ 健康で安心して暮らせる施策の充実 

⑴ 女性がいきいきと活躍できる社会をめざして 

① 男女共同参画社会の推進 

ア 「大阪市男女共同参画基本計画」に基づき、職場、地域、家庭などあらゆる

場面での男女共同参画社会の実現に向けた総合的な施策の推進 

イ 女性の活躍促進施策の全庁横断的推進 

ウ 女性職員を着実に管理職へ登用するため、新たな目標を設定し推進 

エ 男女共同参画センターの機能拡充 

オ 審議会等政策方針決定の場への女性登用率 40％の取り組みの推進 

カ 男女共同参画施策推進基金の拡充と機能的な運用 

キ 女性の自立に向けた起業・就労・技能習得支援施策の充実 

② 女性の健康支援の充実 

ア 女性のライフステージに応じた支援を目的とした「大阪市女性サポートプラ

ン」の策定など、「女性力」を発揮できる社会づくりの推進 

イ 各区保健福祉センター内での女性医師・保健師による健康相談の実施 

ウ 周産期を中心とする母子健康管理・救急医療体制の充実強化 

エ 助産師外来の拡充 

③ ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）対策としての24時間相談窓口・一時避

難所・保護施設の整備、自立支援体制の啓発及び拡充 

④ 災害による避難時等において避難住民の安全・安心を守ること 
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ア 共有スペース（トイレ、更衣室、物干し場等）の性別に配慮した確保 

イ 女性等への暴力等を防止するため、トイレ、更衣室、入浴施設等の場所・通

路の安全性の確保（照明の設置等） 

ウ 女性用品に係る配付方法の配慮 

エ 妊産婦や乳幼児の健康に配慮した衛生的環境の確保 

⑵ 児童福祉について 

① 「大阪市こども・子育て支援計画（第２期）」の着実な推進と数値目標の達成 

② 無償化事務処理への補助並びに様式統一等の簡素化 

③ 子ども・子育て支援新制度における保育料の負担軽減 

④ 幼稚園・保育所・認定こども園の給食の無償化 

⑤ 多様な保育ニーズに対応するため、延長・夜間・休日・一時預かり・育児休業

明け保育などを拡充 

⑥ 私立保育所への補助金の増額 

⑦ 私学助成を受ける私立幼稚園と施設型給付を受ける私立幼稚園との教諭処遇に

格差が無いよう制度を構築 

⑧ ファミリー・サポート・センター事業の充実 

⑨ 子育て活動支援事業（子ども・子育てプラザ）等の充実 

⑩ 子育て親子の交流の場を提供する「地域子育て支援拠点事業」の整備推進 

⑪ ブックスタート事業の周知及びさらなる拡充 

⑫ 妊娠から子育て期に至る切れ目のない支援体制の充実 

ア 産前・産後の支援、特にショートステイやデイサービス等を含む産後ケア体

制のさらなる拡充 

イ 新生児聴覚検査の公費助成を拡充 

ウ 低出生児の成長を記録するためのリトルベビーハンドブックの作成 

⑬ 育児休業支援や女性の再チャレンジ支援の強化・充実 

⑭ 児童虐待に対する地域ネットワークの強化と相談・保護体制の拡充及びこども

相談センターの増設と機能強化 

⑮ 大阪市中央こども相談センターの建て替えの促進 

⑯ 虐待を受けている子どもが一時的に身を守れるようなシェルターの設置 

⑰ 児童虐待防止に向けた市民啓発の推進 

⑱ 子育て家庭の孤立化を防ぐための相談体制の充実と積極的な情報提供の推進 

⑲ 社会的養護を必要とする子どもたちを受け入れるための里親委託の推進と児童

養護施設等の機能強化 

⑳ ヤングケアラーの実態調査および支援体制の確立 

⑶ ひとり親家庭の自立支援について 

 ① ひとり親家庭等の自立促進計画に基づくサポート体制の充実 

  ② ひとり親住宅の割当戸数枠の拡大及び母子生活支援施設の充実 

 ③ 母子父子寡婦福祉貸付金制度の弾力的運用 

 ④ 雇用促進及び子育てとの両立支援のための情報提供の充実 

 ⑤ 未婚のひとり親家庭への支援の充実 

 ⑥ ひとり親家庭サポーターの増員 

⑷ 高齢者福祉について 

① 後期高齢者医療制度の丁寧で分かりやすい周知説明の徹底と安定的な運営に向

けた広域連合とのさらなる連携強化 

② 在宅福祉の充実 

ア 地域包括支援センターにおける相談事業の拡充や休日業務の実施 

イ 食事サービスの充実 

ウ 昼間独居を含めた在宅高齢者のための緊急通報システムの拡充 

エ 区役所における高齢者のための総合相談窓口の充実 

オ 日常生活用具品目の拡大及び費用負担の軽減 

カ 家具転倒防止対策事業の確立 

キ 高齢者住宅改修費の給付制度の堅持 

ク 高齢者虐待の防止・早期発見のためのセーフティネットの確立 
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ケ 特殊詐欺等対策用優良防犯電話の設置補助 

③ 生きがい施策の充実   

ア 高齢者の入浴料割引日数の拡大 

イ 生きがい就労対策の拡充（シルバー人材センターなどの充実強化） 

ウ 大阪市介護予防ポイント事業の周知及び拡大 

④ 認知症高齢者等への支援の充実 

ア 認知症の早期診断・早期対応に向けた取り組みの推進 

イ 認知症高齢者とその家族を支えるための地域における見守り体制の推進 

ウ 認知症の方が活躍できる社会を実現する施策の推進 

エ 認知症高齢者グループホームの整備の推進 

オ 介護サービスの提供にあたり、身体的拘束等高齢者虐待を発生させない取り

組みの強化 

カ 認知症サポーターの養成・増員 

⑸ 介護保険制度について 

 ① 施設介護の充実 

   ア 特別養護老人ホーム、老人保健施設の整備拡充と待機者の早期解消 

   イ ショートステイ事業の充実強化 

   ウ 療養病床再編に対する支援策の実施 

   エ 多床室のプライバシー確保改修事業の推進 

   オ 介護人材の確保・育成と介護従事者への処遇改善策などの充実 

 ② 利用者保護の施策の充実 

   ア 介護保険事業の安定化と保険料の負担軽減 

   イ 要介護者認定における訪問調査の迅速な対応 

   ウ 適切な介護サービス計画の作成等ケアマネジャーの支援 

   エ 低所得者に対する保険料・利用料の減免制度の強化 

   オ サービス提供事業者に対する保険者としての指導強化 

   カ 居宅介護の充実に向けた指導の強化と介護サービス相談センターの充実 

⑹ 障がい者(児)福祉等について 

① 「大阪市障がい者支援計画」、「大阪市障がい福祉計画」及び「大阪市障がい児

福祉計画」に基づく施策の充実 

② 「障害者総合支援法」に基づく施策の推進、障がい者の意向を尊重したサービ

スの提供 

③ 在宅の重症心身障がい児(者)の地域生活を支援するため、医療的ケアに対応し

たショートステイの拡充等 

④ 障がいの種別にかかわらず、障がい者の雇用確保のための施策の拡充 

⑤ 重度障がい者(児)の介護支援施策の充実 

⑥ あいサポート運動の推進 

⑦ 障がい者(児)移動サービスの拡充 

⑧ 重度障がい者入浴サービスの拡充 

⑨ 障がい者(児)の多様な日中活動のニーズに対応するため、地域活動支援セン

ターが安定して運営できるよう支援の充実 

⑩ 障がい児放課後等デイサービスの充実 

⑪ 障がい者グループホームの整備促進 

⑫ 障がい児保育の推進 

⑬ 障がい者(児)の住宅改修費給付事業の堅持、日常生活用具等の給付事業の充実 

⑭ 「発達障がい者支援室」による関係局の連携強化や、ライフステージに応じた

乳幼児期から成人期までの一貫した支援の充実 

ア 発達障がい者支援指針の普及 

イ 全区でピアカウンセリング事業を実施 

ウ 乳幼児健診などによる早期発見から専門療育までの早期支援体制を強化 

エ 全区に成人の発達障がい者の居場所づくりを推進 

⑮ 各種行事・会合などへの要約筆記の拡充と人材育成支援 

⑯ 大阪市こころを結ぶ手話言語条例の制定を踏まえた支援の充実 
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⑰ 障がい者スポーツの振興 

ア 長居障がい者スポーツセンターの建て替え 

イ 障がい者がスポーツセンターや市民プール等の身近なスポーツ施設を利用し

やすくするため、障がい者スポーツ指導員の配置等、環境の整備 

⑱ ヘルプマークの普及・啓発など障がい者にやさしい環境づくりの推進 

⑲ ひきこもり状態にある人への支援 

ア ひきこもり状態にある人やその家族への支援を行うため、専門人材の育成及

び確保、アウトリーチや LINE をはじめとしたＳＮＳの活用を含めた相談支援体

制の強化、居場所の提供を実施 

イ ひきこもりについて社会全体で理解を深めるため、研修・講演会等の取り組

みを推進 

⑳ うつ病等精神保健福祉施策の充実 

ア うつ病の早期発見、早期対応のためのモバイル機器を活用したカウンセリン

グシステムの構築 

イ 精神科救急をはじめとした精神科医療の体制強化と単科精神科病院の設置推   

進 

ウ 精神保健福祉相談員の拡充 

エ 「こころの健康センター（精神保健福祉センター）」機能の充実 

オ 「大阪市自殺対策基本指針（第２次）」に基づく自殺防止対策の充実 

カ 薬物・アルコール・ギャンブル・ネット等依存症対策の着実な推進 

㉑ 難病対策の充実 

ア 難病対策の拡充 

イ 難病相談支援センターの拡充と就労支援等の機能充実を国に強く要望 

㉒ 障がい者(児)専門歯科医療体制の整備 

㉓ 障がい者虐待の防止・早期発見のためのセーフティネットの確立 

㉔ 「障害者優先調達推進法」の趣旨を踏まえた障がい者就労支援事業所等への発

注の積極的な取り組み 

㉕ 人口内耳対外装置の助成制度の創設 

⑺ 社会福祉について 

① 地域福祉の推進 

ア 「大阪市地域福祉基本計画」に基づく施策の充実と、各区の実情に応じた地

域福祉の推進 

イ 地域支援ネットワーク等、地域支援体制の強化、中間支援機能を活用した地

域福祉活動の推進 

ウ あんしんさぽーと事業（日常生活自立支援事業）の充実及び成年後見制度の

利用にかかる支援の強化 

エ 複合課題を抱えた要援護者等に対し的確に対応するため、区役所が調整機能

を発揮し、各相談支援機関や地域と一体となった総合的な相談支援体制の充実 

② 「生活困窮者自立支援法」に基づく支援事業を本市の実情に則した実効あるも

のとすること 

③ 総合的なホームレス対策の推進 

ア 自立支援センターの機能の充実 

イ 就労支援の充実 

ウ 生活支援の充実 

④ あいりん地域のさらなる環境整備 

⑤ 原爆被爆者に対する施策の充実 

⑥ 交通・災害遺児対策の充実 

⑻ 保健医療制度について 

① 国民健康保険制度について 

ア 国民健康保険の都道府県単位での広域的な運営にとどまらず医療保険制度の

一本化を国に強く要望 

イ 国民健康保険の国庫負担率の引上げ等の措置を国に強く要望 

ウ 国民健康保険料減免措置の強化 



 

令和４年度 大阪市予算編成に関する要望 

 

36 

 

② 医療対策と予防・早期発見重視の施策推進 

ア 「がん対策基本法」及び「大阪市がん予防推進条例」に基づく予防・早期発

見の推進、がん専門医育成、及びがん患者に対する緩和ケア等総合的支援の充

実 

イ 胃がん対策としてピロリ菌検査及び除菌への助成 

ウ 救急医療体制の充実強化 

エ 夜間・休日診療体制の充実及び休日急病診療所の施設整備 

オ 薬剤師会などと連携し「フレイルチェック」の実施 

カ 夜間歯科救急診療支援事業の充実 

キ 歯の健康維持のための歯科医療体制の充実 

ク アトピーや花粉症・シックハウス症候群等のアレルギー性疾患に対し総合

的、体系的な対策を推進するとともに、医療機関の整備推進 

ケ 新型インフルエンザ等感染症に対する早期発見から早期治療につなげる総合

的対策の充実強化 

コ 子どもに対するインフルエンザ予防接種の助成制度の創設 

サ 結核対策基本指針に基づくＤＯＴＳをはじめとした積極的な結核対策の推進 

シ 性感染症等に関する啓発及び検査・相談体制の強化・充実 

ス ウイルス性肝硬変、肝がんに係わる医療費負担の軽減と支援制度の充実 

セ １日人間ドックの検診事業の充実 

ソ アルコール依存症対策の充実 

タ 小児ぜん息の小児用吸入器購入助成等、特定疾患の医療費助成制度の充実 

チ 脳脊髄液減少症に対する市民啓発の充実 

ツ 軽度外傷性脳損傷に対する医療関係者への周知及び市民啓発の充実 

テ 災害時における１型糖尿病のインスリンの確保 

③ 医療制度と施設について 

ア 市民病院が果たすべき医療機能の充実強化のための、さらなる経営基盤の強

化と、医師・看護師の確保 

イ 住之江区をはじめとする南部医療圏における小児・周産期医療を中心とした

医療体制の整備 

ウ 南港地域における病院施設の早期整備 

エ 市立医療機関・大阪公立大学医学部附属病院などにおける医師研修の充実並

びに老朽化した医療機器や施設の計画的整備 

④ 地域保健体制の充実強化 

ア 保健所及び保健福祉センター機能の強化 

イ アスベスト被害に対する総合相談の充実と支援体制の強化 

⑼ 食の安全と安心の確保について 

  ① 食品の安全を確保するため、より効果的な監視や検査体制の充実強化 

  ② 家庭・学校における食を通じた健康と安全管理・食育の充実 

 ③ 産地から消費地までの一貫したトレーサビリティシステムの早期導入 

⑽ 健康づくりの推進について 

  ① 大阪市健康増進計画「すこやか大阪２１（第２次後期）」の着実な推進 

  ② 健康教室などにおいて、メタボリック症候群など生活習慣病予防対策の充実強

化 

  ③ 若年期からの運動習慣の定着化に向けた運動指導事業の充実 

  ④ がん検診受診率の目標達成のための実施計画の策定 

  ⑤ 公衆浴場への固定資産税減免及び新たに構築した支援策の継続 

 

Ⅲ 新しい世代の育成とスポーツ、芸術・文化の振興 

⑴ 学校教育について 

① 子どもが生き生きと育つ教育環境づくり 

ア 教師をめざす大学生や教師ＯＢを活用した授業の活性化 

イ 児童・生徒の安全教育の充実 

ウ 児童・生徒数に対応した学校の配置適正化の推進 
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エ 義務教育費の保護者負担の軽減 

オ 児童・生徒の体力づくりの促進と学校保健検診の強化 

カ 小学校区教育協議会の充実と地域・家庭との連携強化並びに教職員ＯＢの長  

年の経験と専門性を活用できるシステムづくり 

キ 中学校部活動の充実 

ク 小学校高学年からの教科担任制など、小中学校の円滑な接続による小中一貫

した教育の推進 

② 学校施設及び安心・安全機器の整備充実 

ア 学校維持管理運営費の増額 

イ 児童急増・校地狭隘校における教育環境改善の着実な推進 

ウ 老朽校舎の建て替えと施設の整備充実 

エ 学校のバリアフリー化（段差の解消やエレベーター等の施設整備）の充実 

オ 防火シャッター・エレベーター・プール排水口など危険防止対策の継続的な取

り組み強化 

カ 学校園の高架水槽の衛生管理強化と完全直結給水など給水設備の改善 

キ 学校トイレの改修及び洋式化の推進 

ク 小中学校の校庭緑化などの推進 

③ 生きる力、個性を伸ばす教育の推進 

ア 問題行動（暴力行為等）を生まない学校・学級づくりの推進 

イ いじめ防止及びいじめの早期発見、早期対応の推進 

ウ 不登校が生じない魅力ある学校づくりと不登校児童生徒に対する多様な教育  

機会の確保の推進 

エ いじめ・不登校・問題行動（暴力行為等）の解決に向け、関係機関と連携した

学校支援施策の推進 

オ フリースクールネットワークの充実及び補助制度の創設 

カ 人や自然とのふれあい、モラルの向上をはじめ生命を大切にできる教育の推進 

キ 体験型・参加型の学習の充実と個性を尊重する教育の推進 

ク 児童・生徒一人ひとりの学習・生活実態の把握と、きめ細かな学習支援の充実 

ケ 児童・生徒の習熟の程度に応じた指導などを取り入れた少人数学習の推進 

コ 30 人以下の少人数学級の推進 

サ 地域やボランティアなどの人材を活用した学習支援・放課後学習の充実 

シ 学校司書の充実と学校図書館の活性化 

ス 子どもが利用しやすい子ども図書館の整備や移動図書館の充実 

セ 帰国・来日等の児童・生徒に対する教育の拡充 

ソ 男女の人権を尊重する性教育・ＨＩＶ感染者に関する教育等の充実 

タ ＩＣＴを活用した学ぶ力を育てる教育内容の充実 

チ ＩＣＴ教育の円滑実施に向けた学校支援体制の強化 

ツ 一人一台の学習者用端末を導入するＧＩＧＡスクール構想の着実な推進 

テ 電子黒板及び Wi-Fi 等のＩＣＴ機器を活用し、視覚・映像を使った新しい授業

の展開 

ト 職業観の醸成、キャリア教育の推進 

ナ 地域の実情を踏まえ、区や地域と連携した実践的な防災・減災教育の推進 

ニ イエナプラン教育（縦割り教育）の導入 

④ 英会話ができる英語教育の充実 

ア ネイティブ・スピーカーを活用した実践的英語教育の推進 

イ 実力ある英語教員の育成のため、ＴＯＥＩＣ、ＴＯＥＦＬ、英検などの受験

を促進し、その成果を評価につなげる仕組みづくり 

ウ 英語暗唱大会（市長杯）への積極的な参加を推進 

エ 小学校低学年からの英語音声に慣れ親しむ活動の推進 

オ 一人一台の学習者用端末を導入するＧＩＧＡスクール構想の着実な推進 

カ 電子黒板及び Wi-Fi 等のＩＣＴ機器を活用し、視覚・映像を使った新しい授

業の展開 
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⑤ 力ある教員の育成 

ア 採用前研修・初任者研修をはじめ、資質向上のための教職員研修の強化 

イ 学級経営や生徒指導の力量を高めるため、ロールプレイングの手法を用いた

研修の充実 

ウ 教員の指導技術向上のため、デジタルコンテンツの開発・配信の推進 

エ 授業力向上のため、授業公開・研究を伴う校内研修の充実 

オ 力ある人材を広く集める工夫を凝らした採用試験の実施 

カ 全教員を対象に発達障がいを主とした特別支援教育の研修の実施 

⑥ 副校長や事務クラークの全校配置など教頭への支援体制の強化  

⑦ 教員の「働き方改革」の推進  

ア スクールサポートスタッフ、地域との連携強化のためのスクールソーシャル

ワーカーをはじめとしたコーディネーターの配置 

イ 学校の出退庁時間の設定 

⑧ ブロック化による学校支援の強化 

⑵ 教育委員会改革について 

① 教育委員と教師の直接対話、率直な意見交換を通して支持・支援する関係の構

築、現場発の教育改革の実践 

② 学校への予算執行権・編成権の委譲 

③ 開かれた教育委員会にするため、教育委員会会議のネット中継の開催 

 ⑶ 子ども優先社会・教育のための社会づくりについて 

① 学校・家庭・地域と企業が一体となって子どもの夢を育てる「子ども条例」を制定 

  ② 学校を支える家庭・地域の教育力の向上施策を推進 

  ③ 家庭教育・親子ふれあい事業の推進 

ア 市内施設を利用した親子無料体験プラン等の実施 

イ 親子がふれあい、子どもが安心して遊ぶことのできる遊具の充実と公園整備 

 ④ 社会全体で心豊かな子どもを育成する施策の推進 

ア 学校・家庭・地域・企業が一体で子どもの健やかな成長と夢を育てる施策の充実 

イ 子どもたちに大阪が誇る文化や産業の担い手から学ぶ機会を提供する体験プログラム

の作成 

ウ 市内の生涯学習関連施設等の潜在力を最大限に活用した体験事業の実施 

エ 芸術文化青少年育成事業のさらなる拡充 

オ 文化・芸術関係団体・スポーツ等の関係者の協力のもと、新たな人材バンクの創設 

カ 地域のボランティアを活用し、読書運動・読み聞かせ運動の推進 

キ 児童いきいき放課後事業の活動内容の充実と活動時間の延長 

ク 障がい児の支援や活動内容の充実に関する指導員の研修や交流等を通じた児童いきい

き放課後事業の推進 

ケ フリースクール連携推進事業の創設 

コ 塾代等助成制度の検証及び充実 

⑤ 地域子育て支援・子どもの健全育成施策 

ア 区役所に教育相談窓口を設置及び学校支援体制の強化 

イ スクールカウンセラーを各小学校に配置 

ウ スクールソーシャルワーカーを大幅に増員 

エ こども相談センターの教育相談窓口の時間延長、土・日の実施 

オ 地域が協賛の子ども国際交流の推進 

カ 要保護児童対策地域協議会の体制強化 

⑥ 地域・家庭・学校が一体として指導する子どもの安全施策 

ア 自転車の安全な乗り方や交通ルールの順守の指導をはじめ、自転車・子どもの飛び出

し事故防止のための「ストップマーク」安全指導運動の推進 
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イ 不審者から身を守るためのＣＡＰ（体験学習）を大人（守る側）の視点で実施推進 

ウ いじめ・児童虐待などを早期発見するためのネットワークづくりの推進 

⑷ 子どもの貧困対策について 

① 「こどもサポートネット事業」の着実な実施とアウトリーチ型支援の推進  

② 支援が必要な子どもの発見とライフステージに応じた支援体制の構築  

ア 乳幼児健診時の情報を共有し、必要な支援へ繋げるワンストップ窓口の設置  

イ ３歳児健診の際、就学前教育の就園先アンケート等を実施  

ウ 幼稚園・保育所の教職員と行政・地域の連携が図れる体制の構築  

エ 中学生を対象とした「子ども自立アシスト事業」を高校生・若年層にも活用  

オ 中退した高校から連絡を受けた中学校が、行政・地域につなげる体制の構築  

カ 高校中退者を対象に再チャレンジのため、学習ボランティア等の個別指導の

実施  

キ 就職希望者への指導としてコネクションズおおさか・しごと情報ひろばを積

極的に活用  

③ 行政と地域が連携した体制の構築  

ア コミュニティソーシャルワーカーを中学校区に１名配置  

イ スクールソーシャルワーカーを常勤採用とし処遇改善  

ウ スクールソーシャルワーカーを区に１名以上配置  

エ 地域の子どもを見守る体制を整えるため、地域福祉コーディネーターを常勤

採用として配置  

④ 小学校を拠点とした居場所の提供  

ア 児童いきいき放課後事業終了後、また土・日・祝日に、地域福祉コーディ

ネーターを中心に運営  

イ 児童いきいき放課後事業へ食材・おやつ等の支援  

ウ 教師ＯＢ・学生ボランティア等が相談事の解決、学習意欲の向上や学習習慣

の定着等を行う  

エ 外国にルーツを持つ親に対して、読み書きなどの習得をサポート  

⑤ 各区図書館の機能充実  

ア 開館時間の延長  

イ 自習等で使えるフリースペースの確保  

⑥ 行政機関・社会福祉協議会・学校・医療機関等の連携により、必要とする家庭

へ食料支援  

⑦ フードバンク活動との連携推進  

⑧ こども食堂やこどもの居場所の安定的運営に向け、「こども支援ネットワーク事業」の充

実とニーズを踏まえた支援 

⑨ 児童扶養手当制度の毎月支給 

⑸ 特別支援教育について 

① 発達障がいのある児童・生徒への支援体制の充実 

② 特別支援教育のための教職員及び特別支援教育サポーターの増員 

③ 発達障がい支援のための巡回相談及び小中学校への専門家チームの派遣の充実 

④ デイジー教科書の活用推進 

⑤ ルビ付教科書の導入 

⑥ もと市立特別支援学校における市独自のサービス水準の維持・継承 

⑦ 小中学校で学ぶ医療的ケアの必要な児童・生徒への看護師の配置 

⑧ 将来の自立に向けた職業教育の充実 

⑹ 幼児教育について 

  ① 認定こども園等幼保連携の推進と幼稚園の預かり保育の充実 

  ② 保育所・幼稚園・小学校の交流を含めた連携強化 

  ③ 市立幼稚園の３歳児保育の拡充 

  ④ 私立幼稚園への助成拡充 

  ⑤ 地域における子育てセンターとしての幼稚園の積極的活用 

  ⑥ 保育・幼児教育センターにおける就学前教育の充実 
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 ⑺ 若者施策について 

  ① 「大阪市こども・子育て支援計画（第２期）」の推進 

  ② 大阪市独自の婚活支援事業を推進 

  ③ 若者の起業支援策の充実 

  ④ 結婚新生活支援事業の創設 

  ⑤ 若者を支援する総合的な雇用施策の充実 

ア インターンシップ制度の充実、社会人講師の招へい推進 

イ 若年者の職場体験事業やきめ細やかな相談事業（キャリアカウンセリング）

の推進 

⑥ 青年芸術家の支援・育成、一流芸術家とのふれあいの機会拡充 

⑦ 若者文化・新スポーツ・アーバンスポーツを支援する施策の充実 

⑧ ライセンスを発行し、公共空間を無償で開放する「ストリート・アーティス

ト」事業の推進 

⑨ 覚せい剤等の薬物乱用防止の啓発 

⑩ 性的マイノリティに対する正しい理解と啓発 

⑻ 大阪公立大学の活性化について 

① 教育研究施設の整備・充実とともに、アクティブラーニングの推進や英語教育

の強化など全学的な教育改革の一層の推進、教育研究環境のさらなる充実 

② 人工光合成研究のスケジュール通りの進捗に加え、健康科学研究（抗疲労研

究、先端予防医療研究など）や都市防災研究などの、重点的な都市科学研究の推

進 

③ 企業の技術革新や新産業創出に向けた産学連携及び大阪産業技術研究所、大阪

健康安全基盤研究所及び環境科学研究センター等本市の研究機関等との連携強化

や、市政の課題解決に資する研究活動による市政のシンクタンク機能の強化 

④ 市民のニーズにあわせた多様な学習機会を用意し、開かれた大学教育の推進 

⑤ グローバル人材の育成や海外の教育・研究機関等との国際交流の促進及び 10 月

入学の実施の検討や英語による授業の拡大など留学生の受け入れ環境の充実によ

る国際力の強化 

⑼ 生涯学習等について 

① 生涯学習センター・生涯学習ルーム事業の効果的活用 

② インストラクターバンクを活用した事業の推進 

③ 様々な理由により読み書きや日本語の会話に不自由している人々を対象とした

識字・日本語教育の推進 

④ ビジネスマンが気軽に利用できるビジネス支援図書ルーム(仮称)の設置 

⑽ スポーツの振興について 

① 総合型地域スポーツクラブの育成 

  ② 地域スポーツの指導者確保や資質向上のための養成・研修の充実 

  ③ 大阪市オーパス・スポーツ施設情報システムの利便性の強化 

  ④ 学校体育施設の地域への開放推進と夜間照明・クラブハウス設備の拡充 

  ⑤ スポーツ選手によるスポーツ教室の拡充 

  ⑥ スポーツ優秀選手に対するサポートの充実（健常者・障がい者とも） 

⑾ 芸術文化振興条例に基づく芸術・文化の保存と振興及び観光資源への転換につい

て 

① 新進の芸術家の育成と活躍の場の提供 

② 国内はもとよりアジア等海外の若者を惹きつける大阪発の芸術・文化発信と交

流ネットワークの形成（ファッション・音楽・芸能・アートなど） 

③ 映像文化振興のための施策推進 

④ 上方伝統芸能などの保存・振興と人材育成、助成拡充 

⑤ 既存の市民公共施設などで空きスペースや建物を活用した文化施策の展 

⑥ 美術館など市民文化施設の開館時間の延長と文化活動の拠点としての活用 

⑦ 地方独立行政法人による大阪市ミュージアムビジョンの実現 

⑧ 大阪城公園の観光拠点としての魅力向上及び大規模公園における民間活力導入

の推進 
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⑨ 芸術活動の振興と発展を図るため、大阪市芸術活動振興事業助成金の継続と拡

充 

⑩ 難波宮の世界文化遺産登録への推進 

⑪ 埋蔵文化財収蔵施設の整備充実 

 

Ⅳ 都市再生と大阪経済の活性化 

⑴ 人・もの・情報が交流する国際都市の創造 

① 既存の施設（資源）を活用した集客観光策の展開 

② 姉妹・友好都市等との交流の推進、外国領事館の積極的な誘致、海外事務所の

機能強化、及びそれらを通じた大阪の魅力発信 

③ 区役所に居住外国人のための総合相談窓口の設置 

④ アジア等諸外国とのビジネス提携と民間交流の積極的な推進 

⑤ 「大阪市多文化共生指針」及び同行動計画に基づく多文化共生施策の推進 

 

⑵ 都市再生に向けた重点的な施策・事業の推進 

① 「都市再生緊急整備地域」での民間による都市開発の促進、並びに「大阪駅周

辺・中之島・御堂筋周辺地区」及び「夢洲・咲洲地区」における「国際戦略総合

特区」、「特定都市再生緊急整備地域」の制度を活用した事業の推進 

② 新しい価値を生み出す科学技術の振興と大学等との連携の推進 

③ 大阪・関西が強みを有し、今後成長が見込まれる「環境・エネルギー」や「健

康・医療」、「ＩＣＴ」などの産業分野の重点的な育成・振興、特に中小企業の潜

在力をいかした参入促進に係る取り組みの推進 

④ 新大阪駅周辺地域のまちづくり方針の策定の推進 

⑤ 大阪産業技術研究所や大阪公立大学など市内外の研究機関における産学官金連

携の強化と中小企業への技術移転の促進 

⑥ 特許など知的財産の活用を促進する支援策の強化 

⑦ 集客力向上のため、外国語対応表記をはじめ案内機能を充実させ、集客拠点間

の回遊性を強化 

⑧ 大阪の最新情報の発信や進出有望企業等の発掘などのプロモーションの実施に

よる市内外企業や大学・研究機関等の誘致の推進 

⑨ 大阪都市魅力創造戦略に基づき、アジアをはじめとした海外からの観光客誘致

策の強化 

⑩ 森之宮地区等におけるまちづくりの推進 

⑶ 中小企業の活性化と新しい都市型産業振興策の推進 

① 「大阪市中小企業振興基本条例」に基づいた、市内中小企業の実態把握や中小

企業振興施策の総合的な推進 

② 大阪信用保証協会など関係支援機関と連携し、厳しい経営環境にある市内中小

企業や創業者などへの資金調達の円滑化を推進 

③ 大阪産業創造館でのビジネスマッチングによる販路拡大、新事業創出・経営革

新支援、次代を担う経営者の育成や創業促進のための人材育成など総合的な支援

の充実 

④ 高度な技術力を持つ製造業や商品企画力・広告宣伝力等を持つクリエイターの

集積を生かした多様なネットワーク化の推進による付加価値の高いものづくりへ

の支援 

⑤ 都市の活性化や生活の質の向上につながるデザイン関連分野における創業支援

や人材育成の充実 

⑥ 大規模小売店と地域社会の調和あるまちづくりの推進 

⑦ 地域商業の活性化に向けて、商店街や小売市場などが地域団体等と連携するな

ど新たな魅力づくりに向けた取り組みへの支援 

⑧ ＢＰＣ（ビジネス・パートナー・シティ）や姉妹都市、海外事務所等の国際

ネットワークの拡充と、その一層の活用による国際ビジネス活動支援や観光プロ

モーションの促進 
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⑨ 中小企業の海外展開にかかる市場動向やニーズに対応した「売る」視点からの

販路開拓支援策の充実   

⑷ 雇用施策の推進について 

① 市民のニーズに応じた雇用関連情報の提供や、求職者と求人のミスマッチの解

消など雇用施策の積極的な推進 

② 既存産業の強化、新産業の育成、企業誘致の推進及び観光など集客機能の強化

による雇用の創出・確保 

③ 就職氷河期世代の就労支援としての雇用創出 

④ 「就職に向けた支援が必要な人」に対して、「しごと情報ひろば」や区役所での

無料による職業相談・紹介事業の充実 

⑸ 消費生活の安定について 

① 中央卸売市場の整備推進 

② 仲卸業者への経営指導による経営相談等の強化 

③ 消費者センターの相談事業などの市民への周知徹底と機能拡充による消費者被

害の未然防止 

 

Ⅴ ゆとりある住まいと快適な環境づくり 

⑴ 魅力ある都心機能の整備 

① うめきた地区等における魅力ある都市環境の創出をめざした官民連携によるエ

リアマネジメントの推進 

② うめきた２期区域のまちづくりの推進 

③ 関西国際空港のハブ空港としての機能強化 

④ ユニバーサルデザインタクシーの 30％以上の普及促進に向けた補助制度の拡充

等、交通バリアフリー化の推進 

⑤ ＪＲ・南海新今宮駅のエレベーター設置の推進、及び再整備の促進 

⑥ 阪急淡路駅周辺の連続立体交差事業の推進 

⑦ 大阪外環状線の建設に引き続きＪＲ関西本線の連続立体交差事業の早期実現 

⑧ なにわ筋連絡線（北梅田～十三）、新大阪連絡線（十三～新大阪）の着実な整備

の促進 

⑨ 南海高野線（帝塚山～大和川）の連続立体交差事業の整備に向けた検討 

⑩ 淀川左岸線（２期）及び延伸部事業の着実な推進及び阪神高速道路の更新・修

繕の促進 

⑪ 駅周辺整備及び駅周辺土地区画整理事業の推進（天下茶屋、淡路、京橋等） 

⑫ 正蓮寺川等の総合整備及び天王寺大和川線の整備促進 

⑬ ＪＲ大阪環状線や阪神高速道路高架下の有効利用の促進 

⑭ ＪＲ大阪臨港線の跡地活用 

⑮ 不法占拠地の解消推進 

⑯ ＪＲ阪和貨物線の跡地についてのＪＲ西日本との協議と用地の有効活用 

⑵ 住環境整備と住宅事業の推進 

① 密集市街地における住環境整備 

   ア 民間老朽住宅建替支援事業の推進 

   イ 細街路整備の促進 

   ウ まちかど広場整備の推進 

   エ 生野区南部地区や西成区、福島区北西部地区などの総合的な整備の推進 

   オ 地域特性に応じた重点的な事業の実施 

② 空家対策の自治体の取り組み強化 

   ア 空家等対策計画の着実な推進 

   イ 空家対策に対する補助金制度の創設 

   ウ 空家の取得に係る不動産取得税の免除及び固定資産税の一時減免制度の導入 

③ 土地利用動向等を踏まえた地域地区の見直し 

④ 都心部に住宅確保のため容積率の緩和や空きオフィスの住宅転用支援事業の推    

進 

⑤ 住まい情報センターにおける住情報の提供・相談機能の充実 
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⑥ 高齢者・障がい者・外国人の民間住宅へのスムーズな入居に向けた保証制度な

ど、仕組みづくりの検討 

⑦ 良質な公共住宅の整備と多様な市民ニーズへの的確な対応 

ア 市営住宅の建て替えや耐震化、全面的改善、中層住宅へのエレベーター設置

など市営住宅ストック総合活用計画の着実な推進 

イ 市営住宅の共用部照明のＬＥＤ化など、計画補修・一般補修の充実 

ウ 市営住宅の浴槽設置の本格実施 

エ 市営すまいりんぐ・特定賃貸住宅の入居促進 

オ 市営住宅における若者単身者向け住宅の供給の拡充 

カ 市営住宅における高齢者・障がい者向け住宅の供給の拡充 

キ 高齢者、ひとり親家庭、障がい者並びに親子近居住宅募集の推進 

ク 市営住宅敷地内の防犯施策と附帯駐車場の一般活用の推進 

ケ 入居者の高齢化が進む市営住宅の共益活動に対する支援 

⑧ 新婚・子育て層に対する住宅施策の推進 

ア 分譲住宅購入融資利子補給制度の推進 

イ 民間賃貸住宅の有効活用の促進 

ウ 市営住宅への入居促進 

  ⑨ 地域魅力創出に向けた歴史的建築物等の修景の促進 

  ⑩ 快適で環境にやさしい建築物の誘導を行う評価制度の推進 

  ⑪ 分譲マンションの適切な維持管理の促進と円滑な建て替えの支援 

  ⑫ ワンルームマンション建設・管理における駐輪・駐車・ごみ対策などの指導推

進 

⑶ ベイエリア地区の整備 

① 「国際コンテナ戦略港湾」の実現に向けた施策の推進による国際競争力の強化 

② 港湾・海岸整備事業の着実な実施 

ア 天保山客船ターミナル整備等ＰＦＩ事業及びクルーズ客船の母港化及び誘致

推進 

イ 安全・安心な社会基盤を再構築するため、岸壁・防潮堤など老朽化の進む港

湾・海岸施設について、「大阪市公共施設マネジメント基本方針」に沿った維持

管理・更新の積極的かつ集中的な実施と必要な財源の確保 

ウ 環境保全対策の実施 

③ 港湾におけるテロ等に対する保安対策の充実 

④ アクセスの改善や、企業誘致など（夢洲・咲洲地区の活性化に向けて－中間と

りまとめ－）の短期的な取り組みの着実な実施 

⑤ 埋立地における早期の未利用地の分譲・有効活用 

⑥ 大正区鶴浜地区のまちづくり計画の推進 

⑦ 南港ポートタウンの環境改善 

⑧ 在来臨海部の規制緩和による土地利用の促進 

⑨ 築港地区の埋立計画の推進を含め魅力的な集客観光拠点の創出及び居住促進に

つながる中長期的なまちづくり計画の推進 

⑷ 花・緑あふれるまちづくり 

① １校区４公園を目標とした街区公園整備計画の推進 

② 「新・大阪市緑の基本計画」に基づく緑の保全と創出 

③ 緑の集積した「都市の森」「地域の森」づくりの推進 

④ 通過型公園から滞留型公園への転換促進 

ア ライトアップで夜も親しめる公園整備と緑化推進 

イ 公園の池水浄化、せせらぎ再整備等の推進 

ウ 身体障がい者用を含め公園内のトイレ設置と清掃の充実 

エ 公園内にメロディ付き太陽電池時計や防犯カメラの計画的設置と砂場の保全

や遊具の安全点検など環境整備の拡充 

オ リハビリ等もできる健康広場のある公園の建設推進 

カ ドッグラン施設の整備 

⑤ 市民参加による花と緑のネットワークづくりの推進 
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  ア 街路及び公共施設、ターミナル等への重点的な緑化推進 

  イ 敷地や屋上等民有地緑化の推進 

  ウ 児童遊園の整備補助の拡充 

  エ 地域のアイデアを生かした公園整備の推進 

⑥ 毛馬桜之宮公園の整備推進 

⑦ 天王寺動物園における、ソフト面とハード面の両面で動物福祉の観点に重点を

置いた魅力向上 

⑧ 靭公園への民間活力を活かしたパークマネジメントの導入による魅力向上 

⑸ 安心・安全で快適な地域社会の実現について 

① ＩＣＴ活用など利用者のニーズに即した歩行者案内標識の適切な維持管理 

② 歩行者案内標識における地図の適切な更新 

③ 青色防犯パトロールの充実 

④ 犯罪・事故防止のための防犯カメラの設置推進や防犯灯の設置倍増及び電気料

金の全額補助 

⑤ 犯罪被害者等の支援に関する条例に基づく支援施策の推進 

⑥ 自転車の安全利用の促進 

⑦ 共同住宅等における防犯対策の推進 

⑧ 動物愛護施策のさらなる推進 

⑨ 不妊・去勢手術費助成など、まち猫施策の拡充 

⑩ 安全上や生活影響上で課題を抱える老朽家屋対策の充実 

⑹ 安全で快適な道路整備について 

① 都市計画道路の早期整備 

② 交通渋滞の緩和を図るため、鉄道との立体交差化を促進（阪急電鉄京都線・千

里線、ＪＲ関西本線など） 

③ 通学路の安全対策、幹線道路を中心とした交通事故抑止対策の推進 

④ 幹線道路を中心とした自転車レーン・自転車道などの走行環境の整備促進 

⑤ バリアフリー法に基づく道路・歩道橋対策の推進 

⑥ 生活圏を広げるために河川への人道橋整備を拡充 

⑦ 路面温度を低減する舗装や低騒音舗装などによる道路環境対策の促進 

⑧ 道路・橋梁・地下空間などの耐震化の促進及び中長期的なアセットマネジメン

トの推進 

⑨ 最新技術を活用した効率的・効果的な維持管理の推進 

⑩ データやノウハウを活用した道路陥没未然防止の取り組み 

 ⑺ 美しいまちなみの創造 

① 河川沿いに緑豊かな遊歩道を建設 

② 大阪の伝統と革新が生み出す世界的ブランド・ストリートの実現をめざした御

堂筋の活性化と魅力向上を図る施策の推進 

③ 中之島地区などでの魅力あるイルミネーションイベントの充実、文化的公共建

築物や水辺空間のライトアップ 

④ 河川の堤防や歩道橋の美化等、都市環境整備の推進 

⑤ 老朽化した道路・公園等の更新・維持管理は「大阪市公共施設マネジメント基

本方針」沿って確実に実施するとともに、必要な事業費については特別な予算枠

を創設 

⑥ 御堂筋将来ビジョンを踏まえた、御堂筋の歩道拡幅等、道路空間再編の取り組

みを推進 

⑦ ミナミの玄関口であるなんば駅前空間の広場化の実現に向けた、官民連携によ

る取り組みの推進 

 ⑻ 駐車・駐輪対策の推進 

① 公共駐車場の営業時間延長と利用促進 

② 警察が設置するパーキング・チケット発給設備の設置協議（道路占用）に引き

続き対応していくこと 

③ 放棄自動車対策の強化と自動車リサイクル法の適正な運用 

④ 民間公募による駅前レンタサイクル事業の推進 
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⑤ 中心市街地や鉄道駅・バス停周辺での自転車駐車場の整備促進及び地域との協

働による放置自転車対策の強化 

⑥ 民間駐車場における自動二輪車の駐車スペースの拡充など、自動二輪車の駐車

対策の強化 

⑦ 観光バスの乗降場と駐車場の確保の推進 

⑼ 豊かな「水の都」の創造 

① 道頓堀川や安治川など河川を利用した水上交通網の整備や水辺のにぎわいづく

りの推進 

② 府市連携による平野川・寝屋川・第二寝屋川等の水質改善・浄化の強化 

⑽ 浸水対策事業の推進 

① 淀の大放水路、此花下水処理場内ポンプ場等の抜本的な浸水対策の促進 

② 枝線管渠のネットワーク化・貯留施設の整備や他事業連携によるグリーンイン

フラの活用などによる局地的な浸水対策の推進 

③ 下水道法改正を踏まえ、気候変動による降雨量の増加を考慮した新たな浸水対

策計画の早期策定 

④ 寝屋川北部・南部地下放水路の早期建設 

⑾ 下水道事業の推進 

① 公共用水域の水質保全を図るため、合流式下水道の改善対策の推進 

② 高度処理施設の建設促進、処理水の広範な有効活用 

③ 老朽化した施設の計画的な改築・更新事業の早期の実施による災害に強い下水

道の整備推進 

④ 下水処理場と周辺の環境調和を図るための緑化及び臭気対策施設の整備等の処

理場周辺環境整備の推進 

⑤ 省資源・省エネを図るための下水道資源の有効活用 

⑥ クリアウォーターＯＳＡＫＡ株式会社による安定した質の高い下水道サービス

の持続的な提供並びに、下水道トータルシステムとして培ってきた経営資源を活

かした国内外への事業展開の推進 

⑿ 環境対策の推進 

① 「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づく「大阪市地球温暖化対策実行

計画」の着実な推進 

② 市民や事業者、ＮＰＯとの協働による積極的な温暖化対策の推進に向け「なに

わエコ会議」などの活動支援の充実 

③ 緑のカーテン・カーペットや雨水などを利用した打ち水、公共建築物等への国

産木材の利用など、ヒートアイランド対策の実効ある推進 

④ 環境教育の一層の推進 

⑤ 自動車環境対策の推進 

ア 自動車交通環境対策の着実な推進 

イ 電気自動車の公用車への導入、電気自動車用充電施設の設置による民間への

普及促進 

⑥ 土壌汚染対策、フロンガス対策及び浮遊粒子状物質対策の強化・推進 

⑦ ダイオキシン類対策の強化と支援制度の拡充 

⑧ 交通流動の最適化や阪神高速西大阪線等の公正妥当な料金など、国道 43 号等の 

環境改善対策の推進 

⑨ ＰＭ２．５の数値について市民への適時適切な情報発信 

⑩ 姉妹都市提携関係にある上海市とＣＯ２排出量の削減等気候変動対策についての

提携・覚書を締結すること 

⑪ 2050年の脱炭素社会「ゼロカーボン おおさか」をめざした取り組みの着実な

推進 

⒀ 廃棄物対策の推進とまちの美化推進 

  ① 循環型社会の構築に向けた取り組みの推進 

ア ３Ｒ 発生抑制(リデュース)・再使用(リユース)・再資源化(リサイクル)＋

Renewable 再生可能（リニューアブル）の推進 
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イ ごみ減量のためのアクションプランの確実な推進に向けたボランティア活動の

支援 

ウ 分別収集における適正排出に向けた啓発・指導の促進 

エ プラスチック使用製品廃棄物の一括回収の実施に向けた検討 

オ 海洋プラスチックごみ問題の解決や食品ロスの削減に向けた啓発 

カ 古紙・アルミ缶の持去り対策の強化 

キ 「家電リサイクル法」に即した適正排出の促進 

ク 産業廃棄物処理対策の推進 

ケ 事業系ごみの減量化・資源化施策の拡充 

 ② 資源回収に関する市民啓発の推進、補助の充実 

 ③ ハト・カラスなど鳥害対策の強化 

 ④ 高齢者・障がい者に対するごみ収集支援（ふれあい作業）の充実 

 ⑤ まちの美化推進のための清掃・啓発の強化 

 ⑥ 路上喫煙防止対策の推進・拡大 

 ⑦ ＰＣＢ廃棄物の適正処理の推進 

 ⑧ 大規模災害発生時における災害廃棄物対策の充実 

 

⒁ 防災・救命対策の推進 

① 災害時の初期初動体制の充実強化や、消防・警察・医療機関などが連携した救急体制の

整備強化 

② 災害時に備えた民間企業、団体等とのさらなる協定の推進 

③ 有識者を含めた災害時の指揮体制の構築 

④ 装備のグレードアップや関係機関との連携強化など危機管理体制の充実強化 

⑤ 災害時における多言語による情報の発信 

⑥ 雑居ビル等の消防法規制対象建築物の実態把握、消防法違反対象物の是正指導など防火

安全対策の強化 

⑦ 小中学生に対する防火・防災研修及び訓練に重点的に取り組むとともに、地域防災リー

ダーに対する高度で専門的な技術指導や市民に対する体験型防火・防災研修の実施等によ

る地域の災害対応力の強化 

⑧ 一般家庭に対する防火・防災指導体制の強化 

⑨ プライベートの空間を確保できるよう、トレーラーハウスやテントを活用した避難所の

運営体制の整備促進 

⑩ 災害応急対策の充実と市民啓発の推進 

⑪ 災害対策の中枢機能を担う消防署所の整備促進 

⑫ 救急救命士の養成など救命救急業務の充実強化及び市民ニーズに対応した救急相談業務

（＃７１１９）への体制強化 

⑬ ＡＥＤ （自動体外式除細動器）の使用方法など応急手当普及啓発の推進及び設置場所情

報の一元化 

⑭ ＡＥＤのコンビニエンスストアへの設置推進 

⑮ 大規模公園へのソーラー充電式照明灯の設置検討 

⑯ 災害の要支援者避難行動（個別計画）の推進 

 

Ⅵ 民営化後の交通事業の推進 

 ① 安全・快適に利用できる交通施策の推進 

ア 構造物の耐震化・津波浸水対策等防災・震災対策の充実 

イ エレベーターの２ルートの整備などバリアフリー化の推進 

ウ プラットホームからの転落防止を目的とした可動式ホーム柵などの整備促進 

エ 低公害車など環境にやさしい車両の整備 
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オ シェルター化の推進、テント、ベンチの増設などバス停留所周辺の整備・安

全対策 

カ 痴漢防止キャンペーンの効果的実施 

キ 車椅子やベビーカーを利用しやすい環境づくりの推進 

ク 授乳室や授乳スペース等、子育て世帯が利用しやすい環境の整備 

ケ 駅ナカなど駅構内の有効活用の促進 

 ② 利用者の利便性向上策の推進 

ア 国際都市・観光都市にふさわしい案内表示の充実 

イ 無線ＬＡＮ・携帯電話など、ＩＣＴサービスのさらなる拡充 

ウ 地下鉄各駅の駐輪対策 

エ バス路線については、安易に廃止するのではなく、利用者の目線に立って整         

備 

オ 利用しやすい車両やトイレの美装化などの推進 

カ プリペイドＩＣカードを活用したサービスの充実、及びＰｉＴａＰａのプリ

ペイド化 

キ ＡＩを活用した新しい移動手段として期待できるオンデマンド交通の導入検      

討 

③ 国・府などの地下鉄建設及びバリアフリー化推進のための補助制度の拡充と補

助金の確保 

④ 地下鉄第８号線延伸をはじめ、市内外への地下鉄網の整備促進 

⑤ いまざとライナー（ＢＲＴ）社会実験の着実な実施 

  ⑥ 資産のさらなる有効活用 

 

Ⅶ 健全な公営企業の推進 

① 水道事業の着実な経営改善の推進 

ア 委託化の推進など、高コスト体質の改善 

イ 資産有効活用の積極的な推進 

 ② 安心・安全で良質な水の安定供給 

ア 水道施設の耐震化や災害発生時の応援受け入れ態勢の確立など、防災対策の

充実による総合的な危機管理体制の強化 

イ 水質管理体制の充実とそれに必要な検査設備の整備並びに放射性物質監視体

制の継続 

ウ 鉛管対策の着実な推進と給・配水管の計画的な早期整備 

エ 中高層住宅への直結給水の普及拡大 

オ 貯水槽水道の衛生管理対策の強化 

 ③ 浄水発生土の有効利用の促進 

 ④ 官民連携による海外水ビジネスの推進 
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◆自由民主党・市民クラブ大阪市会議員団 

 

令和４年度大阪市予算編成に関する要望書 

 

依然、世界的に猛威を振るう新型コロナウイルスは変異を繰り返し、それに伴って感染拡大

の危機が繰り返される中、逼迫する医療体制や制限される日常生活及び経済活動により、市民

は大きな不安を感じている。さらに、ワクチン接種や経口薬開発によって、コロナ禍からの出

口が見えてきた感があるが、今後も予断を許せないため、政府を先頭にこの危機を乗り越えな

くてはならない状況下である。  

特に本市においては、第４波の際に新型コロナウイルスが猛威を振るい、多くの方が亡くな

られ、保健・医療体制が崩壊ともいえる状況に陥った経験から、次の変異株の感染拡大に備え

た体制再構築が急務である。 

基礎自治体として責任ある行政を着実に進めていく一方で、変化に対応したより市民目線の

実効性のある施策が望まれる。 

また、2025年日本国際博覧会については、持続可能な未来社会の実現に向け、最先端の技術

の発信、そして大阪の魅力を発信する機会ととらえ、関西経済全体の底上げを図ることはもと

より、市民や企業をはじめ、来阪されるすべての方々にとって素晴らしいものとなるよう、増

嵩する公共工事の経費抑制に努めながらも開催の成功に向けて一丸となって取り組まなければ

ならない。 

令和４年度の予算編成にあたっては、地に足のついた市民本位の市政を推進するため、以下

の点について強く要望する。 

 

１．健康と環境について 

（１）保健・医療施策 

① 新型コロナウイルス感染症については、新たな変異株が確認されるなど、依然として予断を許さ

ない状況が続いているが、新たな波の到来を見据え、人員体制や相談検査体制の強化など保健所体

制の強化に取り組むとともに、重症病床も含めた病床数の確保、宿泊療養施設の確保、自宅療養者

へのケアの充実等新型コロナウイルス感染症対応の充実に努めること。 

新型コロナウイルスワクチンの追加接種については、予約が取れないといった状況になら

ないよう、個別接種に加え、集団接種会場を設置するとともに、スムーズに予約できるよう

な体制を整備し、混乱なく接種できるようにすること。 

また、新たに予防接種の対象となる方や未接種だった方が接種を希望される場合など、こ

れまで接種を受けられていない方についても、引き続き、接種機会が確保されるよう、体制

を整備すること。 

今後も、接種を希望する市民が安心して接種できるよう、わかりやすく正確な情報を発信

すること。 

② 新型コロナウイルス感染症が、学校園における教師などにも拡大し、学級閉鎖が相次ぐ状況を踏

まえ、健康危機管理事象が発生している状況下において一層の健康危機管理体制の強化を図るため

に、保健所と学校園との連絡・協力体制に基づく連携を密にするとともに、風評被害に対する対策

や、心理面でのケア・相談体制の強化をより一層図られたい。 

③ 地域保健行政の充実強化を図り、がん検診などの健康診査事業の拡充をはじめとする生活習慣病

対策の強化や市民の健康づくりを進めるとともに、高齢社会に対応した介護老人保健施設の整備促

進、保健・医療面からの在宅高齢者対策などを推進されたい。 
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④ 結核事情を改善するため、ＤＯＴＳを中心とした結核対策の推進を図るとともに、今後発生が危

惧されている新型インフルエンザ、ウエストナイル熱等の新興・再興感染症等やエイズ、Ｏ157、ノ

ロウイルスなどに対応し得る総合的感染症対策を推進されたい。また、市民が安心できる医療提

供体制を確保するために、医師、看護師等の人材を確保するとともに、必要な病床数の確保に

最大限努められたい。 

さらに、ワクチン接種についても希望する市民が速やかに接種できるよう、体制の整備を

おこなうこと。 

⑤ 新興・再興感染症や大規模食中毒などの健康危機管理事象に備え、危機管理室との連携を強化

し、健康危機管理体制の一層の充実を図られたい。 

⑥ 大阪市健康増進計画「すこやか大阪２１（第２次後期）」の計画の着実な推進を図られたい。併

せて、多くの市民へ現状・課題を周知し、健康づくりへの意識向上へ向けた啓発活動を強化された

い。 

⑦ 公衆浴場に関わる補助の対象を、利用実態を踏まえ実効性のあるものとすること。同時

に、公衆浴場の固定資産税の減免措置については、実態の検証を行った上で、減免率を戻す

ことも検討すること。 

⑧ 今後の大規模感染症の発生等に備え、１保健所と24区保健福祉センター体制のもと、双方の機能

分担・連携により効果的な感染症への対応や保健衛生事業が実施できるよう、高度な保健行政を目

指して保健所の充実強化を図られたい。 

（２）医療体制 

① 夜間・休日の精神科を含む救急医療体制及び夜間の歯科救急医療体制の充実を図られたい。 

② 市民が安心して適切な医療を受けられるように、総合医療センターや十三市民病院・大阪公立大

学医学部附属病院、弘済院附属病院を含め医療面での機能分担を明確にするとともに、各病院間の

連携を深めるなど、ソフト面でのネットワーク化を図られたい。 

③ 弘済院が培ってきた認知症医療・介護機能を継承・発展し、認知症対策の拠点となる新施

設（病院・介護老人保健施設・研究施設）の整備に着実に取り組まれたい。 

新施設は、先進的な認知症研究に取り組んでいる公立大学法人大阪が運営することとなっ

ており、大阪市からの財政措置は基本協定書において、弘済院等の運営に係る所要額を目安

としているが、開設当初は病院等の稼働率が安定しないことから、別途、財政措置を考慮さ

れたい。 

④ 住吉市民病院がこれまで担ってきた、重症心身障がい児者医療型短期入所やレスパイト入

院、特定妊婦の受け入れなど医療機能等の継承状況について、継続して検証されたい。 

新施設で小児・周産期医療を提供できることとなったとしても、病院が開設されるまでの

間、医療空白が相当期間生じることのないよう、跡地での暫定診療所の運営など、十分な対

策を講じられたい。また、地元説明会など地域住民に丁寧な説明に努められたい。 

⑤ 府市共同住吉母子医療センターの政策医療にかかる交付金については、これまで住吉市民

病院が担ってきた医療機能を確実に継承することが前提であり、その執行にあたっては、妥

当性についてしっかりと検証すること。また、交付額についても、単に府市折半することな

く、十分に精査を行い、市民への説明責任を果たすこと。 

⑥ 地方独立行政法人大阪市民病院機構においては、引き続き一層の経営健全化に努め経営基盤の確

立を図り、これまで担ってきた救急医療、精神医療などの政策医療についても充実を図るなど、将

来にわたって安心・安全な医療を継続して提供し、その役割を果たすとともに医師・看護師等の人

材の確保に努められたい。 

  なお、新型コロナ感染症の拡大に伴い、本来、担っている医療の確保はもとより、感染症患者の

受入れなど、公的病院としての役割を十分に果たされたい。 
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  また、十三市民病院について、新型コロナ感染症対応が終息した後は、地域で必要とされる医療

を十分に提供できるよう体制確保に取り組まれたい。 

⑦ 南港ポートタウンの地域医療対策も含めベイエリア地域については、2025年日本国際博覧会の開

催を見据え、府の医療計画の基準病床数が課題ではあるが別枠となるように、地域の実情にあわせ

て、総合的な医療施設等の誘致に取り組まれたい。 

⑧ 大阪公立大学医学部附属病院は教育・研究機関としての性格をあわせもっているが、医療機関と

して引き続きの経営健全化を図るとともに、特定機能病院として、より一層高度で先進的な医療を

提供し、先端予防医療を推進されたい。また、老朽化した医療機器や施設を計画的に整備された

い。 

（３）食の安全 

① 中央卸売市場については、値決め市場の性格を持つ西日本の中核的拠点であり、より一層の生鮮

食料品等の安定供給に努められたい。また、中央卸売市場を取り巻く環境が厳しい状況にあること

から、現状の市場環境の課題を精査し、運営面においても、場内業者の経営状況に十分配慮し、必

要に応じて指導・監督を行いつつ、取引方法の改善合理化の促進、市場当局自身のより一層の管理

運営の効率化を図るとともに市場の活性化に努められたい。 

② 南港市場については、消費者や生産者から信頼される安全で安心な質の高い食肉流通の拠点施設

として、設備等の老朽化やＨＡＣＣＰ型管理手法などさらなる衛生水準の高度化にも対応できる施

設整備を進め、市場機能の向上に努められたい。 

③ 輸入食品の安全性確保のため国に対して対策の強化を要望するとともに、大阪市においても検査

を強化されたい。 

（４）環境・エネルギー戦略 

① 2050年のカーボンニュートラルを目指し、脱炭素化・地域のレジリエンス強化にもつながる再生

可能エネルギーの普及拡大や需給調整力の強化などによる新たなエネルギーシステムの確立を目指

して積極的に取り組みを進められたい。 

太陽光発電や風力発電などあらゆる再生可能エネルギーや、コージェネレーションなどの分散型

電源、蓄電池などの導入拡大に向け補助制度を再開するとともに、水素など新たなエネルギー源の

研究・開発、帯水層蓄熱の活用を積極的に推進し、それらの事業を通じて、地域分散型エネルギー

システムの確立を図られたい。また、臨海部を環境・エネルギー産業集積のモデルエリアとし、自

立分散・地産地消型エネルギーマネジメントシステムの構築については、継続性のあるものとして

取り組まれたい。 

さらに、中小事業者の省エネルギー設備や再生可能エネルギー設備の導入を支援する施策に取り

組まれたい。 

② 2050年の温室効果ガス排出量実質ゼロをめざす「大阪市地球温暖化対策実行計画」に基づき、太

陽光発電や電気自動車の普及、公共施設などへの省エネ・省CO2技術の導入などによる地球温暖化対

策を積極的に推進されたい。また、ヒートアイランド対策や大気汚染対策等、具体的な施策を引き

続き推進されたい。 

③ 「おおさかヒートアイランド対策推進計画」や「大阪市生物多様性戦略」などにより今日的な環

境問題や生物多様性保全への対応を引き続き図られたい。 

④ 自動車交通環境対策については、道路管理者との連携のもと局地汚染対策を継続して推進すると

ともに、ハイブリッド自動車・電気自動車・燃料電池自動車をはじめとする次世代自動車の公用車

への導入、及び普及促進を図り、広域的対策についても引き続き推進されたい。 

⑤ 電気自動車等の普及促進のため、充電インフラの充実を図られたい。また、民間施設における充

電インフラの整備についても促進に努められたい。 

⑥ 地球温暖化対策のほか、災害時の活用も想定し、廃棄物発電による電力を活用したＥＶごみ収集

車の導入に取り組まれたい。 
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⑦ 国道43号等幹線道路における道路環境の改善に向けた対策の充実を図られたい。 

⑧ アスベストによる市民の不安を解消するため、民間施設対策をはじめとする環境対策及び健康対

策を推進されたい。また、解体等工事に伴う飛散防止について規制強化された改正大気汚染防

止法等に基づく取り組みを推進されたい。 

（５）廃棄物対策 

① ３Ｒ（抑制（リデュース）・再使用（リユース）・再生利用（リサイクル）＋Renewable（リ

ニューアブル））の推進等廃棄物の減量化に向けた施策、とりわけ本市ごみ処理量の約６割を占め

る事業系ごみの減量に向けた取り組みをより一層推進されるとともに、市民団体の減量・リサイク

ルに向けた主体的な取り組みを促進するため、必要な施策を講じられたい。 

② 環境に配慮した循環型社会の構築を目指し、海洋プラスチックごみ問題の解決や食品ロスの削減

に向けた啓発などに取り組むとともに、ごみの適正処理に努められたい。 

これら各種施策の推進にあたっては、今日的な財政事情を十分勘案し、民間活力を導入した効率

的な事業運営を図られたい。また、その際にも大規模災害時の対応を含め市民サービスの維持に支

障がないように留意されたい。 

③ 「家電リサイクル法」の円滑な推進を図るため、廃家電品の適正な排出のための必要な施策を講

じるとともに、不法投棄防止のため一層の市民啓発に努められたい。 

④ ＰＣＢ廃棄物については、中間貯蔵・環境安全事業株式会社（ＪＥＳＣＯ）の計画的処理完了期

限（令和３年度末）以降に発見された場合等、ＪＥＳＣＯにおいて確実に処理をする必要がある廃

棄物について、処理が早期に終了するよう引き続き調査・指導を徹底するなど、必要な措置を講じ

られたい。 

⑤ 持続可能な大阪湾圏域広域処理場整備事業（フェニックス計画）の推進に向け、抜本的な制度改

善に取り組むとともに、適正な廃棄物処分のために同計画を早急に推進されたい。 

⑥ 一般廃棄物の処理責任は大阪市にあることから、一般廃棄物の中間処理や最終処分などに

ついては、一部事務組合と連携し適切な実施を図られたい。 

⑦ 南海トラフ地震などの巨大地震等の発生後の公衆衛生の確保、復旧復興には、大量に発生

するがれき等の災害廃棄物の迅速かつ適正な処理が重要なことから、十分な対策を講じられ

たい。 

（６）その他 

① まちの美化を引き続き推進するため、市民と行政が一体となって市民運動を盛り上げるよう積

極的に取り組むとともに、空き缶・たばこのポイ捨て防止や不法投棄対策の強化拡充を図られた

い。また、多くの市民、特に子供たちに深刻な影響を与える路上喫煙（いわゆる「歩きたばこ」）

については、条例施行から10年が経過し、国においては健康増進法の改正が行われ、大阪府におい

ても大阪府受動喫煙防止条例が制定されるなど、受動喫煙に対する意識や社会情勢が大きく変化す

るなかで、受動喫煙防止対策のより一層の推進を図るとともに、市民・関係者の理解も十分に得な

がら、実効性のある路上喫煙防止対策に取り組まれたい。 

② 斎場運営については、高度な技能や対市民サービスが必要となることを踏まえ、指定管理者

の業務水準の確保・向上を図るためにも、瓜破斎場の直営での事業実施を継続されたい。 

③ 建築・改修から長期間が経過し老朽化した斎場施設について、建て替えを含めた検討の結

果を踏まえ、将来的な火葬件数の増大にも対応可能な体制の構築に取り組まれたい。 

④ 災害時の遺体安置及び火葬について、大規模災害時には多数の遺体の発生が予想され、そ

の対応に課題が生じることから、安置所の設置場所や、遺体の火葬に関わる備品のあり方を

検討されたい。 
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２．福祉施策の向上について 

（１）福祉施策における新型コロナウイルス感染症拡大防止対策について 

① 介護サービス事業者・障がい福祉サービス事業者・保護施設が新型コロナウイルス感染等による

緊急時に福祉サービス等を提供するにあたり、継続して提供できるよう、通常の福祉サービス等の

提供時には想定されない、マスクやアルコール消毒液などの衛生物品購入にかかる経費や、事業継

続に必要な人員確保にかかる必要経費など、感染防止対策等にかかる経費について継続した支援を

図られたい。 

また、現在実施している無症状の施設・事業所従事者に対するＰＣＲ検査については、継続され

たい。 

② 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により不安定な経済状況が続いており、住まいや就労に関

する課題を抱えた生活困窮者からの居住、雇用、給付金等の相談が、コロナ前と比較して大幅に増

加していることや、生活保護に関する相談が増加することが想定されるため、増加する相談に対応

できるよう体制を確保するとともに、各種申請から決定まで遅滞なく進められる体制を確保された

い。 

（２）総合的な福祉施策の推進 

① 社会福祉の基礎構造改革、介護保険制度、障害者総合支援法など福祉にかかわる諸制度は、近年

めまぐるしく変革を続けている。真にサービスを必要とする市民に必要なサービスを提供できるよ

う、受益と負担との関連に配慮しつつ、複雑多様化する市民の福祉ニーズに的確に対応するととも

に、サービス利用者を支援する諸制度の拡充を図られたい。また、「大阪市地域福祉基本計画」、

「大阪市こども・子育て支援計画（第２期）」及び「大阪市障がい者支援計画・障がい福祉計

画・障がい児福祉計画」並びに「大阪市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」に基づき、各施

策を着実に推進されるなど、総合的な福祉の推進を図られたい。 

さらに、障がい者や高齢者をはじめとするすべての市民が安心して快適に行動できるよう「ひとに

やさしいまちづくり」の整備を積極的に推進されたい。 

② 「大阪市地域福祉基本計画」に基づき、各区の実情に応じた取組を推進するとともに、市民が

自ら福祉サービスを適切に利用できるよう、情報提供、権利擁護、苦情解決などのシステムの充実

を図り、総合的な地域福祉を推進されたい。 

また、複合課題を抱えた要援護者等に対し的確に対応するため、区役所が調整機能を発揮し、各

相談支援機関と地域が一体となった総合的な相談支援体制の充実を図られたい。 

③ 増大する福祉ニーズに対応するため福祉人材確保施策とともに、ボランティア活動の育成支援策

を講じられたい。また、併せて、大阪市社会福祉協議会並びに、各区社会福祉協議会や地域社会福

祉協議会との役割分担のもと、事業のあり方と実施体制などが地域福祉・活動の停滞を招かないよ

うな施策展開に努められたい。 

④ 地域医療構想の実現に向けて、地域医療構想調整会議の協議や取り組み状況を定期的に把握し、

進捗に応じて施策を改善されたい。併せて、地域医療構想調整会議において保険者の意見を聴くだ

けでなく、被用者保険加入者をはじめとする住民など広範囲な意見を反映されたい。 

（３）障がい者福祉 

① 「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」に

基づく障がい福祉サービスの利用促進及びサービス提供基盤の確保に努めるとともに、「児童福祉

法」に基づく放課後等デイサービス事業などの障がい児支援事業者の質の向上に努められた

い。また、市の実情を踏まえ、利用者が安心して適切なサービスが受けられるよう、サービス報酬

体系などにかかる必要な改善について、国に対して要望すること。 

さらに、地域における自立生活の推進のため、グループホームの整備など在宅福祉施策の充実を

図られたい。 
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② 障がいのある人が、障がい特性や能力に応じた多様な働き方ができ、地域で自立して暮らせ

るよう、職場定着も含めた就業支援の充実を図ること。 

また、「障害者優先調達推進法」の趣旨を踏まえ、障がい者就労支援事業所等に対する発注

に積極的に取り組まれたい。 

③ 「発達障がい者支援室」による関係局の連携強化や、ライフステージに応じた乳幼児期か

ら成人期までの一貫した支援の充実に努められたい。 

④ 「大阪市こころを結ぶ手話言語条例」を踏まえた支援の充実を図られたい。 

⑤ 障害者差別解消法を実効性あるものとするため、障がい者差別解消支援地域協議部会が運

営されているが、相談事例の収集や分析、情報交換などを行い、相談事案に対して適切な対

応ができるよう関係機関と連携した取り組みを進めるなど、引き続き地域協議部会の機能を

十分に発揮されたい。 

⑥ 障害者虐待防止法施行以降、大阪府の相談・通報・届け出件数が全国の中でも多く、中で

も養護者による虐待が非常に多い。障がい者の緊急避難の場所の確保や虐待を行った家族等へ

の支援を行う体制を整備するとともに、福祉サービスのあり方や支援体制を整備されたい。ま

た、障がい福祉サービス事業所等におけるすべての役職員に対し、虐待防止にむけた研修を徹

底するよう指導を強化されたい。 

（４）高齢者福祉 

① 団塊の世代が2025年にはすべて75歳以上となり、介護が必要な高齢者が急速に増加していくこと

や、本市はひとり暮らし高齢者数が全国で最も多いことなどから、第８期高齢者保健福祉計画・介

護保険事業計画に沿って、特別養護老人ホーム、認知症高齢者グループホームや小規模多機能型居

宅介護拠点の建設を促進するとともに、介護療養型医療施設の円滑な転換や、特別養護老人ホーム

における多床室のプライバシー確保のための改修に取り組むなど介護基盤の充実を図られたい。 

② リハビリテーションの利用者が、医療から介護に移行しても、ニーズに沿ったサービスを一貫し

て受けることができるよう、制度の充実について国に対して要望されたい。 

③ 介護が必要な状態になることを予防する観点から、要介護認定で「自立」と認定された高齢者に

対する一般介護予防事業の充実を図られたい。また、より身近なところで介護予防のマネジメント

及び総合相談等を行えるよう地域包括支援センターの充実を図られたい。 

④ 「介護保険事業」については、効率的・効果的な運営ができるよう、所要の措置を講じられた

い。また、｢おおさか介護サービス相談センター｣が利用者・事業者から中立的な立場で苦情解決を

図れるよう努めるとともに、市民への広報・啓発の充実を図られたい。 

⑤ 増え続ける認知症高齢者等の権利擁護を図るため、成年後見制度のより一層の利用促進に

向けて、専門職団体等とも連携しながら取り組みを進められたい。 

⑥ 認知症行方不明者数が年々増加する中、認知症高齢者等見守りネットワーク事業などの地

域で支える仕組みをさらに推進するとともに、周囲の人が適切な対応を取ることで認知症の

二次的症状である徘徊の予防につなげるため、認知症サポーターの養成や各種研修等に取り

組み、より一層の正しい知識の普及・啓発を図られたい。 

⑦ 介護人材の専門性の向上及び人材の定着を図るとともに、復職や新たな担い手を目指す人

への支援制度を検討されたい。また、労働条件の不満による離職を防ぐために、介護労働者

の処遇改善を確実に実現するよう国へ要望されたい。 

⑧ 敬老優待乗車証交付制度（敬老パス）については、乗車ごとの50円負担は求めないこと。 

（５）生活保護 

生活保護については、保護費が令和２年度決算において前年比69億円の減と、９年連続で前年

度決算額を下回ったものの、未だに不正受給が後を絶たない事や貧困ビジネス及び医療扶助の問

題が残っており、市民の制度への信頼が揺らいでいる。 
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このような中、現行の生活保護法の下においても実施可能な適正化策に引き続き取り組まれた

い。 

① 生活保護法に則して適切に保護を実施するとともに、新たに生じる課題や改善点について

は、具体的事例を示しながら国に改善を要望されたい。 

② 生活保護の実施にあたっては、ケースワーカーをはじめとする人件費・事務費を含め、全

額国庫負担とすることを国に要望されたい。また、住所不定者について、相談を受けた自治

体が実施責任を負う原則を徹底することを国に求められたい。 

③ 貧困ビジネスの着実な実態把握に努め、その介在の排除に向け積極的に取り組むととも

に、適切な法規制と必要な対策に要する経費への国による財源措置等の要望や現物給付の拡

大にも引き続き取り組まれたい。特に民間住宅家賃の代理納付については、被保護者への安

定した住居の提供（供給）と、住宅扶助費の適正な執行につながるものであるので、各実施

機関や被保護者に対してさらなる周知徹底を図られたい。 

④ 高齢者専用住宅等が増加する中、高齢者を対象とする不適正な医療や訪問診療を装った不

正な診療報酬請求などの社会問題が顕在化してきており、平成24年の市会において可決され

た意見書を踏まえ、一部自己負担の導入、過剰な医療を客観的に審査できる仕組み・基準の

設置を国に要望するとともに、不正請求対策等、医療扶助の適正化に引き続き取り組まれた

い。 

⑤ 現在、大阪市内の民間賃貸住宅には空き住戸も多く有効活用が図られていない状況となって

いる。これらの住戸の中には、比較的低額な家賃の住戸もあることから、生活保護申請者の

住まいの確保にあたっては、こうした民間賃貸住宅の状況や住宅確保要配慮者に対する賃貸

住宅の供給の促進に関する法律を踏まえ、最大限活用するよう努められたい。 

⑥ 年金との不整合などがモラルハザードを引き起こしている実態に鑑み、雇用・労働施策や

社会保障制度全般のあり方を含めた抜本的な改革を国に要望されたい。 

⑦ 生活保護に至る前の自立支援策の強化を図る生活困窮者自立支援制度について、直ちに一

般就労が困難な方への支援として中間的就労の支援が重要であるが、就労準備や就労訓練の

支援メニュー利用者が少なく、生活・暮らし相談が中心となっている。相談初期におけるア

セスメントの強化と重層的な支援体制の構築に向けて、支援員を適正に配置されたい。ま

た、出口支援となる就労訓練事業に取り組む事業者への支援を行うなど、生活困窮者自立支

援事業の推進体制を強化されたい。また、「生活困窮者自立支援制度」が実効あるものとなる

よう、国に対して必要な財源の確保について要望されたい。 

⑧ 雇用状況の改善に向け、若年者をはじめ障がい者、ひとり親家庭の母や高齢者など就職に向けた

支援が必要な人への就業を支援するため、国・府と連携しながら職業相談や職業紹介事業の推進を

図るとともに、生活困窮者自立支援制度と連携して取り組まれたい。 

⑨ 生活保護受給者の市営住宅の入居については、公的支援の重複による過剰な支援となるケースも

あり、その実態を調査し、国に対して適正化を働きかけたい。 

（６）ホームレス・あいりん対策 

① ホームレス問題及びあいりん対策は、一地方公共団体の取り組みだけでは解決し得ない都市問題

であることから、「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」が制定され、法に基づく基本方

針が国により策定されており、今後とも、ホームレス・あいりん対策を総合的に推進するため、国

に対して自立支援事業に対する財政措置（10/10補助）の確保、さらに、全面的に公的扶助に頼る

ことなく、自らの意思で自立して生活できるように支援する観点から実効性のある特別就労対策事

業等について引き続き検討し、実現するよう要望されたい。 

また、地域住民が良好な環境の中で暮らせる地域社会とするため、全庁的なホームレス対策の推

進に向け、相談体制の強化や自立支援センター及び保健医療対策の充実も図るとともに、公園や道

路の機能の正常化に向けた実効性のある施策の推進に努められたい。特に、ホームレスの自立にあ
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たっては就労支援が重要な問題であることから、行政機関、経済団体、労働団体で構成される「大

阪野宿生活者（ホームレス）就業支援協議会」や国の委託事業である「大阪ホームレス就業支援

センター」を通じて、新たな就労先の開拓など、総合的な対策を一層推進されたい。 

② 西成特区構想プロジェクトのまちづくり・再開発整備施策の推進に向けては、国・府・市な

ど関係機関で連携しながら、あいりん総合センターの諸施設の建替工事の進捗状況も見据え、

駅前の活性化を含む将来のまちづくりなどについて、地域住民や関係者の方々の声をしっかり

汲み上げながら、地域の活性化や地域の環境改善及び安全安心なまちづくりにつながるよう取

り組まれたい。 

③ あいりん地域事情を踏まえた総合対策の推進、並びに環境改善及び安心・安全なまちづくりに向

けて取り組まれたい。 

また、年末年始における施設入所援護、あいりんシェルター等については、今日の実情を踏ま

え、効率的・効果的な事業となるよう見直しを図られたい。 

（７）国民健康保険 

国民健康保険の財政健全化を図るために給付費の適正化を推進するとともに、被保険者間の負担の公

平性を確保する観点からも効率的・効果的な収納率向上の取り組みを行い、保険料収入を確保するなど

収支の均衡を保つよう努められたい。 

また、「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律」が施行さ

れ、国民健康保険の財政基盤強化策として国の追加公費が投入されるとともに、平成30年度から都道府

県が財政運営の責任主体となり国保運営の中心的な役割を担うことで制度の安定化を図ることとされた

ところであるが、引き続き、国保の都道府県単位化にとどまらず、医療保険制度の一本化などの抜本的

な改革を国に強く要望されたい。 

 

３．経済の再生と社会問題について 

（１）中小企業・小規模事業者、芸術活動等の支援 

① 新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、影響を受ける中小企業の事業継続が困難な状況

を踏まえ、大阪における企業支援として、例えば、税収の確保や市民協力の輪を広げるという

観点から、大阪産をふるさと納税の返礼品の対象とするなど、地場産業の回復や再生に向けた

具体的な新たな支援策を推進されたい。 

② 地域経済の新型コロナウイルス感染症の影響からの回復・再活性化に向けた、消費喚起や観

光需要の拡大等の取り組みを推進されたい。 

③ 中小企業が地域経済において果たす役割の重要性を十分に認識し、「大阪市中小企業振興基本条

例」に基づいて、国や他都市、経済団体、中小企業支援機関等と緊密に連携を図りながら、中小企

業の健全な発展や市内経済の活性化に向けた施策を総合的に推進されたい。 

そのため、中小企業総合支援拠点である大阪産業創造館や技術支援拠点である大阪産業技術研究

所などの支援機関について、蓄積してきた企業ネットワークや支援ノウハウを生かし、さらなる機

能の充実に取り組まれたい。 

④ ものづくりは、他の産業への波及効果も大きく、大阪経済の持続的な発展のために大きな役

割を果たしており、その育成・支援は極めて重要である。 

大阪市内においては、こうした基幹的な産業であるものづくりについて、西部臨海部や東

部地域に代表される地場での集積があるが、それぞれ得意とする技術や製造する品目が異な

り、集積する各企業間であっても、そのニーズは更に多岐に渡るものになっている。 

こうした企業のニーズを的確にとらえ、区役所とも連携して、本市支援施策の浸透を図る

とともに、企業の実態やニーズに応じたきめこまやかな支援を行うことが必要であり、地場

の基幹産業の集積の力を大阪市経済の活性化に波及させていくことも重要である。 
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⑤ 成長が見込まれるIoT・ロボットテクノロジー関連ビジネスをはじめ産業の発展には、情報の収集

や人材育成は不可欠である。そのため、中小企業や教育訓練機関に対して、若年技能者への実技指

導や講師派遣を幅広く行い、効果的な技能の継承と後継者育成を行われたい。加えて、大学をはじ

めとする研究機関や支援機関の誘致に努められたい。 

⑥ 中小・地場企業の経営基盤の強化や開業支援に向けて、為替やエネルギー問題などの社会経済情

勢、中小企業等の資金需要などを鑑み、大阪産業創造館などの中小企業支援機関と連携し、中小企

業の資金調達の円滑化に努められたい。 

⑦ 中小企業の拠り所となる下請けかけこみ寺の相談件数が依然高い状況にある。中小企業労働者の

労働条件改善は、公正な取引関係の実現が不可欠であり、下請二法や下請ガイドライン等を周知・

徹底し、下請取引適正化推進の啓発等、監督行政と連絡を図り、適切に指導されたい。 

⑧ 大阪市発注工事において市内本店優遇措置を講じ、一定の成果をあげているとのことであるが、

引き続きその効果を検証しながら優遇措置を継続されたい。 

⑨ 大阪に多く集積するデザイン、コンテンツ、広告などのクリエイティブ企業のネットワークを拡

大し、デザイン性や企画・販売力のある製品・サービスの開発に向けてものづくり企業との協働を

促進するなど、クリエイティブ関連産業の振興に取り組まれたい。 

  また、文化芸術活動が制限される音楽家や芸術家などのアーティスト、クリエイター、文化活動

に取り組む個人、団体等へ既存の支援スキームの拡大や、新たな支援策の推進、支援金の創設を構

築されたい。 

（２）科学技術の振興 

① 都市の再生には経済の活性化が不可欠であることから、新しい価値を生み出す科学技術の振興を

図るとともに、産学官連携を強化し、関西の優位性を生かしながら、今後の成長が期待される「環

境・エネルギー」「健康・医療」「ＩＣＴ」関連の３つの産業分野の育成・振興に努められたい。 

② 大阪公立大学において、人工光合成研究センターを拠点とした産学連携による人工光合成研究

や、「うめきた」における抗疲労研究などの健康科学研究、都市防災研究等の一層の進展に向け、総

合大学の利点を生かして学部の枠にとらわれない研究活動を促進されたい。また、共同研究の充

実・強化や大阪公立大学が有する先端技術等を活用した新産業の創出など産学官連携の推進ととも

に、本市の研究機関との連携を強化し、都市シンクタンク機能を発揮されたい。 

③ 健康・医療関連産業分野において、事業化を支援する仕組みをさらに充実し、新商品・サービス

の開発や産学官と連携を進めることにより、健康・医療産業の先進地域を目指して取り組まれた

い。 

（３）個性豊かで魅力ある地域 

① 大阪経済を担う新産業の創出が求められており、高度な技術力を産業振興に活かすため、特許な

ど知的財産の活用を促進する支援策の強化をはじめ、大学や大阪産業技術研究所など研究機関が有

する研究成果と地域の企業ニーズとをより効果的に結びつけ、事業化を目指すプロジェクトの創出

を図るなど、関係部局が一体となった産学官の連携強化の取り組みに努められるとともに、大阪産

業技術研究所森之宮センターの設備、研究費の充実に努められたい。また、ものづくりの活性化に

向けて、区役所等と連携し、地域の産業ネットワークづくりや市内の工業集積の維持・発展を図る

ための施策を充実されたい。 

② 地域商業の活性化に向けて、商店街や小売市場などが地域団体等と連携するなど新たな魅力づく

りに向けた取組を支援するとともに、商店街の経営環境が厳しくなる中で、アーケードの維持管理

や撤去に向けた支援を引き続き行われたい。また、商店街の空き店舗が地域活性化の拠点となるよ

うな利用方法を検討されたい。 

  さらに、大規模小売店舗の出店にあたっては、地域社会と共存が図られるよう、十分な対策を講

じられたい。 
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③ 大阪経済の活性化に向けて、その担い手となる若い世代や女性が能力を十分に発揮し働くことが

できるよう、就労支援の充実を図られたい。また、就業ニーズの高い介護・福祉分野の定着支援施

策として処遇改善助成金等を検討されたい。 

④ 大阪の地域資源を活かし地域社会の力を高めるために、社会課題をビジネス手法で解決す

るソーシャルビジネスへの理解を拡げるとともに、ＮＰＯ（民間非営利活動団体）・企業等の社

会起業家への創業支援及びネットワーク化の促進を行うなど、ソーシャルイノベーション創

出への支援に取り組むこと。 

⑤ 地域コミュニティの活性化を図り多様化する市民生活の課題に対応していくために、住民自

治の基礎的単位である町会組織を束ねる地域振興会や地域で活動する各種の地域団体が、長年

にわたって地域社会の様々な課題について対応してきた大阪市の特性を踏まえ、区役所が中心

となって、それら活動の担い手や人材育成などの支援を行い、自律的、持続的に地域運営が図

られるようにされたい。 

⑥ 地域の安全・安心を守る役割の一端を担っている町会について、加入率が低下している中、防犯

灯の電気代が地域において大きな負担となっている。町会のあり方や、行政との関わり方など、地

域の実情を踏まえた根本的な解決に取り組まれたい。 

⑦ 地域活動協議会については、拙速を避け、画一的に仕組みを押し付けることなく、地域の実情に

あったものとなるよう進められたい。あわせて、様々な活動団体が協働して取り組めるように環境

を整えるとともに、まちづくりに関わる中間支援組織等と区役所との連携によるきめの細かい支援

を図られたい。 

⑧ コミュニティづくりを推進するため、地域集会施設等への固定資産税の減免を継続されたい。ま

た、現在の利用形態のままで、真に必要な地域集会施設の整備拡充に努められたい。 

⑨ 地域集会施設の改修、補強・改築等に地域の実情に応じた取組みに進められたい。また、

市有地上にある地域集会施設を撤去した後の土地の取扱いについて、地域の活性化につなが

るよう対応されたい。 

⑩ 区民センターについて、未設置の東住吉区、東淀川区、住之江区について可能な限り早期に計画

的に整備されたい。 

⑪ 既存の区民施設については機能向上を図り、その老朽化の現状や地域住民の長年の要望の声等に

鑑み、必要な建替えに向けた調査や計画策定に着手されたい。 

⑫ 新型コロナウイルス感染症の影響により、市民利用施設の指定管理者の収入減少が生じる場合

には、指定管理者の負担につながらないよう財源補填を行い、市民サービスの維持・向上、施設の

安定的な管理運営に努められたい。 

⑬ 区の実情や特性に応じた施策を総合的に展開することができる、区ＣＭ制度の適切な運用の

徹底と、コロナ禍を乗り越えた先の、デジタル社会にふさわしい新たな区政運営を追求された

い。 

⑭ 平成28年12月に施行された「部落差別の解消の推進に関する法律」に基づいて、部落差別撤

廃にむけた取り組みを検討されたい。 

（４）消費者問題 

消費者被害を未然に防止するため、消費者保護条例の積極的運用と関係機関との連携を図ると

ともに、消費者センターの機能の充実強化、相談事業の市民への周知徹底などにより、消費者の

利益保護に努められたい。 

また、消費者の自立や倫理的な消費者行動や令和４年度からの成年年齢引下げを踏まえた若年者の消

費者教育について、また被害の未然防止にもつなげるため、消費者教育を推進されたい。 

さらに、消費者被害に遭いやすい高齢者を地域で見守る活動の支援など、高齢者の消費者被害

防止のための取組を推進されたい。 
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（５）官公需における適正な賃金・労働条件の確保 

厳しい経済情勢の中、官公需の減少に伴う労働者の仕事量減少が、労働者の生活に大きな影響

を及ぼしている。官公需における品質の確保、地域における適正な賃金・労働条件の確保によ

り、住民福祉の増進を図るため、契約制度に関する国や他都市の動向も研究しながら、実効性の

ある対策を講じられるよう努められたい。 

（６）雇用対策について 

① 就職氷河期世代には、希望する就職ができず、不本意ながら不安定な仕事に就き、また無業

の状態にあるなど、様々な課題に直面している人が多く、収入が不安定なまま高齢化する

と、社会保障費の膨張を招く恐れもある。国を挙げての取組みと連携し、就職氷河期世代へ

の実効性のある就労支援に取り組まれたい。 

② 妊娠・出産・育児・介護期に離職することなく、安心して働き続けられる環境整備にむけて、改

正育児・介護休業法、次世代育成支援対策推進法を踏まえた啓発活動に努められたい。また、仕事

と生活の調和推進の取り組みは、固定的な男女の役割分担意識が影響することから男性の働き方や

意識改革と併せて両立支援の拡充を図られたい。 

③ 病気を抱える労働者が活躍できる環境整備にむけて、会社・主治医・産業医が患者に寄り添うト

ライアングル型のサポート体制の構築が求められている。働き方改革実行計画に基づく支援の強化

と関係者のネットワーク構築で両立支援の充実を図られたい。 

（７）個人番号カード（マイナンバーカード）の普及に際する安全確保 

個人番号カード（マイナンバーカード）の普及促進に向けて、交付体制の充実強化はもとよ

り、多目的利用の検討を進めるとともに、市民の個人情報の漏えい等が発生しないよう、より一

層の情報セキュリティ対策に取り組まれたい。 

 

４．教育再生について 

（１）小中学校 

① 学校選択制については、課題等の現状の把握と効果検証を行い、施策の見直しや廃止を含めて検

討すること。 

また、いじめにより心身の安全が脅かされているような悩みを持っている児童・生徒について、

引き続き、指定校変更ができる制度の弾力的運用に努められたい。 

② 学校配置の適正化にあたっては、保護者や地域の関係者等の理解が得られるよう丁寧な説明と議

論を行うこと。また、学校跡地の活用については、防災や地域コミュニティの拠点としての機能を

考慮するとともに、周辺地域の状況も踏まえ、まちづくりの観点から慎重に検討されたい。 

③ 管理職について研修の充実強化を図られるとともに、管理職希望者の減少に伴う教頭不足問題の

解消に努められたい。また、公募校長制度は廃止も含め検討されたい。 

④ 全国学力・学習状況調査等の結果を踏まえ、児童・生徒の学力向上に資するため、習熟度別少人

数授業など、個に応じた指導の充実を進めるとともに、そのために必要とされる優秀な教員を確保

されたい。また、全ての学習の基盤となる言語能力等をさらに培い、子供たちが主体的・対話的

で深い学びに向かう力の育成に努められたい。 

⑤ 全国学力・学習状況調査の学校ごとの結果公表にあたっては、学校選択制の導入とも相まって、

序列化や過度な競争等の弊害が生じた際には、速やかに見直しを図ること。また、公表は平均正答

率だけでなく、多面的な分析結果等のデータも公表すること。 

⑥ 大阪府公立高等学校入学者選抜において、大阪府内で同じ選抜を受験するにもかかわらず、府内

統一ルールに加えて、評定に関して大阪市だけが独自の方針を設けることで、反対に不公平が生じ

ている。直ちに大阪市独自の方針を廃止されたい。 
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⑦ 学校図書館をより一層活用し、子供の読書活動を促進するために、図書購入費を増額する等蔵書

の計画的な整備や開館時間の確保等、読書環境の充実に向け、図書館司書の専門性を生かした学校

図書館支援の取り組みを進められたい。 

⑧ 子供たちの教育環境を充実させ、安心・安全な学校生活を送れるよう、老朽化した校舎・講堂兼

体育館の改築及び補修整備（校舎美装、便所の洋式化・美装、プールの改修、給水設備の整備、床

の張りかえ）については、速やかに実施するとともに、学校緑化を推進されたい。また、校舎等の

改築にあたっては、従来の発想にとらわれず、特色ある学校づくりに向けた工夫を講じられたい。 

⑨ 給食調理員の給食調理業務について抜本的な見直しを図り、また、管理作業員の学校環境整備業

務についても、地域の力を得るなどして見直しを図られたい。 

⑩ 「食育基本法」や「第３次大阪市食育推進計画」を踏まえ、小学校段階からの食に関する

指導の充実を図られたい。また、安全・安心な中学校給食の提供や、給食を生きた教材とし

て活用し、小学校から中学校の９年間を通した食育を進めていくためにも、現在実施してい

る学校調理方式を十分検証して、より安全・安心な給食が提供できるようにされたい。 

⑪ 障害児の卒業後の社会参加を促進するため、職業教育・進路指導の充実を図られたい。 

⑫ 府へ移管された特別支援学校においてこれまで実施してきた市独自事業については、市単費とし

て継続実施されるとともに、小中学校における特別支援教育の充実を図られたい。 

⑬ 医療的ケアが必要な児童・生徒への支援などについては、本市が他の市町村と等しく大阪府の施

策による支援が受けられるよう措置を講じられたい。 

⑭ 「いじめ」や「不登校」､さらに「発達障害」など学校教育が直面する課題について教育相談事

業の充実をはじめとした十分な対策を講じられたい。とりわけ「いじめ」問題については、「大阪市

いじめ対策基本方針」に基づき、道徳教育をはじめとした学校教育全体を通して小学校低学年の段

階からいじめを許さないことを徹底し、いじめを生まない学校づくりを進めるとともに、いじめに

至るまでの初期の段階で適切に対応することを徹底されたい。あわせて、いじめ問題が生じたとき

には、速やかに教育委員会に報告し、解決に向け連携して取り組むことの周知徹底を図られたい。

また、「不登校」については、不登校児童生徒数が全国と比してもかなり高い数値であることを喫緊

の課題として認識し、その改善に向け、状況の分析を進め、より効果的に学校を支援する施策の充

実を図るとともに、不登校特例校の設置など児童生徒の教育の機会の確保について十分な対策を図

られたい。 

⑮ 障害児の学校生活の充実と開かれた学校づくりのため、学校へのエレベーター設置事業を一層推

進されたい。 

⑯ 授業及び特別活動において、知識・技能を有する社会人の活用を充実させるとともに、地域・区

の歴史や伝統・文化の教材化等を進め、郷土大阪を大切にする心を育むため、「大阪らしさ」を生か

した教育を推進するなど、教育改革を着実に推進されたい。 

⑰ 体験を重視した教育活動を通じて、郷土を愛し、「公共」の精神を涵養する教育を進めるなど、児

童・生徒の心の教育の充実を積極的に図られたい。 

⑱ ネイティブスピーカーを活用した小学校からの英語教育、帰国・来日した児童生徒の教育の

充実など、国際理解教育を推進されたい。 

⑲ 国において「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律」の一部改正が

行われ、小学校全学年で35人学級の段階的実施が行われることとなったが、子供たちのさらなる学

力向上・豊かな人格形成に向けた取り組みを検討すると共に、同法に基づき、教職員数を機械的に

削除することがないよう国に働きかけられたい。 

⑳ 学校協議会は、保護者や地域住民等の主体的な参加を促進するものであることに鑑み、条例で定

められた役割を安易に拡大することなく、保護者等に過度な負担や責任を負わせるものとならない

よう十分に配慮して運営すること。 
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㉑ 学校教育におけるＩＣＴ活用については、充分な検証及び国の動向を踏まえ、日々進歩す

る機器や安定的な通信環境の確保に加え、学校間に格差が生じないよう教員の研修の充実に

ついても、着実に取り組まれたい。 

また、児童生徒一人一人が端末を用いて、家庭でもオンライン学習に取り組むことができ

るなど、十分に活用できる環境の実現に向けて引き続き取り組むととともに、教員が負担な

く活用できるよう支援をすすめられたい。 

  あわせて、児童生徒の学びの保障のため、インターネット環境がない家庭においてもオン

ライン学習等が実施できるよう必要となる通信費の財政措置を、ＧＩＧＡスクール構想に基

づき国に要望されたい。 

㉒ 全校園において学習指導要領の趣旨に則り、国旗と国歌の意義を理解し、これを尊重する態度を

育てるために、教科等の指導とともに、卒業式や入学式及び運動会等の学校行事においても指導の

充実を図るよう取り組まれたい。 

  公共の施設である学校においては、日々国旗が掲揚されるように努められたい。また、修学旅行

においては、歴史的・文化的な観点から、教育的効果の高い場所を訪問するよう取り組まれたい。 

㉓ 郷土を愛する心を育むために、学校行事などにおいて、大阪市歌に親しむ取り組みを進められた

い。 

㉔ 道徳が教科化されたことをふまえ、個別的な人権課題の解決に向け、子どもたち自らが考え、自

他の生命と尊厳を互いに尊重し合いながら、人権を守る実践行動へとつなげることのできる人権教

育（学習プログラム）に取り組まれたい。 

㉕ こどもの貧困対策関連事業「大阪市こどもサポートネット」において各区に配置されているス

クールソーシャルワーカー（SSW）について、適切かつ効果的な配置となっているかを検証し、実情

に応じてSSWを増員する等、課題を抱えた児童生徒や家庭に対する支援の充実に取り組まれたい。 

（２）高等学校・専修学校 

① 高校生に対する奨学金制度を充実されたい。 

② 大阪市立デザイン教育研究所は、企業等との連携プロジェクトなど特色ある教育活動を行

い、これまでデザイン界に有為な人材を輩出している。その伝統と実績は顕著であることか

ら、市立の高等学校が府へ移管された後もこれまでの特色ある取り組みを一層深化・充実させ

ながら、引き続き存続されたい。 

③ 土地・建物等の無償譲渡は行わないこと。 

（３）大学 

魅力ある大学の実現に向けて、これまで培ってきた高いブランド力を発展させ、海外の学生・研究者

との交流促進や英語教育等の充実によるグローバル人材の育成など国際力の強化や、将来の社会をリー

ドし、地域で活躍する専門性の高い社会人の育成、人工光合成研究などの研究力の強化を図られたい。 

（４）生涯学習 

① 総合生涯学習センターのもと総合的に生涯学習を推進するとともに、交通至便で市民が気軽に学

べる市民学習センター等生涯学習施設の活用を進められたい。 

② 大阪の持つ歴史的・文化的資源を活用し、科学体験・自然体験などを通じて大阪のよさを再発見

するための生涯学習機会の充実を図られたい。 

（５）スポーツ 

① スポーツ推進委員について、業務に負担感を感じている委員もいることから、地域の実情も踏ま

え、委嘱のあり方や報酬などについて検討されたい。 

② 舞洲のスポーツレクリエーションゾーンの活性化に向けて、舞洲のイベントやアクセスに関す

る情報発信など、来訪者の視点に立った利便性向上の取り組みを進められたい。    

また、舞洲のスポーツレクリエーションゾーンの活動について、2025年日本国際博覧会開催中も

滞りなくできるよう必要な対策を講じられたい。 
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③ 障がい者スポーツの振興を図り、社会参加を一層促進されたい。 

また2021年に開催された東京パラリンピック競技大会の開催を契機として、障がい者スポーツセ

ンター等を活用し、さらなる障がい者スポーツの振興に取り組むための具体的な方策を示すととも

に、老朽化する長居障がい者スポーツセンターの建替えにあたっては、利用者のニーズを踏ま

え、利便性や機能面の向上が図られるよう努められたい。 

④ 活力ある高齢社会の実現、観光・文化の活性化等に寄与する国際総合競技大会「ワールドマス

ターズゲームズ関西大会」の成功に向け、積極的に取り組まれたい。 

  また、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に続き、今後開催される、ワールドマス

ターズゲームズ関西大会といった世界的に注目を集めるスポーツイベントが開催されることから、

これを好機と捉え、市民のスポーツ振興をさらに進めるとともに、スポーツを通じた都市魅力の発

信に努められたい。 

 

５．青少年の健全育成と子育て施策について 

人口減少、合計特殊出生率のさらなる低下に歯止めをかけるため、出産は家庭内の個別の事情である

とはいえ、保育所待機児童の解消をはじめとする、安心して子供を産み育てることが可能な社会的環境

づくりに重点的に取り組み、以下に掲げる項目の充実に努められたい。 

① 女性が安心して子供を産むことができるよう妊娠・出産は病気ではないという通説を乗り越

え、妊婦健診を保険適用とし、さらに出産にかかる費用の原則無料化が図られるよう国に要

望されたい。 

② 「大阪市こども・子育て支援計画」に基づき、子育て家庭の養育者が孤立して、子育てに対する

不安感や負担感を抱え込むことのないよう、保護者や子どもが交流し、仲間づくりや子育てに関す

る情報交換ができる地域子育て支援拠点事業等整備など、子育て家庭のニーズに応じ、子供を健や

かに産み育てられる環境の整備を推進されたい。 

③ 民間保育所の新築や増改築、認定こども園、地域型保育事業所等の施設整備に加え、保育人材確

保等により、総合的に待機児童を含む保育を必要とするすべての子供の入所枠確保を図られたい。

また、多様な保育ニーズに対応できるようさらに民間保育所等に対する助成の充実も図られたい。

併せて保育士等の処遇改善を図り、必要な財源措置がなされるよう引き続き国に対して要望された

い。 

④ １歳児の保育士配置基準については、児童の安全確保の観点から、平成24年度まで大阪市が行っ

ていた５対１の基準に戻されたい。また、面積基準緩和経過措置については、必要となる保育所等

の入所枠を早期に確保し、面積基準緩和措置の解消を図られたい。 

⑤ 保育所の民間移管について、急激に進めるのではなく、待機児童の現状を鑑み、公立保育所の果

たす機能・役割を明確にして、計画的に進めること。 

⑥ 国に対して、私立幼稚園の設置許認可等に関する権限の移譲及び私立幼稚園への助成に要する財

源について、税源移譲により措置されるよう求められたい。 

⑦ 市立幼稚園については、特別な支援を要する幼児のセーフティーネットとしての機能を果たすた

め、維持継続されたい。 

また、未就園児クラスが実質的に需要の高まる中、３歳児クラスを実施している園で抽選もれ

し、入園できない児童が多いことなどを考慮し、３歳児保育の拡充を図られたい。また、一時預か

り事業（幼稚園型）については、制度の充実を図られたい。 

 ⑧ 保育・幼児教育センターにおいて、就学前施設の保育士・教職員等に対する研修・研究を充実す

るなど幼児教育・保育の質的向上に取り組まれたい。 

⑨ 若い世代が住む活力あるまちづくりを進めるため、家賃補助制度などの新婚世帯向け住宅施策

や、子育て安心マンション認定制度、分譲住宅購入融資利子補給制度、民間賃貸住宅に対する支援

などの子育て層向け住宅施策を一層推進されたい。 
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⑩ 少子化対策の重要性が増す中、講座や交流会など、結婚を願う独身男女の出会いのきっかけ

づくりについて、本市の関与を検討されたい。 

⑪ 児童虐待ゼロを目指し、虐待の予防及び早期発見から虐待を受けた児童の保護及び自立支援ま

で、児童を虐待から守るための総合的な施策を推進されるとともに、その中心となるこども相談セ

ンターの機能強化や児童虐待防止地域ネットワークの充実を図られたい。 

⑫ 少子化社会の中、安心して子供を生み育てることができ、子供たち一人ひとりがいきいきと輝

き、伸びやかに育つ環境を創出することは非常に重要である。このような次世代育成支援の観点か

らは、すべての子供に等しく医療を提供すべきであり、現在大阪府下においても堺市をはじめ、41

市町村が乳幼児医療費助成の所得制限を設けていない。 

よって、大阪市においてもこども医療費助成の所得制限を廃止されたい。 

⑬ 放課後児童の健全育成については、すべての児童を対象とした児童いきいき放課後事業といわゆ

る学童などの留守家庭児童対策事業の利用実態を踏まえ、「新しい生活様式」に対応した活動内容等

の充実強化に努められたい。また、医療的ケアの必要な児童の放課後の過ごし方について、保

護者や本人の意向に沿えるよう受け入れ態勢を整備し、保護者、医療機関、教育機関、放課後

等デイサービス事業所、いきいき活動室や放課後児童クラブなどが連携して児童の育成支援を

行うよう、関係局が連携して取り組まれたい。留守家庭児童対策事業について、児童数が19名と

20名では補助金に大きな格差があることから、その是正や耐震対策費等への補助の拡充を検討され

たい。 

⑭ 塾代助成事業については、学力や学習意欲の向上、個性や才能を伸ばす機会を提供するとと

もに、子育て家庭の経済的な負担を軽減して可処分所得を増やし、地域経済の活性化につなげ

るという、当初の目的が達成できているかどうかの効果検証を行われたい。ついては、事業内

容及び事業実施者に対する監査機能を早急に整えるとともに、より効果的な事業内容となるよ

う改善に努め、効果検証の結果によっては事業の再構築を含めた検討を行われたい。 

⑮ 幼児教育・保育の無償化にかかる事務経費の恒常的な措置について、国へ要望されたい。 

⑯ 「大阪市子どもの生活に関する実態調査」の分析結果等から見えた課題の解消に向け、「大

阪市こどもの貧困対策推進計画」に基づき、こどもの貧困対策のための施策を推進するこ

と。また、「大阪市こどもサポートネット事業」については、学校における教員等の「気づ

き」から、支援が必要とされた児童・生徒とその世帯が、区役所（保健福祉センター）や地

域の支援に適切につなげられるよう推進されたい。 

さらに、社会全体で支える取組みとするため、経済団体、教育機関、地域団体などとも連

携・協働されたい。 

⑰ 成長や学業の途上にあるヤングケアラーに支援の手を差し伸べることは喫緊の課題であ

る。教育現場、地域、福祉・介護・医療等の現場においてヤングケアラーを発見し、相談及

び適切な支援に結びつけるための施策を推進されたい。 

⑱ こども相談センターの職員については、児童福祉法に基づいた児童福祉司や児童心理司等

の配置基準を満たすことや一時保護所の増設等を踏まえ、職員数を大幅に増やさなければな

らない。また、児童福祉司等の職員は、専門的な知識や技術を要する相談や子ども一人ひと

りに応じた支援に対応しなければならないことから、高い専門性が求められ、資格を有する

だけでなく現場経験を積みながら丁寧に人材を育成していく必要がある。 

  このようなことから、こども相談センターにおける人材確保と人材育成にあたっては、計

画的な職員配置を実施し、講習や研修の充実ときめ細やかなＯＪＴを行い、職員体制の一層の

充実に取り組まれたい。 

６．女性が活躍できる社会について 

① 男女共同参画社会の実現を目指した大阪市男女共同参画推進条例に基づき策定された基本計画に

沿って、総合的な施策の充実を図り、市民・事業者・行政が一体となって男女共同参画を推進され
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たい。また、本市がこれまで長年にわたり、ともに歩んできた女性団体の果たしてきた役割を尊重

し、支援をしつつ、「すべての女性が輝く社会」の実現を目指した女性の活躍促進施策の全庁横断

的な推進についても積極的に取り組まれたい。 

② 女性活躍を推進していくため、妊娠・出産・育児・介護期に離職することなく安心して働き続け

られる環境整備の促進、女性の管理職への登用促進、男性の育児休業等の取得の促進に努められた

い。 

③ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する取り組みの効果・検証を行うとともに、被

害者の視点だけではなく、加害者への対策についても検討を行い、ドメスティック・バイオレンス

（ＤＶ）被害者を支援するシステムの充実を図られたい。 

④ 新型コロナウイルス感染症の拡大や長期化により、就業面から生活面にわたって、特に自死や失

職など女性に対する様々な影響がもたらされていることをふまえ、相談体制の充実など、女性に対

する効果的な支援を図られたい。 

 

７．安全・安心のまちづくりと社会インフラの整備について 

（１）生命・財産を守るためのインフラ整備の推進 

① 市民生活の安全確保のため、道路、橋梁、河川、下水道などの都市基盤施設の適時・適切な

維持管理に努めるともに、橋梁や高架道路における耐震性向上のため、補強工事などの耐震対策

を早急に進められたい。 

② 浄・配水場や基幹管路の機能停止は大規模な断水を引き起こし、市民生活に多大な影響を

及ぼす恐れがあることを十分に認識したうえで、管路耐震化の促進をはじめ基幹施設の耐震

性強化に積極的に取り組むとともに、幹線ネットワークの強化や停電対策の充実等により、

平常時・非常時の双方においてより安定した給水が確保される、信頼性の高い水供給システ

ムの確立に努められたい。 

③ 南海トラフ巨大地震や上町断層帯地震など東日本大震災を踏まえた防災対策の一層の充実を図る

ため、現在、本市で取り組んでいる津波避難ビル指定及びそれを活用する対策を進めるとともに、

民間ビルも含めた地下街、地下駅における浸水防止対策の促進を図るなど、さらに積極的な施策の

展開を図り「災害に強いまちづくり」を推進されたい。 

④ あらゆる危機事態から市民を守るため、産官学が集まる大都市としての強みを活かし、企業や大

学の持つ技術や知見を結集させた最先端の災害対策に取組むなど、危機管理機能の強化を図り、市

民生活の安全確保に万全を期されたい。 

⑤ 地域における自主防災組織の育成や連絡体制の強化、支援を必要とする障害者・高齢者等を視野

に入れた災害時の効果的な活動が即時にとれる体制の整備を図るため、地域活動協議会等の地域活

動団体が主導し、次代の担い手となる中学生等の若い世代の参加する防災訓練が市内各所で実施さ

れるように取り組みを推進し、区内での一体的取り組み、さらに市全体で取り組めるよう努めると

ともに、コロナ禍においても対応し得る備蓄物資の配備など災害応急対策を充実されたい。 

⑥ 大規模災害発生時等の初期活動を迅速かつ的確に実施するため、防災拠点の効率的な運用ととも

に、情報通信システムの再整備等、災害時の情報伝達機能の充実、初期初動体制の強化を図られた

い。 

⑦ 市民の生命・財産を守るべき基礎的自治体として防災能力を高めるとともに、市民の防災意識や

地域の自主防災力の向上を図り、さらに大規模災害時に人命救助や救護活動に万全を期すために

も、市民・行政・防災関係機関はさることながら、今後自衛隊を含めて、より一層総合的な防災訓

練の取り組みに努められたい。また、大震災等の災害時に遅滞なく自衛隊の救援活動が行えるよ

う、大阪市地域防災計画に基づく施設の提供、災害派遣計画や防災情報に関する意見交換、市内の

地域防災訓練への積極的参加等、日頃から自衛隊との交流・連携を図られたい。 
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⑧ 災害発生時に被害の拡大を防ぎ、防災活動、避難活動が容易となる安全性の高い都市を形成する

ため、ヘリポートの整備、広域避難場所の確保、公共施設（区庁舎等）の耐震強化、避難路や避難

場所となる道路・街路及び公園の整備を進められたい。都市の不燃化促進、耐震診断・改修補助制

度の積極的な活用等による木造住宅やマンション等の耐震性・防災性向上、多くの市民が利用する

大規模な建築物等の耐震化に対する支援など、災害に強いまちづくりを推進されたい。 

⑨ 東日本大震災を教訓に、南海トラフを震源とする地震・津波シミュレーション結果を踏まえ

て、防潮堤の耐震強化を含む地震・津波対策の充実に向け、国に対して新規制度の創設など財政的

支援の拡充を求めるなどにより、必要な財源を確保し、災害に強い港づくりをより一層推進された

い。また、平成30年台風第21号により大きな被害を受けたことから、より勢力の強い台風を想定し

た港湾における防災対策の強化を進められたい。 

⑩ 消防職員の教育訓練施設である高度専門教育訓練センターにあっては、教育訓練の内容及び施

設のさらなる充実強化を目指すとともに、府内の代表消防本部である大阪市が中心となって

府内消防本部の連携・協力をより一層推進し、広域的な大規模災害発生に備えた消防力強化

に向けた取り組みを進められたい。 

⑪ 地震や津波、勢力の強い台風による河川氾濫や高潮など災害の種別により適切な避難行動

は異なるため、災害の種別に応じた適切な避難行動がとれるよう、特に災害発生リスクの高

いエリアに居住する市民などに対し、啓発や地域における訓練への支援の強化を図られた

い。とりわけ、コロナ禍においては、避難所における感染拡大防止の観点から、自宅避難や

親戚・知人宅等への避難などの分散避難の促進に努められたい。 

⑫ 総合的な治水対策の観点から、治水施設の整備を行い、水害発生を想定した万全の備えを

行われたい。 

⑬ 「市民防災研修推進プラン」に基づき、市民の年齢層に応じたさまざまな研修や訓練を体系的に

推進されたい。 

⑭ 特別査察隊をはじめとした査察体制を強化し、雑居ビル等の複合用途防火対象物の実態把握

を図り、消防法令違反対象物の是正指導を一層徹底されたい。 

⑮ 消防器具機材の整備及び時代に即応した高度情報化の推進など十分な措置を講じられたい。 

⑯ 傷病者の救命効果を高めるため、救急救命士の処置拡大に伴う教育体制の整備など救命救急

業務の充実強化を図るとともに応急手当普及啓発の推進に努められたい。また、救急相談業務

の一層の充実に努められたい。 

⑰ 大規模災害時には通電火災が多くみられ、その被害軽減には感震ブレーカーの設置が大変

有効である。普及効果を高めていくため、普及啓発に加え、補助制度の導入を検討された

い。 

⑱ 障害の特性から、大勢の人がいる環境にいることが苦痛で、避難所の中にいられないなど

の状況が発生することが想定される発達障害児・者等への、避難所等における支援を図られ

たい。 

⑲ いまやペットは心の支えとなっており、ペットを切り離した避難を考えることは難しい一

方、衛生面等でトラブルになることもあることから、災害時の避難におけるペットの取扱い

に関する対策を図るとともに、他都市の事例も踏まえ、ペット避難所に関する調査・研究も

行われたい。 

⑳ 学校の体育館は、大阪北部地震や平成30年台風第21号などに伴う、避難所や避難場所として活用

され、災害時において重要な役割を果たしているところである。現在、国の緊急防災・減災事業債

を活用し、市内全中学校の体育館への空調機設置を進めているが、域住民の主たる避難所である全

小学校の体育館にも、早急に空調機を設置されたい。また、空調機の仕様については、単に経費

面だけで判断するのではなく、災害時における空調機の安定稼働が可能となる設備・体制等を

十分に考慮し進められたい。 
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㉑ 地域コミュニティの活動拠点である地域集会施設が、災害時においても地域住民にとって

重要な役割を果たしていることを踏まえ、施設の耐震安全性が確保されるよう支援策の拡充

に努められたい。 

㉒ ライフラインが途絶した状態で自宅での生活をされる、いわゆる「自宅避難者」に対して

も避難所で生活をされている方々と同様の支援を図れるように啓発されたい。 

（２）道路・交通 

① 都市計画道路については、「都市計画道路の整備プログラム（平成28年９月）」を着実に進捗させ

るために必要な予算を確保し、早期建設に努められたい。 

天王寺大和川線については、その整備事業を計画的かつ着実に実施されたい。 

また、津守阿倍野線、木津川平野線など密集市街地における防災・減災対策の推進に資する都市

計画道路の整備を促進するとともに、桜島東野田線など早期供用を目指す路線について整備を推進

されたい。 

さらに、豊里矢田線については、４車線供用に向けて、引き続き整備を図られたい。 

② 阪神高速道路については、道路交通の渋滞緩和など大阪都市圏の都市活動を支える重要な都市基

盤施設であり、既に、大阪・兵庫地区で約258kmの広域の高速道路ネットワークが形成されている。

現在、大阪地区では淀川左岸線（２期）及び延伸部約13kmが事業中である。 

このような中、大阪都市再生環状道路の一部を構成する淀川左岸線（２期）及び延伸部区間につ

いては、市内の交通渋滞の緩和、広域道路ネットワークを形成するものとして、事業の着実な推進

に努められたい。特に淀川左岸線（２期）は、２０２５年の万博開催時に新大阪駅や大阪駅から会

場へのアクセスルートとして活用することにより、シャトルバスの時間短縮や定時性の確保につな

がるなど、万博来場者の快適なアクセスに大いに貢献するものであることから、事業リスクを管理

しながら、万博時にアクセスルートとして利用できるよう、早期整備を図られたい。 

また、供用中路線の更新、修繕の促進に努められるとともに、阪神圏の高速道路における管理主

体を超えたシームレスな料金体系の導入に向けて取り組まれたい。 

さらに、14号松原線については、市民生活に大きな影響がないよう、渋滞緩和に努められたい。 

③ 阪急電鉄京都線・千里線、ＪＲ東海道線支線の立体交差事業を早期に完成させ、学研都市線（京

橋駅付近）、阪和線（杉本町～大和川）、南海高野線（帝塚山～大和川）等の立体交差事業の早期着

手に努めるとともに、開かずの踏切やボトルネック踏切などの緊急対策踏切について、抜本対策の

検討を早急に進められたい。また、現在、スポーツ広場として暫定利用している南海天下茶屋車庫

跡地については、天下茶屋駅周辺のまちの活性化に繋がる活用方法となるよう検討されたい。 

また、平成18年４月に廃止となったＪＲ大阪臨港線の跡地（港区南市岡～福崎）について、市民

の要望に沿う活用方法を早急に検討されたい。 

さらに、平成21年３月末で廃止となったＪＲ阪和貨物線の跡地（ＪＲ阪和線杉本町駅～同関西本

線加美駅）については、ＪＲ西日本と引き続き協議を進めるとともに、早急に整備検討案を作成

し、平野区、東住吉区、住吉区と連携し、地域の意見を踏まえながら、用地の早期有効活用を図ら

れたい。 

④ 交通渋滞を解消し、安全かつ円滑な交通を確保するため、交差点の立体交差化等の整備に努めら

れたい。 

⑤ 市民を交通事故から守り、快適な歩行空間を提供するため、歩道設置、道路照明灯（幹線道路の

歩道照明を含む）、防護柵などの交通安全施設の整備を進められたい。 

また、バリアフリー化や横断歩道橋の撤去に努めるとともに、コミュニティ道路（ゆずり葉の

道）、歩道設置など通学路の安全対策、幹線道路を中心とした交差点形状の改良などの交通事故抑

止対策及び自転車活用推進法に基づき、安全に配慮された自転車走行環境整備を拡充されたい。 
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さらに、区画線の状態について、職員による日常の巡視点検などにより把握し、補修が必要と判

断した場合には、引直し工事を速やかに実施するとともに、交通管理者が管理するものについては

情報提供するよう努められたい。 

⑥ 道路の景観向上や通行の安全を図るため、違反屋外広告物対策の強化に努められたい。 

⑦ 幹線道路下における共同溝の設置を推進されたい。また、電線類の地中化についても促進された

い。 

⑧ 低騒音舗装の整備など道路の騒音・振動対策に取り組むとともに、道路・橋梁などにおいて景観

に配慮した整備を進められたい。また、都市環境の向上を図るため、保水性舗装の実施を促進され

たい。 

⑨ 御堂筋の道路空間再編を実施するにあたっては、地元意見や社会実験の結果を踏まえ、自動車交

通や自転車交通の安全確保等に留意されたい。 

また、沿道地域に与える影響などを調査し、地元や交通管理者とよく調整されたうえで、道路空

間再編の実施に取り組まれるよう留意されたい。 

⑩ ミナミの玄関口であるなんば駅前において、官民連携のもと、人中心の広場となるよう取り組み

を推進されたい。 

⑪ 大規模ターミナルをはじめ民間鉄道を含む駅周辺で一体的な交通バリアフリー化を進められてい

るところであるが、誰もが、安全・快適に移動ができ、人々が集まり交流する活気とにぎわいのあ

る大阪づくりのために、より一層の推進を図られたい。 

⑫ 株式会社化後の交通事業について、以下の項目の推進のため、大阪市高速電気軌道株式会社

（Osaka Metro）及び大阪シティバス株式会社を適切に監理されたい。 

・ 市営交通事業を引き継いだ公的使命をふまえ、地元地域等に対して真摯に対応し、説明責任を

果たしながら事業推進すること。 

・ 乗客サービスの向上のため、地下鉄については、駅舎の改装等利便性に努めるとともに、バス

についても、バスロケーションシステム等バス停留所施設の整備促進に努めること。 

・ ひとにやさしいまちづくりとして地下鉄駅へのエレベーター等の設置など、施設面での整備を

図るとともに、職員に対する教育訓練の充実を図るなど、ソフト・ハードの両面からバリアフ

リー化に努めること。 

・ プラットホームからの転落防止を目的とした可動式ホーム柵の整備促進に努めること。 

・ 南海トラフ巨大地震に伴う津波に対する地下駅等の浸水防止対策を早急に進めること。 

・ 国土交通省の調査により、駅構内や車内など公共交通機関での暴力行為の発生件数は増

加傾向にあるとされている。これら暴力行為の防止対策として、市民に対する積極的な広

報・啓発活動を行うこと。また、今後国際観光拠点としてテロの脅威にさらされることも

想定される中で、利用者がテロなどの悪意に対して脅威を感じることなく利用できるよう

な防犯環境を整えること。 

・ 将来にわたりバス運転手を安定的に確保するために、戦略的な方策を行うこと。 

（３）駐車場・駐輪場 

① 近年、違法駐車が問題となっている自動二輪車の駐車対策を推進されたい。 

② 自転車駐車場の整備にあたっては、民間手法を積極的に取り入れるとともに、民有地における自

転車駐車場確保の推進に努め、官民協働した取り組みなどソフト面にも配慮した放置自転車対策を

強化されたい。また、駅前における放置自転車対策を引き続き強化するとともに、中心市街地にお

ける実効性のある放置自転車対策や市民協働の取り組みなどにより放置自転車対策をより一層推進

されたい。 
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（４）公園・緑化等 

① 都市公園はうるおいある豊かな都市環境を形成する緑の拠点であり、市民のレクリエー

ションとコミュニケーションの場として、また、災害時の避難場所としてなど、さまざまな

役割を持ち、地域の核となる重要な施設である。 

公園の計画・整備においては、こうした公園の基本的な考え方や地域の特性にも配慮した

計画を策定し、それを基本としながら、多様化する市民ニーズに対応し地域の住民により親

しまれ活用される公園となるよう、例えば親子でのキャッチボールや高齢者のゲートボール

等、球技もできる多目的広場を設置するなど、個性豊かな公園づくりを進められたい。 

② 「自然と人間の共生」という「国際花と緑の博覧会」の基本理念を継承し、花と緑あふれるまち

づくりを進めるため､｢新・大阪市緑の基本計画｣に基づき公共緑化や民間緑化及び緑化の普及啓発を

積極的に推進されたい。また、花博開催地である鶴見緑地においては、みどり豊かな特性を活

かして持続的な魅力向上を図られたい。 

③ 健康で緑豊かなうるおいのあるまちづくり及び災害に強いまちづくりを推進するため、都市公園

等の緊急かつ計画的な整備及び指定管理者制度を活用して適正管理を推進されたい。 

④ 公共施設の屋上緑化モデルの実施などを通して、都市におけるヒートアイランド現象の緩和、良

好な自然的環境の創出のため、民間建築物の屋上緑化を推進されたい。 

⑤ 既存公園の再生、活性化のため、市民ニーズに対応しながら、計画的な公園の改修や遊具の安全

対策など、安全・安心な公園づくりを推進するとともに、環境にも配慮した良好な維持管理に努め

られたい。 

⑥ 公園の活性化や地域のにぎわいづくりにつながるように魅力ある施設の設置や利用者ニーズに応

じたサービスの提供について民間活力の導入をされたい。 

⑦ 市民が身近にスポーツを楽しめるよう、スポーツ施設の整備充実（例えば、ジョギングコース、

フットサルやニュースポーツの拠点づくり、ナイター設備、全天候化など）を図るとともに、遊休

地の活用も図られたい。 

⑧ 新たな農地制度の円滑な実施に向けて取り組むとともに、なにわの伝統野菜をはじめとする市内

農産物の需要拡大などにより、市内の生産緑地農地の保全と緑地空間の確保に努め、都市型農業の

振興を図られたい。 

⑨ 河川は、都市のなかの貴重なアメニティ空間であり、都心部を流れる道頓堀川及び東横堀川につ

いては、沿川のまちづくりと一体となった、水辺の賑わいづくりを推進されたい。また、住居系地

域においてはゆとりやうるおいを感じることができる水辺空間づくりが求められており、住吉川等

の環境整備を推進されたい。さらに、国の直轄管理の大和川、淀川においても、国・府・市が幅広

く連携し、早期の環境整備、改善に取り組むとともに、河川敷を今後もスポーツ利用の場として利

用できるよう、国への働きかけに努められたい。 

⑩ 港湾環境の保全及び改善について、常吉西臨港緑地等の臨港緑地が市民生活と直結する大

切な施設であるだけでなく、「大阪パークビジョン」の観点からも、スポーツ施設等、民間を

活用した有効活用を検討されたい。 

⑪ 児童遊園については、都市公園と同じような役割を果たしていることを踏まえ、地域によ

る運営管理に対して、安全性の維持向上の視点から支援を継続、推進されたい。 

⑫ 街路樹や公園樹の定期的な剪定等の維持管理については、近年の人件費の上昇などにより

実質的な作業量が減少し景観が損なわれている状況であり、住民から困惑や要望の声が多数

出ているところである。適正な予算措置の下、適切な維持管理を行うこと。 

⑬ 令和３年４月に地方独立行政法人に移行した天王寺動物園については、設立団体である本

市の責任を十分に踏まえ、社会教育施設としての役割を継続して果たしていくために、財政

的支援をおこなうこと。また、日常的な運営経費だけでなく、園の魅力向上に必要となる獣

舎整備費についても適切に措置することで、園内サービスの充実やペンギン・アシカ舎をは
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じめとした獣舎のリニューアルを着実に進め、大都市大阪にふさわしい「世界に誇れる魅力

ある動物園」の実現に努められたい。 

（５）住宅 

① 民間活力を活かした住宅建設を促進するため、各種融資助成制度を推進されたい。 

② 災害に強い安全なまちづくりを進めるため、老朽住宅の建て替えや細街路整備・まちかど広場の

整備の促進を図るとともに、生野区南部地区や福島区北西部地区、西成区等の老朽住宅密集市街地

の総合的な整備を推進されたい。また、老朽住宅密集市街地の地域の特性に応じ、区画整理手法や

建替促進制度の活用など、重点的な事業を推進されたい。 

③ 東住吉区、西成区、生野区をはじめ市内で増加している空き家の中には、管理が不十分なことに

より、放火など防犯・防火上の問題や、ゴミ投棄などの衛生上の問題のほか、老朽化による倒壊の

危険性さえ見られるものもある。空家等対策計画に基づき、こうした喫緊の課題である特定空家等

対策について重点的に取り組むとともに空家利活用改修補助事業等による空き家を活用したまちづ

くりに取り組むなど、全庁的・総合的な空家等対策を推進されたい。 

④ 地域の特性を生かしたまちなみづくりを進めるため、市域全域で、貴重なまちなみ資源である歴

史的建築物等の修景を促進し、魅力ある居住地づくりを推進されたい。 

⑤ 民間による高齢者向け住宅の供給促進とあわせ、市営住宅におけるケア付住宅の建設やグループ

ホームへの活用、階段室型中層住宅へのエレベーター設置等、高齢社会に対応したバリアフリー化

など、住宅施策の推進に努められたい。 

⑥ 市営住宅については、可能な限り集約化を図ることにより余剰地を確保し、民間活力も活用し、

地域の実情を踏まえた活性化に資する施設の導入など、地域との交流促進に努められたい。また、

子育て支援施設等の地域に役立つ施設の導入を図るなど、市営住宅ストックの有効活用に努められ

たい。 

⑦ 大規模マンション等においては停電時等の断水に備え、非常用給水栓の普及促進に向けて

積極的な啓発を図られたい。 

（６）水環境・上下水道 

① 快適で豊かな水環境の創出に向けて、住吉川等の水質浄化のため、合流式下水道の改善や高度処

理施設の整備促進に積極的に取り組まれたい。 

② 琵琶湖・淀川水系の水質保全対策にあたっては、上流地域の排水規制、下水道整備の促進を関係

団体に積極的に働きかけるとともに、経費負担に対し慎重な対応を図られたい。 

③ 下水道施設を良好かつ効率的に維持管理していくため、老朽化した施設の計画的な改築・更新を

進められたい。また、改築・更新にあたっては社会の要請に即した施設とするため、コスト意識を

前提に省力化や省エネルギー化、機能高度化を図られたい。 

さらに、公共水域の水質保全や雨水排水など、都市機能の維持に必要な下水道施設の改築

に係る現行の国庫補助制度の継続、維持に関して、国へ強く要望されたい。加えて、合流式

下水道において、国の重点施策として位置づけられているPPP/PFI事業で実施する改築、及

び、地震対策事業で実施する管路の改築については、平成30年度より重点的な予算配分の対

象から除外されたが、この復活に関して国へ強く要望されたい。 

④ 市管理河川の治水機能を持続的に確保できるよう、河川及び河川施設の適時・適切な維持管理を

推進するとともに、国の直轄河川である大和川、淀川においては、治水・浸水対策が促進されるよ

う努められたい。また、全国的に水防団員数の減少・高齢化の傾向にある中、水防事務組合と連携

し、新たな水防団員の確保につながるよう啓発活動への支援・協力に努められたい。 

⑤ 市内で今なお発生している浸水を防除するため、淀の大放水路及び此花下水処理場内ポンプ場等

の抜本的な浸水対策を促進されたい。さらに、令和3年5月に改正された下水道法を踏まえ、気候変

動による降雨量の増加を考慮した新たな浸水対策計画の早期策定に努められたい。 
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また、たび重なり発生している局地的な浸水についてもその原因を究明し、地域特性にあった対

策として枝線管渠のネットワーク化・貯留施設の整備やグリーンインフラの活用などによる局地的

な浸水対策を積極的かつ早期に進めるとともに、止水板設置助成制度の検討や降雨情報の活用な

ど、浸水安全度の一層の向上を図るため、下水道整備を強力に推進されたい。 

⑥ 水道事業については、安全で良質な水の安定供給のために、老朽管の更新や設備の適切な

維持管理など水道施設の老朽化対策に計画的に取り組むとともに、水需要の減少が続く中で

の料金値上げ回避策などに真摯に取り組み、持続可能な水道づくりに努められたい。 

⑦ 工業用水道事業については、令和４年度からＰＦＩ法に基づく公共施設等運営権制度を活用して

事業を実施することとしているが、事業開始後においても、市は、工業用水道事業の適切な運営を

担保するため、運営権者の業務実施状況及び財務状況を適切にモニタリングするなど、事業の管理

者としての責任を果たされたい。 

 

８．都市の再生とまちづくりについて 

（１）社会基盤 

① うめきた２期区域については、比類なき魅力を備えた緑「みどり」の空間とイノベーションを生

み出す中核機能の融合拠点の形成とそれを支える基盤整備（ＪＲ東海道線支線の地下化・新駅設

置、土地区画整理、公園整備）の着実な推進に取り組まれたい。加えて、「みどり」の空間を活用

し、「ライフデザイン・イノベーション」をテーマとした新産業創出を推進するなど、世界をリード

するイノベーション拠点の形成に向け、官民連携して取り組まれたい。 

また、中之島西部地区では、水と緑に恵まれたステータス性のある都心のビジネス環境や歴史性

を生かした民間開発促進の条件整備を進め、国際的な業務・文化・学術・交流拠点の形成に努めら

れたい。 

内閣府より選定を受けた「世界に伍するスタートアップ・エコシステム拠点形成戦略」における

「グローバル拠点都市」として、継続的にイノベーションが生まれる環境（イノベーション・エコ

システム）の構築に取り組まれたい。 

② これまで構築してきた姉妹都市をはじめとする国際的な都市ネットワークに加え、新たに伸張著

しく交流が期待できる都市や地域との協力関係を深めながら、幅広い分野での国際交流、国際協力

を一層推進するとともに、これらを通じて世界に向けて大阪の都市魅力を積極的に発信するほか、

市内諸施設の有効活用により総合的な国際化施策に取り組まれたい。 

③ 咲洲コスモスクエア地区については、大型車の渋滞緩和やペデストリアンデッキの整備など地

区の環境改善を進めるとともに特区地域における産業集積の促進及び産業の国際競争力の強化を

目的としたインセンティブ制度を活用し、魅力あるまちづくりを早期に図られたい。また、用地の

売却にあたっては、計画的なまちづくりを進めながら事業の資金収支を見極めた上、適正に処分を

進められたい。 

④ 市民に親しまれる港づくりを進めるとともに、地域の活性化や魅力あるウォーターフロントの実

現のため、民間活力を導入し、此花西部臨海地区、築港地区、弁天埠頭地区、鶴浜地区など在来臨

海部の再開発を推進されたい。 

⑤ 夢洲地区については、府・市・経済界で取りまとめた「夢洲まちづくり構想」において、

「国際観光拠点」と「国際物流拠点」のそれぞれの機能が最大限に発揮できるゾーニングを

導入するとしており、市民生活や経済活動を支える物流機能のあり方についても十分に検討

を進められたい。 

⑥ もと焼却工場整備計画用地及び森之宮工場跡地については、森之宮周辺地区のまちづくり

の方向性を踏まえ、有効活用を図られたい。 

⑦ 淡路駅周辺地区、三国東地区等の土地区画整理事業を推進するにあたっては、新しい発想・手法

で事業を推進するとともに、市内各地域の拠点となるその他のプロジェクトの推進を図られたい。 
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⑧ 関西国際空港については、新型コロナウイルス感染症の収束を見据え、水際対策の充実強化、航

空ネットワークの早期回復を図るとともに、中長期の航空需要を見据えた空港機能の強化により、

国際拠点空港としての機能を十分に発揮できるよう、国に働きかけられたい。また、平成30年台風

第21号により冠水などの被害を受けたが、より一層安全安心な空港となるような対策を講じるよう

関係先に働きかけられたい。 

⑨ 将来の日本の発展に必要な社会基盤であるリニア中央新幹線（東京都・大阪市間）及び北陸新幹

線の駅位置の早期確定や大阪までの早期全線開業実現に向け、国やＪＲなどの関係先に強く働きか

けられたい。 

⑩ 令和元年７月に鉄道事業の許可を受けた「なにわ筋線」に加えて、「なにわ筋連絡線（北梅田～十

三）」、及び「中之島新線延伸」などの大阪の成長に資する路線について、鉄道事業者とも協議を進

めて、整備を図られたい。 

⑪ 都市基盤として必要な地下鉄の計画路線の整備について、引き続き取り組まれたい。 

特に、現在の近畿地方交通審議会の答申路線となっている地下鉄８号線今里～湯里六丁目間の整

備については、まずは当該区間におけるいまざとライナー（ＢＲＴ）の社会実験により需要の喚

起・創出を図り、次期答申にも位置づけられるよう国に対して働きかけるとともに、大阪市として

早期に完成されたい。 

また、地下鉄７号線大正～鶴町間など他の路線の整備についても引き続き取り組まれたい。 

⑫ 産業を支える物流インフラである港湾の国際競争力の強化を図り、産業の国際競争力の強化を目

指す「国際コンテナ戦略港湾」について、国や神戸市、さらには阪神港の港湾運営会社である阪神

国際港湾株式会社との連携を図りながら、東南アジアの各港との交流を含む様々な施策を展開し、

早期に成果を挙げられたい。また、台湾の港をはじめ成長著しいアジア諸港との連携強化に取り組

まれたい。 

⑬ 大阪港の既存ストックの有効活用を図るため、港湾施設の機能向上と、予防保全による計画的・

効率的な維持管理を行えるよう、維持補修の充実と定期点検等に必要な財源の確保に努められた

い。 

⑭ 国際海上運送システムの信頼性の向上を図るため、港湾施設の保安対策を推進されたい。 

⑮ 地域の実情に即した用途地域、容積率等の指定及び港湾活動の低下した臨港地区の見直しを適時

図られたい。また、土地売却に加え、実情に応じて定期借地など多様な土地提供手法により、土地

の流動化を促進するよう努められたい。 

⑯ 国土交通省が進めるインフラ分野のＤＸについて、大阪港においても、新たな港湾情報シ

ステム「CONPAS」の導入に加え、リアルデータやAIを活用した新技術の導入など、コンテナ

ターミナルのさらなる生産性向上に取り組まれたい。 

（２）文化力 

① 新型コロナウイルス感染症の影響により停滞している芸術文化活動を支援するため、助成

金の拡充など、活動再開を促す支援等を引き続き講じること。 

大阪は歴史の中で培われた文化的風土のもとに多様な芸術文化活動が行われる芸術文化活

動の集積地であるが、この間、幾度となく講演の中止を余儀なくされており、アーティスト

やそれを支える関係者に深刻な影響をもたらしている。古くから育んできた大阪市の多様な

芸術文化活動を途絶えさせることのないよう、都市魅力に資する、大阪の特色ある芸術文化

活動の開催に対して財政的な支援を行うこと。 

  また、国における新型コロナウイルス対応の基本的対処方針に基づき開催されるイベント

については、主催者の開催意向を尊重し、今後は、大阪独自の開催制限を設けることがない

よう、大阪府に求めること。 

② 大阪城公園から四天王寺に至るエリアを、市民に親しまれ大阪を代表する歴史ロマンあふれるエ

リアとして、大阪城公園の検証や今後の難波宮跡公園の整備など魅力向上に努めるとともに、世界



 

令和４年度 大阪市予算編成に関する要望 

 

71 

 

遺産の登録に向けた取り組みを積極的に図られたい。また、豊臣石垣の公開など大阪城が本物の歴

史文化の観光拠点となるよう、大阪城エリアの本来の魅力向上に取り組まれたい。 

③ 史跡指定区域である法円坂住宅跡地等の未利用地について、隣接する難波宮跡公園と歴史

公園として一体的に整備することについて調査・研究されたい。 

④ 市民が生活の中で芸術・文化を楽しめるまちづくりを進めるため、芸術作品を鑑賞する機会の提

供や公演等への支援など「芸術文化振興条例」に則った芸術・文化の振興を図るとともに、子供や

青少年が芸術・文化に触れる場を創出されたい。 

⑤ 新しい感性に満ちたオリジナルな文化の創造や情報発信力を高めるため、文化施設間の連携や既

存施設の有効活用を図るなど効率的な文化事業の展開を図られたい。 

また、公園や区役所などの公共スペースを青少年の音楽活動などの練習場や発表の場として開放

するなど、青少年の活動を支援されたい。 

⑥ 芸術文化活動に対する支援を充実し、大阪が誇る芸術文化ブランドをさらに大きく育むよう努め

られたい。また、伝統芸能の普及・振興を図るとともに、子供たちが伝統芸能に触れる場の提供

や、観光メニューの創出など、市民・ビジターが鑑賞する機会をつくられたい。 

⑦ Osaka Shion Wind Orchestra（旧 大阪市音楽団）に対して、当該法人の自主的な経営基

盤の確立に向けた支援を講じられたい。あわせて、大阪フィルハーモニー交響楽団や文楽協

会など大阪の誇る文化団体の取り組みを支えるため、ふるさと納税制度を利用した「なにわ

の芸術応援募金」の認知度向上に努めるなど、積極的かつ継続的な支援についても検討され

たい。 

⑧ 本市の多様な博物館の、長年の活動実績を念頭に、取り巻く環境変化へ対応しつつ、今後目

指すべき姿を提示した『大阪市ミュージアムビジョン』をもとに、大阪の知を拓き発信する

ことで、人々が集い賑わう都市を実現し、大阪を担う市民とあゆむ、「都市のコアとしての

ミュージアム」の実現に努められたい。また、社会教育施設としての役割や市民財産の確実

な保全など附帯決議に基づき、地方独立行政法人の設立団体である本市の役割と責任を十分

に踏まえ取り組みを進められたい。 

（３）観光力 

① 大阪の活性化とさらなる集客力の向上につなげるため、これまで整備してきたハードや歴史的・

文化的資産、例えば大阪のシンボルであり、世界的ブランド・ストリートとしての御堂筋や、道頓

堀川をはじめとする「水の回廊」、水の都大阪の中心地域である中之島、日本三大祭りの一つであ

る「天神祭」など、大阪ならではの魅力を活用したにぎわいの創出、集客機能の向上につながるソ

フト施策の充実を図られたい。とりわけ観光庁における「観光立国」の実現に向けた施策と連携す

るとともに、国や関西広域連合並びに他の自治体との広域連携により、「大阪都市魅力創造戦略」

に基づき、国際競争力の高い魅力ある観光地を形成し、国内外からビジターの獲得に努め、観光消

費の拡大を図るとともに、光と水あふれるまちづくりや地域の特色を生かした魅力開発に努めるな

ど観光施策の推進を図られたい。また、新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、マイクロツー

リズムや旅の分散化など旅行者のニーズ変容に対応した、国内の観光需要喚起等に向けた取組を進

められたい。 

② 景観計画に基づき住む人や大阪を訪れる人々が大阪に美しさや魅力を感じて、快適に暮らし、活

動できるように、民間の活力を生かしながら、集客の拠点となるエリアや都心のにぎわい空間など

の景観の向上とともに、歴史・文化資源など地域の特性を生かした美しく風格のある都市景観の一

層の創出を図られたい。 

③ 観光産業の振興を推進するにあたっては、大阪城・ＵＳＪ等の観光施設の集客効果を生かして、

国内外における観光プロモーションを一層強化するとともに、大阪の知名度向上と集客力の強化に

資するために、大阪フィルムカウンシルと連携し、国内外の映画・テレビドラマ等の撮影の誘致に

努力されたい。また、これまで整備をしてきた施設などを活用したソフト施策に力を注ぎ、集客魅
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力の創出、安価で便利な周遊券の利用促進、観光案内機能の向上や観光バスの乗降場等の確保など

外国人旅行者を含むビジターの利便性と周遊性を高め、宿泊・滞在型の観光を一層推進されたい。 

さらに、水都大阪の「再生」から「成長」に向け、公民の力により、都心の水辺を生かした恒常

的なプログラムの充実など、まちの魅力づくりに積極的に取り組まれたい。 

④ 観光プロモーションを担う大阪観光局については、「観光地経営」の視点に立った観光地域づくり

の舵取り役として、引き続き戦略的に観光集客を促進し、大阪・関西の経済活性化に寄与するこ

と。 

⑤ 中央公会堂や再整備した中之島公園など中之島ゾーンの豊富な自然資源、歴史・文化資源をはじ

め、世界からも高い評価を受けている文楽などの伝統芸能についての情報発信を一層強化するととも

に、エコの観点にも配慮した効果的なライトアップや「ＯＳＡＫＡ光のルネサンス」等の集客イベン

トの充実などにより、集客面からの魅力向上を図られたい。 

また、市民が主体となって魅力あるまちづくりに取り組む気運を高め、大阪ならではの観光資源

を発掘するため、来訪者との交流を進める市民主導型「まち歩き」等の「コミュニティ・ツーリズ

ム」事業の推進に取り組まれたい。 

⑥ インバウンドの回復を見据え、外国人向け府域Wi-Fiの環境整備、ＱＲコードやＩＣＴを活用し

た多言語情報提供案内の普及促進など、外国人旅行者の受入環境の充実を図られたい。また、大阪

府や経済団体と連携を密にし「国際都市大阪」に向けた施策を拡充すること。併せて外国人旅行者

に日本の習慣などを広く周知し、マナー向上のための啓発活動を一層強化されたい。 

⑦ 大部分が本市内の事業者から徴収されるにもかかわらず府の財源となっている宿泊税について、

本市の裁量で観光施策の財源として自由に使えるよう、府へ強く働きかけられたい。 

⑧ 民泊対策として、引き続き違法民泊の取り締まりを行い、適法な民泊への誘導を進められたい。

また、観光客の宿泊ニーズに対応しつつ、市民の安全・安心な生活がともに成り立ち、観光客と市

民が調和する良質な民泊を促進し、観光地域まちづくりを推進されたい。さらに、民泊に関する

様々な課題に対しては、周辺住民の不安を解消するための方策を講じるともに、当初の目的と役割

を終えた特区民泊については、新法民泊への移行も視野に入れて取り組まれたい。 

 

９．2025年日本国際博覧会の開催に向けた取り組みについて 

① 大阪・関西の発展につながる2025年日本国際博覧会の開催に向けて、市民をはじめ、来阪される

方々にとって素晴らしいものとなるよう、国・府・経済界及び公益社団法人2025年日本国際博覧

会協会と一体となって取り組むとともに、万博を契機として大阪に新たな産業が生まれ、地域経済

の活性化に繋がるよう、努められたい。また、万博の開催に際しては環境への配慮が適切になさ

れ、万博の理念であるＳＤＧｓの達成に貢献していくことが大切であり、万博会場で使用され

た資材・設備等については、リユースやリサイクルなど、万博のレガシーとしていく観点も十分に

踏まえて協会による設計が進められるよう取り組まれたい。 

② 博覧会協会が行った会場計画の見直しにより、会場建設費が大きく増額となっているが、今後こ

れ以上に上振れすることのないよう、市として協議・検討の場へ参画して意見を主張するなど、博

覧会協会と密に連携し、協会による効率的な整備やあらゆる面でのコスト縮減を確実に進められる

よう取り組まれたい。インフラ整備などの関連事業についても、適正な経費負担の観点の下、当初

計画から大きく上振れすることのないよう、かつ、本市として過度の経費支出を行わないよう、慎

重に検討・協議を行われたい。事業費が想定を上回る場合には大阪府に対して、万博に必要なイン

フラ整備などの関連事業費について費用負担を確実に求められたい。 

③ 万博を契機に都市格の向上、経済の発展につなげるため、国際観光・物流拠点として夢洲を中心

とした臨海部でのインフラ整備を着実に進められたい。また、コスト縮減に努めながら淀川左岸線

（２期）事業をはじめとする万博のアクセス向上に資する整備を推進し、安全性の向上、にぎわ

い・魅力の向上の整備等についてもインフラ整備計画に基づき着実に取り組まれたい。さらに、国
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のアクションプランも踏まえ、万博の成功に向けて必要なソフト事業や規制改革についても、積極

的に推進されたい。 

④ 夢洲周辺の交通アクセスについては、万博来場者の円滑な輸送の確保とともに、物流や廃棄物運

搬などの経済活動や市民生活へ影響を与えないよう、特に万博開催に伴う会場周辺や地元地域にお

ける交通への影響が懸念されることから、2025年日本国際博覧会協会と連携して必要な対策を適切

に講じられたい。また、多様な輸送手段の確保という点から海上アクセスは重要であり、クルーズ

客船などのニーズを十分に把握したうえで、整備実現に向けた検討を進められたい。  

 

10．都市格の向上と大都市税財政制度について 

① 国や京阪神の各都市と連携し、スタートアップエコシステムにおけるグローバル拠点都市に選定

された強みを最大限活用し、新しい発想や革新的な技術で成長産業を牽引するベンチャー企業を育

成し成長させるための取組みを推進されたい。また世界から投資を呼び込むため、大阪の強みやポ

テンシャルを活かした、「国際金融都市」の実現に向けた取組みを積極的に進められたい。 

② 新型コロナウイルス感染症緊急経済対策における税制上の措置等として、売上が減少した中小事

業者等に対する償却資産及び事業用家屋に係る固定資産税等の軽減措置や、令和３年度評価替えに

伴い負担調整措置等により税額が増加する土地について前年度の税額に据え置く特別な措置等が講

じられたが、国の経済対策については、国税や国庫補助金などにより実施すべきであり、固定資産

税の軽減措置等を用いないことを強く国に求められたい。 

③ 地方分権の確立に向け、住民に最も身近な基礎自治体である本市が、圏域の牽引役として機能

し、複雑で多様な大都市固有の行財政需要に対応し、自立的な行政運営を推進できるよう、現在の

政令指定都市制度の枠組みの強化・拡充や税財源の移譲による地方税財源の確保をさらにすること

を国に求められたい。 

④ 地方税財政改革の推進については、今後大きくなる地方の役割を踏まえ、必要な地方財源総額の

確保に努められたい。ついては、消費税、法人税を含めた複数の基幹税からの税源移譲により、

国・地方の役割分担に応じた租税配分を実現し、歳入構造を地方税中心とすることに努められた

い。 

⑤ 法人住民税の一部を国税化し、地方交付税として地方間で再配分する地方法人税は、単なる

地方間の税収の再配分となる制度であり、受益と負担の関係に反しているため、速やかに撤廃

し、法人住民税へ復元することを強く国に求められたい。 

⑥ 都市の役割分担にふさわしい大都市特例税制の創設や消費流通課税の配分割合の加算など大

都市税財源の充実強化に向けた要望活動にも積極的に取り組まれたい。 

⑦ 地方交付税の改革については、臨時財政対策債による対応は速やかに廃止し、財源不足の解

消は、地方交付税の法定率の引上げによって対応するよう国に求められたい。また、地方の保

有する基金の現在高を理由とした地方財源の削減は決して行わないようあわせて国に求められ

たい。 

なお、令和４年度の新型コロナウイルス感染症による影響に伴い生じる財源不足に対して

は、地方交付税の増額確保を強く国に求められたい。 

⑧ 国庫補助負担金の改革については、国と地方の役割分担を明確にしたうえで、地方が担うべき分

野については、国庫補助負担金を廃止し、所要額を全額税源移譲されるよう求められたい。 

⑨ 都市経営の観点に立ち、大阪経済圏の成長を図り、関西全体の持続的な成長・発展に貢献する都

市としてあり続けるため、将来の税源の涵養が望める具体的な施策・事業について、「大阪の再

生・成長に向けた新戦略」に基づき選択と集中による積極的な展開を図られたい。 

⑩ 都市の再生を図るため、「都市再生緊急整備地域」での民間による都市開発を促進する「大阪駅周

辺・中之島・御堂筋周辺地区」及び「夢洲・咲洲地区」における「国際戦略総合特区」、「特定都市

再生緊急整備地域」の制度を活用した事業の推進に取り組まれたい。 
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⑪ 国のスーパー・メガリージョン構想で西の拠点となる「新大阪駅周辺地域」について、都市再生

緊急整備地域の指定に向けたまちづくり方針の策定に取り組まれたい。 

⑫ 特区制度の活用により、戦略拠点の形成に向けた取り組みを進めるとともに、本市として効果

的な施策・事業に一体的に取り組むことが必要であり、産学官連携による知的創造活動の強化や成

果の事業化・新ビジネスの創出を促進するなど、大阪経済の活性化に努められたい。また、「環境・

エネルギー」や「健康・医療」をはじめ、大阪の強みを活かすことで今後市場の成長が期待される

産業分野への中小企業の参入を促進されたい。 

⑬ 特区制度の活用により、新たな産業育成で医療・介護サービスの提供とともに、市場拡大が見込

まれるロボット関連産業を活性化させ、この分野における慢性的な人材不足の解消と医療・介護現

場の環境改善に向けて重点投資されたい。 

⑭ 魅力ある都市環境の創出に向け、官民連携によるエリアマネジメントとして大阪版ＢＩＤ制度の

運用が開始されているが、さらなる推進に取り組まれたい。また、都市再生推進法人への税制支援

制度等の整備が図られるよう国に求められたい。 

⑮ 創造的人材の育成・交流機能の強化を図るため、大学等との連携強化と立地の促進に取り組

むとともに、雇用創出につながる内外からの企業誘致、投資の呼び込みを進めるため、大阪府や経

済団体等と連携し、積極的なプロモーション活動を展開されたい。 

⑯ 大阪の成長に資するよう、ＭＩＣＥ機能のさらなる充実を図り、大阪観光局と連携するなど、戦

略的なＭＩＣＥ誘致に取り組まれたい。 

⑰ 成長産業分野の事業所や工場などの立地・定着を促進するため、「国際戦略総合特区」の制度を最

大限活用するとともに、立地支援の充実に努められたい。 

⑱ 統合型リゾート（ＩＲ）実現に向けた土壌汚染・地中障害物・液状化の土地課題については、Ｉ

Ｒ事業用地としての適性確保の観点等から、市が土地所有者として負担することとしているが、市

民負担となることがないよう、国際観光拠点（２期・３期）の開発への影響も考慮し適切に慎重に

対応されたい。 

⑲ 統合型リゾート施設（ＩＲ）は、地域経済の活性化や雇用創出といった経済波及効果や税収の増

加などの効果が一定は期待できるが、一方でギャンブル依存症、公共の秩序維持や治安の悪化に対

する懸念など慎重な意見もあり、開業までに対策が講じられることが必要不可欠である。国におけ

るＩＲのメリットを最大限発揮できる仕組み作りや、デメリットに対する不安や懸念を払拭するた

めの対策についての検討状況を注視し、市民の理解を得られるかについて慎重に検討を行われた

い。 

一方、新型コロナウイルス感染症の影響により、世界のＩＲ事業者も厳しい経営状況であるが、

事業条件の遵守をはじめ、国が求めるＩＲ区域・施設に係る安全や健康・衛生の確保などについ

て、適切に事業者に求められたい。 

  また、今後、2025年大阪・関西の万博の開催に向けて、夢洲内での様々な工事が輻輳すると見込

まれるが、仮にＩＲが大阪に実現する場合には、万博の開催に悪影響が生じることを防止するた

め、関係先と十分に調整を図られたい。 

⑳ 最先端技術を活用しつつ、複数分野にまたがる規制改革を進め、未来の暮らしを先行実現する

「まるごと未来都市」であるスーパーシティ構想について、うめきた２期地区及び大阪・関西万博

の会場となる夢洲での実現に向けた具体化に取り組まれたい。 

 

11．市民のための市政改革について 

（１）継続すべき市政・区政改革 

① 服務規律刷新ＰＴによる取り組み等により、服務規律確保の効果が一定見られるなか、不祥事の

根絶に向けた一層の再発防止策を講じ、市民の信頼確保に全力を尽くされたい。また、処分にあ
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たっては、その公平性・客観性・妥当性を確保するとともに、研修等の充実による職員の意識改革

も引き続き進められたい。 

② 依然として厳しい財政状況のなか、未利用地については、売却一辺倒ではなく、今後は定期

借地方式及び一時貸付方式の積極的な利活用により歳入確保を図られたい。また、売却等にあ

たっては、まずは地元及び議会に対し説明責任を果たされたい。さらに、未利用地を取り巻く

状況の変化等により、個々の土地の活用方針の再検討が必要なものについては分類の見直しを

図られたい。 

また、もと学校用地の活用については、これまでの学校と地域とのつながりに配慮し、教育関連

施設の誘致を含め、まちづくりの視点をもって慎重に進められたい。 

③ ＡＴＣなど負の遺産の処理については、将来に経営破綻を来すことのないよう、経営再建や抜本

的対策に全力を尽くされたい。 

④ 国が全自治体に重点的な取組事項として示した「自治体ＤＸ推進計画」に基づき行政手続きのオ

ンライン化や自治体情報システム標準化などの取り組みをはじめ、デジタル化の本来の目的である

市民サービス・市民生活の質の向上並びに行政運営の効率化・高度化を実現するために、デジタル

技術とデータを活用して業務のあり方そのものを改革するＤＸの取り組みを積極的に進められた

い。 

⑤ 官民データ活用の推進に関する施策に積極的に取り組み、地域課題の把握及びその解決に向け、

市民や民間企業と協働するなどしながら、スマートシティの実現に向けた取組みを進められたい。 

⑥ 地域住民に最も身近な行政機関である区役所について、暮らしに関わる相談等を一元的に受け付

け関係機関・窓口に適切につなぐワンストップの仕組み、地域の産業振興や区民生活に密接な事項

に関する権限の区への移譲など、市民が実感できる区役所改革に取り組まれたい。 

⑦ 区役所保険年金担当業務について、市民の給付と負担の公平化を図るため、適正賦課及び効率

的・効果的な徴収に努めるとともに、各種相談業務の増加に的確に対応した窓口業務については充

実するなど、利用する市民の立場に立って市民サービスの向上を図られたい。 

⑧ 区役所窓口業務委託について、委託経費が増嵩している状況を踏まえ、安定的な窓口運営の維持

に向けて、幅広い観点から見直しを図られたい。 

（２）真のあるべき改革へ（行き過ぎた改革への警鐘） 

① 本市の財政状況に鑑み、大阪の持続的発展が可能となるよう施策の選択と集中を図り、人件費、

福祉費などあらゆる分野にわたって歳出の見直しに引き続き取り組み、受益と負担の明確化を図

り、負担の公平の観点から適正な賦課・収納率向上への取り組みによる歳入の確保を目指して、透

明性を確保しながら計画性を持って財政構造改革に取り組まれたい。 

  また、市民・納税者の利便性に配慮しながら、引き続き効率的な税務行政の推進を図られたい。 

② 歳出の削減に向け、行財政の効率化を図り、基礎教養や専門学識を有する良質な職員を計画的に

新規採用するとともに、生産性の向上とあわせ人件費総額の縮減に引き続き努められたい。ただ

し、部長級以上の幹部職員において継続している給与減額措置については、賃金上昇等による経済

の好循環実現に向けて国を挙げて取り組んでいる状況や、職員の士気に与える影響だけでなく、ラ

スパイレス指数が政令指定都市で最下位である状況等もふまえ、早急に解消されたい。 

また、市政改革の推進にあたっては、市民への説明責任を十分果たしつつ、市民サービスの低下

を来さないよう留意するとともに、中長期的な財政状況見通しとのバランスを考慮した計画的な実

施に努められたい。 

③ 本市の財政状況をふまえ、社会経済情勢の変化や多様化する市民ニーズに的確かつ効率的に対応

し、真に必要な市民サービスを確保するため、官・民の役割を踏まえ、常に最も適切な者が担い手

となるよう取り組まれたい。 
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また、改革の推進にあたっては公務員としての資質の向上や能力の再開発はもとより、その能力

や実績がプラス面においてこそより的確に反映されるよう、人事・給与制度の継続的な検証と改善

に取り組まれたい。 

④ 令和２年10月１日時点で15ある外郭団体については、本市の行政目的及び施策をより効果的かつ

効率的に実施する観点を踏まえたうえで、本市の人的・財政的関与のあり方の見直しを図られた

い。また、固有職員の勤務労働条件にできるだけ影響が及ばぬよう配慮されたい。  

さらに、団体運営の効率化を図るとともに、団体の自立性の向上を図られたい。 

⑤ 地方分権の時代に対応した行政システムを確立するため、区・局における施策の選択と集中の取

り組みを一体的に示した運営方針を策定し、取り組みの進捗や目標達成状況について点検評価を行

い、その評価結果を予算編成や次年度運営方針の見直しなど市政運営に反映させるようＰＤＣＡサ

イクルのさらなる推進に努められたい。 

⑥ 株式会社化された交通事業については、我が会派から要望した１２項目の趣旨を含む基本方針を

確実に実行または着手するよう、適切に監理すること。 

とりわけ、バス事業については、大阪シティバス株式会社を本市とOsaka Metroがあわせて100％

株を保有する会社として、公的関与を残した上でのグループ経営を図り、地下鉄の輸送サービスを

補完し、市民の最も身近な公共交通インフラとして、地域の移動手段としての役割を果たすよう、

不採算であっても必要な路線については、大阪市が一定の支援を行うとともに、事業者として、路

線サービスを維持できるよう適切に監理すること。 

⑦ 水道事業については、市政改革の中で自ら抜本的な経営改革を推進し、経営基盤の強化を図るた

め、より一層の経営の効率化に努めるとともに、資産の有効活用や国等からの公共助成の確保によ

る収入の確保にも全力を挙げられたい。また、市民サービスについては、創意工夫を行い、拡充を

図られたい。 

⑧ 市民が、市の歴史や文化に触れ、大阪市への愛情と誇りを育む契機とするため、「大阪市民の日」

を制定されたい。 

⑨ 市民の生命・健康に対する十分な議論が行われないまま、市立環境科学研究所の廃止が議決さ

れ、府立公衆衛生研究所と統合・独法化し、平成29年４月に地方独立行政法人大阪健康安全基盤研

究所が発足されたところであるが、健康危機事象発生時に市民の生命・健康を守るという、本市の

公衆衛生に対する責任を果たすべく、地方衛生研究所としての機能を堅持し、今後新たな感染症の

パンデミックが発生した場合においても対応できる検査体制の構築に努められたい。また、大阪健

康安全基盤研究所の一元化施設整備が進められているが、建設工事費だけでも110億円を超える多額

の整備費用が見込まれている。財政状況の厳しい大阪府から、本市が過度に負担させられることが

ないように十分に留意されたい。 

⑩ 市特別顧問などの業務内容は、市長に委託された事項の調査・審議・助言であることから、特別

顧問に職務権限を逸脱するような過度な介入を行わせないようにすること。 

⑪ 大阪市の将来像として、東京の後塵を拝する「副首都」ではなく、関西圏全域で首都圏に対抗す

る中での中核的役割を果たすことが求められる。首都圏に対抗する関西圏の母都市として、将来的

な道州制の導入を視野に入れ、関西州の州都を担う都市機能の充実強化を図られたい。 
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◆自由民主党・市民とつながる・くらしが第一大阪市会議員団 

 

令和４年度大阪市予算編成に関する要望書 

 

ワクチン接種の浸透とともに新規陽性者数は減少しており、いよいよウィズコロナのフェー

ズに入ったのではないかと考えています。ただし、あらたにオミクロン株の拡大が懸念される

中、今後「第６波」が発生することも考えられるため、感染症対策の徹底や３回目となるワク

チンの追加接種といった「備えること」が、より重要となっていきます。 

政令市大阪市を存続、発展させることが民意として示された今、我々議会としてもコロナ後

の大阪を見据え、さまざまな改革を提案していきたいと考えています。近年、日本が少子高齢

化、人口減少社会へと進むなか、大阪市も人口構成が 24区で変わり、現状の行政サービスが維

持できるのか懸念されます。 

いまこそ、こうした課題に対応し、大阪市民に持続可能な行政サービスを提供するために、

合区を含めた行政区の在り方審議会を立ち上げ、市民を巻き込んだ都市内分権の議論を始める

必要があると考えます。 

我が会派としては会派名のとおり、市民、区民にしっかりと寄り添い、その声に耳を傾けな

がら、時代に合ったしなやかな改革を市政にもたらすことをめざし、市民の皆さんに参加参画

いただき、声やアイデア、知恵を政策に反映していきます。 

ぜひとも、令和４年度予算編成にあたり、以下重点項目として５項目、そのほか 10項目につ

いて予算化されるよう要望いたします。 

 

○重点要望項目 

＜１＞新型コロナウイルス感染症対策 

第５波では、想定を大きく上回る感染拡大により、療養決定遅れ等の健康観察・診療等への

アクセスの遅れにつながったことから、第６波の感染拡大時には、多くの自宅療養者が発生す

ることを想定し、自宅療養者に対する初期治療体制の充実に加え、以下の取り組みを進め、早

期の治療体制の確保や自宅療養者へのケアの充実を図る必要があります。 

（１）取り組み方針 

・抗体治療往診医機関の整備や診療所も含めた抗体カクテル法の拡充 

・外来医療機関への患者搬送体制の構築 

・圏域における抗体治療医機関バックアップ病院の整備 

・「コロナ差別禁止」を盛り込んだ条例の検討 

（２）医療、公衆衛生 

・今後の病床オーバーフローに備えたさらなる確保 

・地域の状況に応じた受入病院の機能分担や転院調整等も含めた病病・病診連携の構築 

・入院待機施設や臨時の医療施設の拡充 

・保健所業務の効率的な重点化 

・３回目の新型コロナワクチン接種を希望する市民へ速やかに接種できる体制整備を行うこ

と。 

（３）くらし、経済、こども、福祉、 

・コロナ禍によって、仕事、住まいを失った人への相談体制の充実・強化すること。 

・包括的な支援により自殺防止対策にとりくむこと。 

・学校給食費無償化を継続すること。 

・ひとり親世帯へのさらなる経済的な支援策を行うこと。 
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・家庭でのオンライン学習環境の整備・拡充をすること。 

・中小企業者が事業継続のため市独自の支援策を行うこと。 

・休業要請、時間短縮の要請に対する協力金だけでなく、飲食店へのさらなる支援策を国に

要望すること。 

・介護従事者が新型コロナウイルス感染症に感染し、サービス提供の継続が難しくなった場

合に備え、利用者に対し継続的にサービス提供できるよう応援体制等の仕組みをつくるこ

と。 

＜２＞こども応援・すべての親子が安心してくらせるまちへ 

（１）こども応援 

大阪では５人に１人の子どもが「相対的貧困」状態にあると言われています。いろんな

「しんどさ」を抱える子どもたちが、子ども時代を幸せに過ごし、社会の中で自分を活かし

て生きられる社会をつくることは、大阪の未来をつくることです。そのために、まずは学校

の先生や保育士さんなど、子どもに関わる大人が元気に働ける環境をつくる必要がありま

す。子どもの学力を取り上げて評価指標の一つとし、ボーナスや学校予算に反映させようと

するのは、子どもの「生きる力」を育てようと一生懸命に向き合う先生や子どもたちを追い

詰めかねません。子どもたちと一緒に疲弊している教育現場の多忙化を解消し、過剰なバッ

シングなどで新しいチャレンジがしづらくなっている今の状況を変える必要があります。 

・学校をハブ（中心）に「教育」と「福祉」・「就労」・「まちづくり」をつなぎ、地域や社会

と共に子どもたちの学び育ちをトータルにサポートすること。 

・福祉と社会教育のコーディネートを担当する外部連携担当人材が学校を専任で支援するよ

うにすること。 

・小学校における35人を基準とした少人数学級編制を計画的に実施すること。 

・学校を拠点にした豊かな教育環境／子どものセーフティネットづくりを推進すること。 

・フリースクールへの補助や、居場所や子ども食堂など学校外での「小さいけれど大事な活

動」が持続できるよう、小口でも継続的な財源を確保する「小さな取り組み応援」を制度

化すること。 

・支援の少ない中高生（ティーン）向けの「夜のたまり場」を設置すること。 

・不審者の見極め、危険予知と犯罪の予防、トラブル時の最善の対応のため、警察ＯＢで編

成する「わが町 子ども見守り隊」の設置を検討すること。 

（２）すべての親子が安心してくらせるまちへ 

社会では今、女性の活躍を後押しすることが求められています。家族のカタチも多様化し

た現在、すべての人が自分らしい生き方を選択できるようにするためにも、特に女性が困難

を抱え込み、不利な境遇に陥ってしまうような条件や制度・慣習の見直しが必要です。 

例えば母子家庭。大阪市では、母子家庭の８割以上が就業していますが、正社員として働

く人は４割に満たず、平均年間就労収入は229.2万円です（大阪市平成30年調査）。公営住宅

の優先入居などはあっても、子育て・家事・仕事に追われる母のニーズを十分に満たせず、

劣悪でも都心部の住環境を選択することは少なくありません。また、生活保護の住宅扶助額

（月約５万円）並みの家賃の住居に住める就労収入を得ることも困難な状態です。 

・ひとり親家庭には、家賃補助の仕組みづくりをすすめること。 

・空家・空室リニューアルによって低廉な家賃の住居を供給すること。 

・住居の安定を目指し、その上で就労支援を行い、住むことと働くことを重ね合わせた

「パッケージ型制度」を構築すること。 

・優先入居の対象となる公営住宅を用意する場合は、住宅支援のみならず、子育て支援な

ど、ケアやコミュニティを意識した、包括的・総合的支援を提供すること。 
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＜３＞大阪成長戦略（文化の継承・下町成長・にぎわいづくり） 

大阪市は全国一事業所密度が高い「商人のまち」です。18万事業所があり、市内総生産は 20

兆円、従業員数は 221 万人（大阪市民は 80万人）で周辺地域にも多くの雇用機会を提供する経

済・産業の中核都市です。その分、昼間人口比率は高く、市民の購買行動の影響が小さい＝国

内や海外の景気動向に影響されやすいまちです。 

しかし、新たな需要となる万博・カジノに「成長戦略」を頼るだけでは、身近な地域経済は

活性化しません。売上げは増えても利益は外資・大企業の本社に流れ、都心部と大阪南部、環

状線外縁部でみられるような域内格差は広がる一方です。 

不安定な経済に振り回されず、地域に入ったお金を地域内で循環・滞留させて地域経済を創

り直すことが必要です。大阪には多様な歴史と文化、特色ある産業や地域資源があります。さ

まざまな困難とニーズを持つたくさんの市民が住んでいます。 

・高い産業集積密度、消費地と生産地の接近、包容力のある市民気質を活かすこと。 

・困りごとや地域課題から、都市生活産業を産みだすこと。 

・身近な区政に住民参加型の産業振興部署を設置すること。 

・個別企業から地域の特性に応じた産業支援への転換を推進していくこと。 

・指定管理者や大規模な公共調達物件等の実施においても、地域の中小企業振興や地域課題解

決などの視点を持った基準を設けること。 

・女性や若年者、障がい者、外国人など多様な人材の成長、キャリア形成を継続的に支援でき

る人材に強い中小企業群・中小企業ネットワークづくりを推進すること。 

・事業主や企業等を支援する経済戦略局と市民の就労・雇用を支援する市民局・福祉局等の関

係部局が連携し、企業と市民を両面から包括・総合的に支援できる体制を構築すること。 

・地域の祭りや伝統文化を支援すること。 

・新美術館をはじめとする独立行政法人博物館等への支援をし、大阪市との連携を図ること。 

＜４＞老朽インフラ・市設建築物の維持管理・更新 

大阪北部地震、度重なる災害で、大阪市の交通、生活インフラが脆弱であることへの不安が

広がっています。大阪市では高度経済成長期に多くの市設建築物やインフラが整備されたため

に、学校や市民利用施設などの市設建築物で30年以上経過したものが半数（59.9％）、橋梁、地

下鉄、水道などのインフラ施設についても、建設後長期間を経過した施設が多くなってきてお

り、今後、施設の維持管理や更新に要する費用の増大が想定されます。市設建築物の維持管

理・更新費は、これまでの築40～50年の建て替えから築65年で建て替える長寿命化計画を前提

としても、今後30年間の平均で、年909億円と試算されています。また、インフラ施設（一般会

計分）でも毎年197億円が必要とされています。 

2015年に大阪市公共施設マネジメント基本方針が定められて以降、中期的な財政収支見込で

は一定の額を見込んでおり、近年の予算ベースでは試算値を充足しているものの、今後公共施

設の維持管理・更新費の増嵩が見込まれています。また、水道管の緊急対策では約5,200ｋｍの

うち1,000ｋｍを10年間で耐震化する計画ですが、これだけで1,900億円と試算されています。

40年の法定耐用年数をこえた水道管は、令和２年度末現在で51.0％です。 

老朽化した市設建築物・インフラ施設も、ひとたび想定外の災害に遭遇すると「時限爆弾」

となって都市生活を脅かしかねません。安全なはずの避難所が被災して機能しないことすらあ

り得ます。2045年までに20万人以上の人口が減少する時代を迎えて、老朽化した市設建築物・

インフラ施設の問題は避けて通れない重たいテーマです。 

・市民ニーズや施設総量を見極めた優先順位を決め、複合化・多機能化による再編計画を適切

にすすめること。 

・民間活力の参入で持続可能な保全管理をすすめること。 

・水道事業における PFI 管路更新事業の代替案を早急に決めること。 
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・南海トラフ地震が３０年以内に発生する可能が大きいため、それに備えた耐震、耐水対策を

早急に進めること。 

＜５＞都市内分権をすすめるための審議会の設置 

公募区長の導入とともに区役所が変わり始めたと市民は実感しています。区シティマネー

ジャーとして一定の権限を持ち、区内の課題に向き合う区長が生まれてきました。 

しかしながら、人口・産業の集中の結果、区相互間の人口比率で格差が生じ、人口・面積の

大きな区では行政サービス水準の低下、各種施設利用の不便及び区役所の業務負担等の過重等

が発生する一方で、人口・面積の小さな区では、一定の対象人口が必要な社会教育施設、社会

福祉施設など行政サービスの提供に困難が生じ、区内諸団体の組織運営に支障が生じるなど、

各区の間で行政サービスの不均衡が顕著になってきたため、その解消を図る必要があります。 

・合理性や歴史性（区名も含め）を踏まえた議論のベースとなる考え方を取りまとめるため学

識者や地域代表などからなる審議会を設置すること。 

・さらなる、区の権限強化や予算拡充、住民自治の拡充を目指して、合区や地方自治法改正で

設置が可能となった総合区の設置も含め基礎自治機能の充実ついての検討を進めること。 

・住民自治の拡充を目指すのであれば、統治する側からのトップダウン型の改革ではなく、そ

のプロセスにも住民が参画し、幅広く議論を行いながら進めていくボトムアップ型の改革と

して進めること。 

・「合区」「総合区」については、その議論のプロセスにも幅広く住民の参画を進めること。 

・地方自治法による地域協議会の仕組みの活用などすぐできる取り組みからモデル的に進めて

いくこと。 

 

○要望項目 

１．大都市における住民自治の拡充 

（１）区政会議 

・区民の声を区の将来ビジョンや運営方針に反映し、各区・各地域の実情や特性に即した施

策・事業を実施するために、現在の区政会議の進め方の改善、権限強化をはかること。 

・権限強化の手法のひとつとして地域協議会の仕組みの活用など検討すること。 

（２）地域活動協議会 

①事務局 

・地域振興会をはじめとする各種地域団体や企業、ＮＰＯ等、多様な主体が参画し、地域に

おけるさまざまな地域課題に取り組み、市民による自律的な地域運営が図れるよう、地域

活動協議会の事務局体制の確立に向けて中間支援組織を活用すること。 

②活動拠点 

・地域集会施設の改修・建替えについて積極的に行うこと。 

③スーパーコミュニティ法人 

・雇用などが代表者の私的契約になり、多額の金銭の扱いが個人責任になる一方、ＮＰＯ法

人などは地縁の自主組織となじまないなど、協議会型自治組織が抱える全国でも共通の課

題がある。こうした課題解決に向けて、国への働きかけが行われている「スーパーコミュ

ニティ法人」について、大阪市としても調査研究を行いその実現を目指すこと。 

④補助金 

・地域活動協議会の活動の負担にならない会計や補助金の仕組みの改善を行うこと。 

（３）施策の縦割りをつなぐ総合的な長期ビジョンの策定 

・それぞれの課題分野、施策ごとの長期的な計画、取り組みをつなぐために基礎自治体とし

ての長期的なビジョンを策定し、大阪市総合計画を策定すること。 
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・区レベルにおいては施策の縦割りをつなぐ区の将来ビジョンを区民の声を反映し策定する 

こと。 

（４）「市民がつくるおおさか条例（案）」づくり 

・「みんなのことを、みんなで決めてやっていく」市民自治と地域自治を推進するためのルー

ルを書き込んだ「市民がつくるおおさか条例」づくりをすすめること。 

・行政も、企業も、ＮＰＯ・団体も、大阪市に住む人、はたらく人も身近な区政に参加し、

対等な関係で協働しながら、地域の課題解決に取り組む持続可能な市民自治の仕組みを、

市民参加でつくりあげていくこと。 

 

２．高齢者、障がい者、子どもなどの支援策の充実 

（１）住民自治型の地域福祉の推進 

①地域福祉ビジョンの策定と区の運営方針に基づいたＰＤＣＡの徹底 

・様々な課題解決のためその課題別に対応した福祉施策、事業が縦割りに実施されている

が、対象となる住民は同じであり、複雑・多様化、深刻化する課題に対応するには、連

絡・調整を行いながら、地域の中で施策の総合化を図る必要がある。そのために地域福

祉ビジョンを策定し、運営方針で実施のＰＤＣＡをしっかりと行うこと。 

・関連施策を単に実施するだけなく、住民、専門職、関係機関、団体が参画し、協働でき

る協議会やテーブルを定期的に調整し、参画者が主体的に課題解決に取り組む住民自治

型の地域福祉を推進すること。 

・役所に担当窓口がない地域課題については、行政と医療・福祉関係者、地域関係者から

なるプロジェクトチームを設置し、その解決を図ること。 

②総合相談窓口のワンストップ化の徹底 

・複雑・多様化、深刻化する課題に対応するために、専門分野ごとにたくさんの相談窓口

があるが、自分が必要とする窓口にたどりつけない市民がいる。最初に受け付けた相談

窓 口は、ただ単に紹介するだけでなく、適切な窓口につないでいくワンストップ化の

徹底を行うこと。 

③地域包括ケアの深化・地域共生社会の実現 

・高齢者、障がい者、子どもなど全ての人々が、一人ひとりの暮らしと生きがいをともに

創り、高め合う社会「地域共生社会」の実現のため、対象者ごとの福祉サービスを「タ

テワリ」から「まるごと」へと転換すること。 

・地域共生型福祉サービスの検証を進め、高齢者、障がい者、子どもなどの福祉サービス

の総合的な提供の阻害要因を解消すること。 

（２）専門性が高い事業の公募のあり方 

・複雑・多様化、深刻化が懸念される福祉課題の解決に向けては、専門性の担保と継続的な

支援体制の構築が不可欠であり、そのためには、サービスの担い手側の視点に立って、行

政としての委託のあり方について改善が必要である。委託側の都合だけではなく、受託側

の状況についても検証を行い、長期継続契約による複数年の契約の採用や、一部直営で行

うこと。 

（３）地域包括ケアシステムの構築と深化・推進 

・各区における地域包括ケアシステムの深化・推進を図るために、地域包括支援センターが

連携している地域の関係機関や区民からの意見が届くように地域包括支援センターの評価

の仕組みの改善や各区地域包括支援センター運営協議会の運営方法の改善に取り組むこ

と。評価の仕組みの改善にあたっては、高齢者を支援する地区医師会や歯科医師会、薬剤

師会、介護支援専門員連絡会、訪問介護連絡会などが評価できる仕組みとして評価シート

の作成などの検討を行うこと。 
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・地域包括支援センターは、高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、介

護支援専門員、主治医、地域の関係機関等の連携、在宅と施設の連携など、地域におい

て、多職種相互の協働等により連携するとともに、個々の高齢者の状況や変化に応じた包

括的・継続的マネジメントを実現するため、地域における連携・協働の体制づくりや個々

の介護支援専門員に対する支援等の行う役割をしっかり果たすこと。 

・全ての高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けるために、空家や空き店舗なども活用し、よ

り身近な地域での高齢者の交流の場の充実を図ること。 

・平成29年４月から実施している、新しい総合事業における多様な担い手によるサービスの

充実に向けては、小学校区ごとに組織された地域活動協議会が参画しやすい仕組みの構築

を検討すること。 

・大阪市の要支援要介護認定については30日以内にその結果を示せるよう、認定申請者の増

大を想定した、事務受諾法人の選定、人員配置の見直しなどの対策を講じること。 

（４）地域包括ケアシステム推進、地域福祉推進のための条例（案）の検討 

福祉サービスの重点が施設から在宅に変わった分、サービス総量は増えましたが、個々の

サービスに差が生じており粗雑なケアも目立ちます。また、生活課題が複雑・多様化し、複

合化しており、ますます生活の現場に最も近い地域に移行し「地域で個人をどう支えるか」、

また、そのための「仕組みづくりや地域づくり」が問われています。 

・行政、市民、医療・介護・福祉専門職の役割を明らかにし、協働しながら地域づくりにつ

なげるための条例（案）を検討すること。 

（５）生活困窮者自立支援制度 

・各種支援制度の連携を図り、専門的な相談機関とも協働して寄り添い型支援を行うこと。 

・非正規雇用が増加している若年者をはじめ、ひきこもりの方、障がい者、ひとり親家庭、

高齢者など「就労に向けた支援が必要な人」に対して、地域企業と連携した「働きながら

学ぶ」訓練付き就労（同制度の就労準備支援事業や就労訓練事業の推進など）の機会を、

目標を決めて強化すること。 

・前掲「＜２＞こども応援・すべての親子が安心してくらせるまちへ」、キャリア形成支援の

機会が乏しかった女性、あるいは後掲（９）ひきこもり・ニート支援にかかわるキャリア

のスタートがきれていない若者、セカンドキャリアを探すシニアにとって、めざす仕事や

働き方を体験・訓練しながらキャリアを見通す支援を強化するため同制度の活用を進める

こと。 

・多様な働き方を可能とする場の開拓と就労に向けた支援のために、区内の事業所から協力

を得られるよう、インセンティブの導入などの仕組みづくりを進めること。 

・生活保護に至る前の第２のセーフティネットとして、本市の実情に応じた実効性のあるも

のとなるよう、必要な財源の措置について国に要望すること。 

・地方自治法施行令第 167条の 2第 1項第 3号の規定に基づき、公共調達する「役所の仕

事」を訓練や支援の場として活用するように、随意契約が可能な認定就労訓練事業所を拡

充するなど、優先調達を活用した就労支援を推進すること。 

（６）難病者支援 

・各種難病に対する原因の解明、治療方法の確立について国に要望するとともに、患者とそ

の家族に対し、日常生活上生じる様々な問題の軽減を図るための諸施策を実施すること。 

（７）公営住宅福祉 

・住宅困窮度が非常に高く、生活に配慮を要する方々が多く生活する公営住宅では、滞納等

の情報を市民のＳＯＳのサインとしても受け止めるなど、地域包括支援センターや社会福

祉法人、ＮＰＯ、居住支援法人など、身近な地域で活動する団体等と連携した生活再建の

視点を踏まえた居住支援サービスの提供などに取り組むこと。 
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・高齢化した公営住宅の共用部の管理や草刈りなどを、住民の自治・互助任せにするのでは

なく、自治会支援など具体的な支援策を講じること。 

（８）住宅確保要配慮者支援 

 ・市民に身近な区レベルで実効性のある居住支援の仕組みづくりを大阪市住宅セーフティ

ネット連絡会議で検討すること。 

 ・居住支援法人の情報交換の場づくり支援を行うこと。 

・居住支援協議会について大阪市としてどうあるべきかの検討をすること。 

・現場で支援に取り組んでいる居住支援法人や、住宅確保要配慮者の研究をしている学識経

験者へのヒアリングを行うこと。 

・関係局の連携のもと居住支援にかかる情報共有や実態把握を進め、住宅確保要配慮者を取

り巻く様々な課題整理に取り組むこと。 

（９）ヤングケアラー 

18歳未満で、大人が担うような介護や家族の世話にあたる子どもは「ヤングケアラー」と

呼ばれています。15～29歳以下で家族の介護や世話をしている若者は全国で約21万人。（平成

29年就業構造基本調査より）埼玉県は「ケアラー支援条例」を制定し、「ヤングケアラー」を

支援する人材を育成するなど具体的な施策を進めるとしています。厚生労働省も、各都道府

県や市町村の教育委員会を通じて、中学生と高校生の実態調査行う方針です。 

・国の実態調査とも連携しながら、現状と課題を明らかにし、具体的な支援策の検討をする 

こと。 

（10）交通バリアフリー基本構想 

・区の権限になっているため都市計画局の責任が曖昧になり15年もそのままになっている交

通バリアフリー基本構想の変更について、都市計画局と区と連携しながら、学識経験者、

高齢の方や障がいのある方、交通事業者等の参画のもと着実に進めること。 

 

３．次世代を担う子ども施策の充実 

（１）すべての子どもの安心と希望の実現（子どもの貧困対策） 

・ひとり親家庭の相談窓口に、子育て・生活に関する内容から就業に関する内容まで、ワン

ストップで相談に応じることができる体制を整備し、必要に応じて他の支援機関につなげ

ることにより、総合的・包括的な支援を行う体制を整えること。 

・生活習慣の習得・学習支援や食事の提供等を行う子どもの居場所への支援を行うこと。 

・子どもの発達・成長段階に応じて切れ目なく教育と福祉を「つなぎ」、関係行政機関、地域

の企業、ＮＰＯ、自治会などを「つなぐ」地域ネットワークの形成すること。 

・福祉と教育がチームとしてつながり、課題に対応できるようスクールソーシャルワーカー

の活用を十分に図り、教育と福祉の連携を進めること。また、区の子育て支援室等との連

携がスムーズに進むよう、区でのコーディネート機能を充実させること。 

（２）児童虐待防止 

・すべての子育て家庭に対する支援を図る観点から、こども相談センター、各区の子育て支

援室（家庭児童相談室）、男女共同参画センター子育て活動支援館、保育所における児童相

談機能と相談体制の強化を図るとともに、きめ細かく相談窓口の周知・広報を行うこと。 

・こども相談センターを中心とした関係機関の機能の充実や虐待防止地域ネットワークの充

実を図るとともに、虐待通報から48時間以内の安全確認など即応できる体制を強化するこ

と。 

・大阪市における児童虐待による死亡事例のうち、０歳児の割合が60％となっているなか

で、虐待の未然防止や早期発見、保護者の孤立予防のためにも、１歳未満の子ども家庭に
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紙おむつの無償配布など、定期的に配達員・相談員などがアプローチできる支援策を講じ

ること。 

（３）産前産後ケアの充実 

①産前産後ケア 

・なぜ産後ケアが必要となっているのかその背景を明らかにすること。  

・産前産後の切れ目ない母親への心身のケアや育児サポートの体制を引き続き充実させ、

ひいては虐待リスク低減等の役割を果たせるよう努めること。 

・産後ケア事業の周知を積極的に行い、真に必要な人に情報が届くように利用支援を行う 

こと。 

②専門職としての助産師の配置の検討 

・妊娠前から、妊娠期、そして出産（保健師は取り上げることはできない）、産後、と継続

して関わる助産師がいる。産後の不安の原因でもあるおっぱい相談も助産師の範疇であ

る。「母子」に特化した専門職として助産師職を母子支援に活かす取り組みの検討をする

こと。 

・保健師の業務は多岐にわたりすぎているため、子育て支援の充実のために、保健師と連

携しながら妊婦から産後までは助産師の活用を検討すること。   

・コロナ禍においては、保健師が母子支援までは手が回らなかった課題がある。今後も起

こり得ることも踏まえた対策を検討すること。 

（４）就学前児童の健全育成 

①弾力的な保育環境の整備 

・保育所居室の面積基準緩和及び１歳児の保育配置基準を早期に復元するとともに、多様

な保育需要に応えるため、保育所の適正配置、施設の拡充整備に努めること。 

②公立保育所・幼稚園の民営化計画の撤回と存続 

・公立保育所・幼稚園は、就学前児童の健全育成のセーフティネットとして重要な役割を

果たしており、原則民営化の計画を撤回すること。 

・公立保育所で進められてきた再編整備計画については、保育の質を維持・向上させるこ

とを基本に市民・保護者の理解を得て公私間の調整を図ること。 

③待機児童対策 

・民間保育所の新築や既存施設の増築または分園整備、あるいは保育事業の充実などとと

もに保育士確保の推進等により総合的に待機児童の解消を図ること。 

④企業主導型保育事業所 

・大阪市内に設置された企業主導型保育事業所240園(2021年10月20日現在)の空き定員を有

効に活用し、待機児童の解消を図ること。 

⑤認可外保育施設 

・届け出済み認可外保育施設が保育無償化の対象となったように、一定の水準を満たすと

認められる認可外保育施設については、大阪市内の認可保育施設の保育士確保等を支援

する各種事業・施策の対象に含めることを検討すること。 

・企業主導型保育事業所を含め、増加している認可外保育施設の管理監督等にあたって

は、必要な財源措置について国に要望すること。 

（５）外国につながる子どもたちの健全育成 

①就学前教育 

・大阪市で保育施設を利用される外国人に向けて、制度概要等を説明する多言語動画のみ

ならず、保育現場においても翻訳機器の活用など母語保障や適切な意思の疎通に配慮し

た環境整備に努めること。 
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・保育士と同等の能力を有すると判断される外国の保育・教育資格や学歴等を有する人材

を、保育支援員等として、保育現場で活用できる取り組みを進めること。 

②外国につながる児童生徒の受入れ・共生のための教育の充実 

・きめ細かな日本語指導充実のための取り組みを充実させること。 

・言語支援のみならず、母語・母文化の保障、多文化共生教育の推進などを目指した、と

もに生きる取り組みにしていくこと。 

（６）障がい児への就学支援 

①障がい児就学 

・就学にあたっては、本人、保護者の意向を尊重すること。 

・学校施設の整備改善を図り、すべての障がい児の教育を保障すること。 

・就労に向けた進路指導を充実すること。 

・障がい児の学校生活を保障するため、介助等の支援に当たる人的配置の充実を図るこ 

と。 

・障がい児の通学の付き添いへのサポートのために、登録型の付き添いサポーター事業を

実施し、教育を受ける権利を保障すること。 

②発達障がい児支援 

・ＬＤ、ＡＤＨＤ等の発達障がいのある児童生徒に適切な指導・支援を行うため、教員等

に指導内容や方法に関する助言を行う巡回相談の回数を増やす等の拡充を図ること。 

（７）生野区西部地域学校再編整備計画 

①学校再編 

生野区の西側の12の小学校をいったんリセットして４つの新しい小学校に再編する計画

は、地域住民の理解と合意が得られていない状況です。 

令和２年度からは、条例に基づき、生野中学校区、田島中学校区、大池中学校区で、学

校再編整備計画が策定・公表されているところであります。 

反対、賛成どちらの立場でも、地域の現状がどういう状況なのかを知り、地域の将来の

子どもたちのために、何がよりよい選択なのかを考える機会にし、はじめから答えありき

ではなく、協働で考えていくプロセスが重要です。 

・再編整備で何ができるのかなど具体的に示しながら、地域住民の皆さんからの発意を十

分にくみ取って取り組みを進めていくこと。 

②学校跡地活用 

地域の活動の拠点になっている学校の跡地活用については、地域にとっては、大変重要

な話です。活用していくにあたり、地域住民の皆さんが主体になって関わらないと成功す

るとは思えません。 

・学校跡地活用の検討プロセスに地域住民の皆さんが参加参画できる取り組みを進めるこ

と。 

・跡地活用は、長期間にわたり今後の地域のまちづくりを規定していくことになる。単に

価格重視にならないような工夫をすること。 

③生野区の学校再編による新たな通学路の安全対策について 

子どもたちが新たな通学路を通うための安全対策が課題となっており、保護者より不安

の声が届いています。半年後に開校するにも関わらず結論が出ていないものや、要望があ

るにも関わらず、信号機がつかないと結論が出されたケースもあり、事故等があってから

では遅いと考えます。 

・結論が出ていないものや、実現できないものについて保護者の不安を解消するための方

策を早急に講じること。 
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（８）学校施設整備 

①教育環境の改善整備 

・老朽鉄筋校舎を改築し、プール、体育館、特別教室の整備充実（特に大規模校の特別教

室の複数化）や給水設備の直結給水化を推進するなど、教育環境の向上に努めること。 

②学校図書館の充実 

・すべての学力の基礎となる読解力・記述力を培うため、全校一斉の読書活動など言語力

育成の取り組みを進めるとともに、改正学校図書館法に基づき、学校図書館の活性化を

図るため、学校司書を配置すること。 

・引き続き地域住民による読書支援活動ボランティアの育成並びに小中全校への配置を推

進すること。 

・すべての小中学校において「学校図書館図書標準」を達成するなど、蔵書の充実を図る 

こと。 

・学校図書館と市立図書館との一層の連携を図ること。 

③空調設備 

・特別教室に空調を設置すること。 

（９）ひきこもり・ニート支援 

・社会的自立に課題を抱えた青少年に対する支援の充実を図ること。 

・不登校、ひきこもりなどコミュニケーションに課題を持つ青少年の居場所として、14カ所

の通所場所を削減するのではなく、社会と関わる力を育てる場所として、内容等の充実・

整備を図ること。 

・学校、こども相談センター、各区の子育て支援室など関係機関の連携で、中学校卒業後も

途切れることなく社会生活デビューへと導く寄り添い型の支援策を講じること。 

・不登校や中退などを経験した若者を含め、すべての若者が望む職業キャリア初期を順調に

歩めるよう、就職後の定着支援や予期せぬ転職や転社に対応した、切れ目のない就労支

援、キャリア支援に着手すること。 

（10）児童扶養手当 

・自立を妨げる要因になってしまう多額の返還金が生じないようにするため、児童扶養手当

の受給要件については、新規認定時や現況届受付の際などに、受給者によく説明を行うよ

う取り組むこと。 

（11）幼児教育の無償化 

・幼児教育無償化を拡充すること。 

（12）学校選択制 

・2014年度に導入された学校選択制は、2014年度＝小学校が5.1％・中学校が2.9%から、2020

年度＝小学校が9.0％・中学校が6.0％と通学区域外への就学は漸増している。そのような

中、低学力や荒れているといった課題のある学校を忌避したり、噂や偏見による学校選択

がなされるといった問題が生じており、中には児童・生徒の流出が続いている学校も見ら

れる。また、教育熱心な保護者であるか、通学可能な範囲に学校があるかといったそもそ

も子どもが選択のしようがない課題があることも指摘されている。かつての越境問題を繰

り返さないためにも、実態を把握し改善に取り組むこと。 

（13）子ども見守り隊の編成 

・不審者の見極め、危険予知と犯罪の予防、トラブル時の最善の対応をするため、警察勤務

で磨いた巡回と職質スキルを有する警察ＯＢで編成する「わが町 子ども見守り隊」の設置

を検討すること。 
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（14）通学路安全プログラム 

・危険箇所については新たに発生するところもあるので、毎年安全点検を行い、何がどこま

で進んでいるのかが把握、進捗管理し、子どもも保護者も安心できる通学路の安全対策を

しっかりと進めること。 

・ハード・ソフトの対策が完了できていない危険個所に対する対策を合同で検討し、具体的

な方策を早急に講じること。 

（15）こども食堂の拡充と支援 

・地域の集会所や学校園の利用を可能とするこども食堂の運営を検討すること。 

 

４．空家対策の取り組みの推進 

（１）大阪市空家等対策計画の着実な実行 

①区役所を拠点とした取り組み 

・各区のアクションプランに基づき、区役所を拠点として、地域や専門家団体等と多様な

連携を図り、空家等対策に取り組むこと。また、それに応じた予算措置を行うこと。 

②特定空家等対策 

・安全・安心なまちづくりの観点から、周辺の生活環境に悪影響を及ぼし、早急な対応が

求められている特定空家等対策について、所有者の特定に重点的に取り組み、自主的な

改善につながらないときは、命令・代執行による是正措置を行うこと。 

③空家等の利活用 

・空家等の活用を促進し、地域の活性化やまちの魅力向上に繋げること。そのために、住

民の急速な高齢化や子どもの貧困問題などが大きな課題となる中、空家も活用しなが

ら、子どもたち、高齢者等の居場所づくりを進めること。 

・地域に貢献するのであれば空家を貸してもよいという所有者の方と、一定の「場所」を

必要としていてもなかなか適当な場所が見つからないという団体・ＮＰＯ等をつなげる 

マッチングの支援を行うこと。こうしたマッチングは民間だけで解決することは難しい

ため、中間支援組織の支援など、公共が関与する仕組みを構築すること。 

・空き家対策における固定資産税情報等を活用し、空き家所有者を発掘する観点から、固

定資産税納税通知書等の送付時に大阪市が推進する空家利活用改修補助事業チラシを同

封するなど、周知に努めること。 

・利活用にあたっては、立ち上げ経費としてのリノベーションの設計費や改修費補助など

支援施策を拡充するとともに、アーティストの拠点やものづくりの拠点、民泊への活用

なども含めたメニュー化などさらに支援を拡充し利用しやすい施策にすること。 

・空家の利活用に向けた支援策の創設などについては、大正区や住之江区などで推進して

いる先進的な事業を拡充するなど、各区役所と関係局とが一層の連携を図りながら検討

を進めること。その際、区長会議の部会も活用し検討すること。 

 

５．災害に強いまちづくり 

（１）災害に強いまちづくり 

①住宅等の耐震化、防災化 

・大規模な地震に備え、地下街、高層建築物、木造住宅、マンション、不特定多数が利用

する大規模な建築物等の耐震性・防災性向上を促進すること。 

・民間老朽住宅の建て替えを促進するための制度を推進すること。 

②大規模災害時に備えたインフラ設備の強化 

・下水道施設の最低限の機能確保や効率的に復旧を行うための行動計画の浸透や検証を継

続し、市民の安全・安心を支える下水道事業の持続性の確保に努めること。 
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・防潮堤・橋梁の耐震強化等、地震・津波対策の充実に向け、国に対し国費の重点配分や

新制度の創設を求めるなど必要な財源を確保し、災害に強い港づくりをより一層進める

こと。 

・災害時においても給水が速やかに確保できるよう、浄・配水場や給・配水管路等の水道

施設の耐震化を進めること。 

・南海トラフ地震が３０年以内に発生する可能性が大きいため、それに備えた耐震、耐水

対策を早急に進めること。 

（２）効率的な減災対策 

①地域防災機能の強化 

・災害対策本部機能の運用充実を図り、同時に各区における自主防災組織の育成など、地

域防災機能の強化を図り、地区防災計画を住民参加で策定し、効率的な減災対策を合わ

せて進めること。 

②福祉避難所 

・福祉避難所として協定を結んだ社会福祉施設への支援を行い、協定締結が遅れている状

況を早期に解消すること。 

③帰宅困難者対策 

・大規模地震時に発生する帰宅困難者対策として、一斉帰宅抑制の呼びかけや情報提供な

ど、民間企業・団体・地域等と行政がともに取り組む総合的な支援システムづくりを進

めること。 

④災害時の要援護者支援 

・災害時の要援護者支援については、区の防災担当だけで進めるのではなく、地域保健福

祉担当、区社協、消防などと情報共有し、当事者団体、社会福祉施設、事業者などで構

成されている既にある地域福祉のネットワークと連携し、総合的な取り組みとして進め

ること。 

   ・危機管理室が担当する災害時の避難行動要支援者の個別支援計画策定の取り組みと福祉

局が担当する地域における要援護者の見守りネットワーク強化事業の取り組みをどうリ

ンクさせていくか両者でしっかりと連携協力を行い、各区役所における具体的な取り組

みが円滑に行えるよう、役割分担を整理して支援すること。 

・災害時避難所となる小中学校の体育館には、猛暑期や厳寒期においても災害弱者（高齢

者等）への二次災害防止のセーフティネットとして空調機等を設置すること。 

⑤平時からの要援護者支援 

・災害時の要援護者への支援体制整備には、要援護者情報の平時からの収集・共有が不可

欠であり、通常の福祉サービス利用時に、災害時の個別避難計画を盛り込む「災害時ケ

アプラン」策定を推進するために、報酬の上乗せなど必要な措置を講じること。 

⑥コロナ禍における地域住民の避難対策 

・コロナ禍における災害時には、避難所での感染拡大を阻止する必要があるため、平時よ

りマスクや消毒液、非接触型体温計など感染防止に資する物資の備蓄に努めるととも

に、３密を避け、余裕をもった滞在スペースを確保すること。そのため、自宅にとどま

ることや、事前に親戚・知人の家へ避難しておくことなどの分散避難の促進に向け、ハ

ザードマップ等を活用した住民周知に努めること。 

 

６．交通・水道・下水道事業 

（１）交通政策 

①総合交通政策 
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・少子高齢化を迎え、まちの形も変化する中、公共交通空白地、移動制約者の生活交通の

確保、交通のバリアフリーなど今後の公共交通のあり方を検討し、局、区を横断して総

合的なまちづくりの視点を持ち、施策を実施すること。 

・都市における地下鉄、バス、民鉄、タクシー、車、自転車など役割分担を明らかにし、

都市交通全体が最適となる「総合交通体系」のあるべき姿を示した「総合的な交通計

画」を策定すること。 

・持続可能な地域公共交通に向けて、ＡＩを活用したオンデマンド交通の導入を検討する 

こと。 

②地下鉄８号線の延伸 

・地下鉄８号線の延伸（今里～湯里六丁目間）が、国の次期答申に盛り込まれるよう取り

組みを進めていくこと。そのために、大阪市鉄道ネットワーク審議会の提言を踏まえ、

ＢＲＴによる需要の喚起・創出、鉄道代替の可能性を検証するための社会実験を、市長

のリーダーシップをもって、沿線のまちづくりの視点も入れて総合的に進めていくこ

と。 

③Osaka Metro・大阪シティバス㈱の適切な監理 

以下の項目の推進のため、Osaka Metro及び大阪シティバス㈱を適切に監理すること。 

○地下鉄 

・市の行政施策とも連携しながら、市民・利用者への利益還元、社会的責任の遂行や社会

一般への貢献により一層努めること。 

・民営化のメリットを活かした、より一層の業務の効率化や地域と協働した魅力発信によ

る利用促進、駅ナカ事業の展開などに取り組み、さらなる経営基盤の強化に努めるこ

と。 

・津波や浸水に対する安全対策の充実を図ること。 

・バリアフリー化の推進にあたっては、地域住民や利用者、障がい当事者の意見を十分踏 

まえること。そのために、当事者が参画し協議できる場を定期的につくること。 

・プラットフォームからの転落を防止するため、可動式ホーム柵の全駅設置を目指すこ 

と。 

・障がい者、高齢者など誰もが安心して利用できるように、地下鉄・ニュートラムの駅に

おける２ルート目のエレベーター等の設置を図ること。 

・地下鉄駅につながる民間ビルのエレベーターの場所が、地上からは分かりにくい現状が

ある。エレベーターの共通の表示の協力を求めていくこと。 

・地下鉄駅の改装を計画的に進め、乗客サービスの向上に努めること。 

・国際化に対応して、公共交通機関に外国語を併記した案内・表示を早急に充実させるこ

と。 

○バス 

・地域サービス系路線については、地域の実態や要望を踏まえ、地域に必要な移動サービ

スが確保できるよう努めること。 

・市バス事業を引き継いだ大阪シティバス㈱において、バス事業者としての運行管理や経

営体制の向上を図るなど、経営基盤の強化に取り組むこと。 

・運転手の確実な確保・養成を行っていくこと。 

（２）水道事業 

①経営形態 

・人口や水需要の減少により収入が減少する一方、老朽管の耐震化で支出が増加する状況

の中、公営のままできる改革を進めること。 
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・水道事業における PFI 管路更新事業については、職員による技術継承の観点も踏まえつ

つ、少しでも早く管路耐震化が進むよう、実現可能な代替案を早急に決めること。 

②広域連携・海外展開 

・本市の水道技術やこれまでに構築してきた水道施設の既存ストックを有効活用し、他の

自治体との広域的な連携をさらに進めること。 

・世界の水問題の解決に貢献するため、官民連携による海外展開を推進すること。 

（３）下水道事業 

・下水道は市民の安全・安心を担う重要なインフラ事業であることを踏まえ運営権制度導入

にかかる課題については、慎重に議論を進めること。 

 

７．文化、観光、経済振興 

（１）文化・観光 

①大阪中之島美術館の開館と今後の魅力向上の取組みについて 

・これまで美術館に足を運んでいない方々や幅広い世代の方々に興味を持ってもらえるよ

うなバラエティに富んだ取組みをしていくこと。 

・美術の振興にとどまらず、子どもの学習機会やにぎわいを創出すること。 

②アーツカウンシル 

・芸術文化の専門家で構成されるアーツカウンシルにより、府市文化事業の評価、企画、

調査等に取り組み、都市魅力の向上や社会のための文化・芸術の活用など大阪にふさわ

しい文化行政を推進すること。 

③伝統芸能 

・文楽、能楽、歌舞伎等の伝統芸能の普及、振興、支援に取り組むこと。 

・伝統芸能をはじめ身近な地域の資源を活用した観光メニューづくりを行うなど、市民、 

ビジターへの鑑賞の機会を提供する場の創出に努めること。 

④観光客誘致 

・大阪都市魅力創造戦略に基づき、アジア各国をはじめとした海外からの観光客回復に向

け、来阪された観光客が十分楽しめる利便性の向上や、観光バス対策など受け入れ環境

の充実に努めるとともに、来阪観光客誘致に向けた大阪観光局の取り組みを支援するこ

と。 

⑤2025年大阪・関西万博の開催準備 

・万博の開催に向けて、実施主体となる（公社）２０２５年日本国際博覧会協会と連携し

て取り組みを進めること。 

   ・来場者が脱炭素社会を体感でき、子どもたちが未来社会に対し夢や希望を持てるような

万博にすること。 

・万博開催に伴う会場周辺や地元地域における交通への影響が懸念されることから、必要

な対策を適切に講じること。 

・夢洲周辺の交通アクセスについては、万博来場者の円滑な輸送の確保とともに、物流な

どの経済活動や市民生活へ影響を与えないよう、2025年日本国際博覧会協会と連携して

必要な対策を適切に講じること。 

   ・大阪・関西万博はゼロカーボン達成を推進していくうえで重要な機会となるため、来場

者が脱炭素社会を体感でき、子どもたちが未来社会に対し夢や希望を持てるような万博

にすること。 

・万博を契機に都市格の向上、経済の発展につなげるため、国際観光・物流拠点として夢

洲を中心とした臨海部でのインフラ整備を着実に進められたい。また、万博アクセスの
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向上に資する淀川左岸線2期事業については、コスト縮減に努めたうえで整備を推進し、

そのほか、安全性の向上、にぎわい・魅力の向上の整備等に取り組むこと。 

・最先端技術を活用しつつ、複数分野にまたがる規制緩和を進め、未来の暮らしを先行実

現する「まるごと未来都市」であるスーパーシティ構想の実現に向けて、うめきた２期

地区及び大阪・関西万博の会場となる夢洲での区域指定が得られるよう取り組み、その

具体化に向けた検討を進めること。 

（２）経済振興 

①新たな産業の育成支援 

・産業構造の変化に対応し、新たな雇用創出につなげるため、大阪に基盤があり、今後成

長が期待される産業分野として「環境・エネルギー」や「健康・医療」、「ＩＣＴ関連」

などの産業の重点的な育成に努めること。 

②創業、協働支援 

・創業予定者に対するコンサルティングをはじめ、総合的な創業支援策を実施すること。 

・地域商業の活性化に向けて、空き店舗を活用し、商店街や小売市場などがＮＰＯ団体、

芸術家、高校、大学、企業など地域団体と連携しながら新たな事業をつくりだす活動を

支援すること。 

・販路拡大や事業提携につながる多様なマッチングや交流事業を推進するとともに、目的

別のセミナーやワークショップによる人材育成など、中小企業の経営力強化のための支

援に取り組むこと。 

③販路拡大 

・海外ニーズに見合った「売れる製品」の開発や海外における販路拡大ができるよう、海

外見本市等への出展をサポートするとともに、海外企業との商談会を企画・開催し、在

阪企業へ商談機会を提供することで海外市場への参入を促進するなど、国際ビジネス活

動支援の強化を図ること。 

・デザイン性や企画・販売力を高めるクリエイティブ産業を創出・育成し、ものづくり企

業などとのマッチングを通じて、高付加価値な新製品・サービス開発を促し、中小企業

の取引・販路拡大を支援すること。 

④統合型リゾート施設（ＩＲ） 

・世界最高水準のＩＲをめざすのであれば、日本最大となる20万㎡の展示施設を建設し、 

アジアや欧米など世界をターゲットに多くの展示会等を誘致していくこと。 

・新型コロナウイルス感染症の影響により、世界のＩＲ事業者も厳しい経営状況である

が、事業条件の遵守をはじめ、国が求めるＩＲ区域・施設に係る安全や健康・衛生の確

保などについて、適切に事業者に求めること。 

  ・2025年大阪・関西の万博の開催に向けて、夢洲内での様々な工事が輻輳すると見込まれ

るが、仮にＩＲが大阪に実現する場合には、万博の開催に悪影響が生じることを防止す

るため、関係先と十分に調整を図ること。 

   ・ＩＲ事業用地の適正確保について、夢洲の土地醸成に、港営会計から約 790億を投入す

る件について、しっかりと市民への説明を尽くし、本市として、企業会計の管理に尽力

すること。 

   ⑤大阪港の物流とポ－トセールス 

・「大阪港湾局」として大阪・関西経済の成長に向け、大阪港の物流機能をさらに強化する 

こと。 

  ⑥食の安全 

・中央卸売市場については、値決め市場の性格を持つ西日本の中核的拠点であり、より一

層の生鮮食料品等の安定供給に努めること。また、中央卸売市場を取り巻く環境が厳し
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い状況にあることから、現状の市場環境の課題を精査し、運営面においても、場内業者

の経営状況に十分配慮し、必要に応じて指導・監督を行いつつ、取引方法の改善合理化

の促進、市場当局自身のより一層の管理運営の効率化を図るとともに市場の活性化に努

めること。 

・南港市場については、消費者や生産者から信頼される安全で安心な質の高い食肉流通の

拠点施設として、設備等の老朽化やＨＡＣＣＰ型管理手法などさらなる衛生水準の高度

化にも対応できる施設整備を進め、市場機能の向上に努めること。 

   ・輸入食品の安全性確保のため国に対して対策の強化を要望するとともに、大阪市におい

ても検査を強化すること。 

  ・集荷機能・創荷機能の充実を図ること。 

  ・なにわの伝統野菜やブランド肉の支援を図ること。 

（３）労働・就労 

「働く」だけでなく「働き続ける」ことにも困難を抱える若者、女性から高齢者は市民の

25％（73万人）を超えています。一方で大阪経済を支える中小企業も人不足は深刻です。こ

の働きたいと願う市民に、働けるチャンスを拓くことは、大阪市の一番の基本の成長戦略で

す。大阪府では「ハートフル条例」が平成31年4月より改正され、「①障がい者を障がい者等

と対象を拡大」「②公契約を活用した就労支援の実現」「③中間支援組織を認定し、当事者支

援と企業支援で就労支援を促進」し、府が民間に発注する業務に「はたらく支援の仕組み」

を組み込む動きが始まり、東京都においても就労を希望する全ての都民への就労支援に関す

る「都民の就労の支援に係る施策の推進とソーシャルファームの創設の促進に関する条例」

が令和元年12月に施行されました。 

・本市でも、ＳＤＧｓターゲット１２．７「国内の政策や優先事項に従って持続可能な公共

調達の慣行を促進」や対象を限定した属性別・対象別の就労支援のみならず、働く場であ

る企業が「多様な人材」を受け入れられるよう人材対応型環境整備の支援も含めた包括・

総合的に支援できる、「はたらく市民応援条例（案）」の検討や「就労支援総合ビジョン」

などの策定を進めること。 

・行政の「就労支援」と言われる活動や事業は様々で、共通した理解がない状態。就労支援

は「福祉施策」でもあり「教育施策」でもあり「産業施策」でもあり「雇用施策」でもあ

る。「就労」という切り口で、大阪市が行っている「雇用施策」「福祉施策」「教育施策」

「産業施策」の現状と課題を明らかにして、それぞれの局や課がどの部分でどのような役

割、機能を果たしているかを整理したうえで、必要な支援の全体像を明らかにすること。 

 

８．適正なガバナンス・未来への投資 

（１）適正な人員配置 

技能労務職員については、新型コロナウイルスの影響による雇用情勢の悪化を受けて令和

３年度及び４年度に限り実施予定の臨時的採用があるものの、「市政改革プラン 3.0」におい

て、人員マネジメントの推進が掲げられ、市長部局の技能労務職員は退職不補充を前提に 400

人の削減が目指されています。 

・今後、職員をゼロにするわけではないのだから、技術の継承の観点から課題を整理して、

計画的に採用を再開すること。 

（２）適正な公共調達 

・指定管理者選定に際しては、応募者が１社（共同体含む）にとどまる施設が散見される。

指定管理者制度のみならず、委託事業の公募においても、応募者が１社のみや入札不調・

参加者不在とならぬよう、事業者・有識者等の意見を汲み取るラウンドテーブルを設置す

るなど、適正な業務内容や公募条件の設定に努めること。 
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・大規模な庁舎清掃等で実施している総合評価一般競争入札のみならず、ＳＤＧｓターゲッ

ト１２．７「国内の政策や優先事項に従って持続可能な公共調達の慣行を促進」するため

にも、公共調達を活用した、就労支援や環境、地域課題、人権施策等の社会政策の実現に

努めること。 

（３）進展のない未利用地・高架化工事 

 ・未利用地の活用を進めること（特に、進捗が止まっている、大阪メトロ長吉長原駅隣接

地、鶴橋丸島水門跡地）。 

  ・朝夕のラッシュ時に開かずの踏切となっている JR大和路線の高架工事を国と共に取り組む

こと。 

 

９．共生と人権 

（１）国際人権都市大阪市の実現 

大阪市は、「国際人権都市大阪」の実現を目指し、一人ひとりの人権が尊重される社会を実

現することが一層必要だとする「人権尊重の社会づくり条例」を制定しています。 

・多文化共生施策の推進に関する指針・行動計画等、昨今の社会情勢に鑑み必要となる個別

の人権課題への対処については、こうした条例の考え方を踏まえ適切に実施すること。 

（２）多様な人が参画できるルールの策定 

本市は全国に先駆けてヘイトスピーチ条例を作りました。障がい者差別や部落差別の解消

のための条例、民泊と住民生活の関係、148ヶ国 13万 9,922人（2021年 9 月末）の外国人住

民を新たな隣人として受け入れることなど国際都市に変貌する大阪市に新しいルールが必要

という提案もあります。 

①「ヘイトスピーチ対処条例」の強化 

・川崎市では、ヘイトスピーチなどの差別的言動を禁じる条例が 2019 年 12月 16日に制定

されました。具体的には、「勧告」「命令」を行いそれにも従わない場合、個人の氏名や

団体名称、住所などを公表するほか、刑事告発して 50万円以下の罰金に処する内容に

なっている。大阪市においても現条例にもとづく取り組みや実効性を検証し、他市の取

り組み等や条例制定の動きをヘイトスピーチ審査会等で議論し、現行条例の強化に努め

ること。 

②部落差別解消推進法の具体化 

鳥取ループ・示現舎「部落探訪」や「同和地区研究所」に代表されるように、インター

ネット上において「被差別部落の所在地」などが流布され、部落差別を温存・助長する行

為が後を絶ちません。 

・インターネット上でヘイト情報や部落差別情報が氾濫していることをふまえ、メディア

リテラシー教育のみならず、学校現場における生徒への部落問題学習を推進すること。 

・市の職員が部落差別に関する差別的な落書きを行った事実を踏まえ、自治体職員や学校

園の教員などに対する部落問題研修を継続実施し、その効果を検証するなど、再発防止

策を講じること。 

・インターネット上における差別の法規制について国に対して要望すること。 

・大阪市内や大阪市民等を対象とした、インターネット上における差別等の事実関係や事

象を把握し、法務省などへ削除要請する「モニタリング活動」の実施を検討すること。 

・法務省が実施している部落差別解消推進法 6条に基づいた調査のみならず、大阪市の実

情に応じた施策を講じるためにも、独自に部落差別やその生活実態把握に関する調査を

検討すること。 

③多様な人が参加参画できるプラットフォームづくり 
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・共生と人権を包括したような条例と、個別テーマの政策、条例が絡み合って、人が優し

くなれる大阪市を発信するための仕組み（条例など）づくりに向けて、多様な人が参加

参画できるプラットフォームづくりを進めること。 

④住民投票における外国籍住民の投票権 

・住民投票を行う場合は、永住者など一定の条件を満たす外国籍住民にも投票権を認める 

こと。 

・「大阪市特別区設置住民投票」で課題となった大都市法・大都市令関係法令の改正を引き

続き国へ求めること。 

（３）スポーツ・芸術文化を楽しむ権利の保障 

2021年には東京オリンピック・パラリンピックが開催され、全国で障がい者スポーツや芸

術文化振興が推進されています。また、高齢化社会を迎え、健康の維持促進の観点からも、

日常的な生きがいとしてのスポーツや芸術文化活動は重要です。 

・誰もがスポーツ・芸術文化を楽しめる権利を保障する観点から、障がい者や高齢者スポー

ツ・芸術文化活動の推進のために、講習会の開催や設備設置等の必要な支援策を講じるこ

と。 

・そのために、あらゆる人々がスポーツを楽しめ、文化を通じていきいき活動できるよう、

大阪市スポーツ振興計画や大阪市文化振興計画を着実に実行し、必要な支援を推進するこ

と。 

・大阪市を拠点とし、大阪市と連携協定を結んでいるトップレベルで活躍している７つの

チームが意外と知られていない。オリックス・バファローズ（野球）、セレッソ大阪（サッ

カー）大阪エヴェッサ（バスケットボール）サントリーサンバーズ、JTマーヴェラス、ク

ボタスピアーズ（バレーボール）NTTドコモレッドハリケーンズ大阪（ラグビー）わが町の

チームとして応援できるようなきっかけとなる身近なところで出会い、つながる取り組み

を進めること。 

（４）市民のくらしと緑化推進について 

都市公園はうるおいある豊かな都市環境を形成する緑の拠点であり、市民のレクリエー

ションとコミュニケーションの場として、また、災害時の避難場所としてなど、さまざまな

役割を持ち、地域の核となる重要な施設です。 

①公園の整備 

・公園の計画、整備においては、こうした公園の基本的な考え方や地域の特性にも配慮し

た計画を策定し、それを基本としながら、多様化する市民ニーズに対応し地域の住民に

より親しまれ活用される公園となるよう、例えば親子でのキャッチボールや高齢者の

ゲートボール等、球技もできる多目的広場を設置するなど、個性豊かな公園づくりを進

めること。 

・「自然と人間の共生」という「国際花と緑の博覧会」の基本理念を継承し、花と緑あふれ

るまちづくりを進めるため､｢新・大阪市緑の基本計画｣に基づき公共緑化や民間緑化及び

緑化の普及啓発を積極的に推進されたい。また、花博開催地である鶴見緑地において

は、みどり豊かな特性を活かして持続的な魅力向上を図ること。 

・健康で緑豊かなうるおいのあるまちづくり及び災害に強いまちづくりを推進するため、

都市公園等の緊急かつ計画的な整備及び指定管理者制度を活用して適正管理を推進する

こ と。 

・公共施設の屋上緑化モデルの実施などを通して、都市におけるヒートアイランド現象の

緩和、良好な自然的環境の創出のため、民間建築物の屋上緑化を推進すること。 
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・既存公園の再生、活性化のため、市民ニーズに対応しながら、計画的な公園の改修や遊

具の安全対策など、安全・安心な公園づくりを推進するとともに、環境にも配慮した良

好な維持管理に努めること。 

②公園のにぎわいづくり 

・公園の活性化や地域のにぎわいづくりにつながるように魅力ある施設の設置や利用者

ニーズに応じたサービスの提供について民間活力を導入すること。 

・市民が身近にスポーツを楽しめるよう、スポーツ施設の整備充実（例えば、ジョギング

コース、フットサルやニュースポーツの拠点づくり、ナイター設備、全天候化など）を

図るとともに、遊休地の活用も図ること。 

③都市型農業の振興 

・新たな農地制度の円滑な実施に向けて取り組むとともに、なにわの伝統野菜をはじめと

する市内農産物の需要拡大などにより、市内の生産緑地農地の保全と緑地空間の確保に

努め、都市型農業の振興を図ること。 

④水辺空間づくり 

・河川は、都市のなかの貴重なアメニティ空間であり、都心部を流れる道頓堀川について

は、沿川のまちづくりと一体となった、水辺の賑わいづくりを推進されたい。また、住

居系地域においてはゆとりやうるおいを感じることができる水辺空間づくりが求められ

ており、住吉川等の環境整備を推進すること。さらに、国の直轄管理の大和川、淀川に

おいても、国・府・市が幅広く連携し、早期の環境整備、改善に取り組むとともに、河

川敷を今後もスポーツ利用の場として利用できるよう、国への働きかけに努めること。 

⑤港湾環境の保全改善 

・港湾環境の保全及び改善について、常吉西臨港緑地等の臨港緑地が市民生活と直結する

大切な施設であることを踏まえ、除草や清掃、施設の補修など適切な維持管理に努める

こと。 

⑥児童遊園 

・児童遊園については、都市公園と同じような役割を果たしていることを踏まえ、地域に

よる運営管理に対して、安全性の維持向上の視点から支援を継続、推進すること。 

⑦街路樹 

・街路樹の定期的な剪定、散水については、近年の予算が人件費の上昇などにより、実質

的に減少した結果、実施の遅れが出ていることに対して、住民から困惑や要望の声が多

数出ているところである。適正な予算措置の下、遅滞無く事業が実施されるよう、見直

しを行うこと。 

 

10.環境対策 

（１）気候変動問題について 

気候変動の危機的状況を受け止め、大阪市会では「気候非常事態宣言」を決議(令和2年3

月)しています。大阪市の2030年度までの CO2排出量の削減目標は現在30%ですが、国の地球温

暖化対策推進本部では、これまでの国の目標だった26%削減から46%削減に上方修正されてい

ます。 

①大阪市地球温暖化対策実行計画 

・2050年二酸化炭素排出実質ゼロをめざす新たな「大阪市地球温暖化対策実行計画」を策

定し、太陽光発電や電気自動車の普及、省 CO2技術の導入などによる地球温暖化対策を積

極的に推進すること。また、ヒートアイランド対策や大気汚染対策等、具体的な施策を

引き続き推進すること。 

・早急に国の目標に合わせるため上方修正の見直しをすること。 
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・大阪市の計画には具体的な数値の削減方法が記載されておらず不透明であるため、具体

的な数値を示して進捗管理できるようにすること。 

・市民の皆さんがあらゆる場や機会を通じて主体的に参加できるよう支援を要望。 

②おおさかヒートアイランド対策推進計画 

・「おおさかヒートアイランド対策推進計画」をはじめ、「風の道」ビジョンなどにより今

日的な環境問題への対応を引き続き図ること。 

③自動車交通環境対策 

・自動車交通環境対策については、道路管理者との連携のもと局地汚染対策を継続して推

進するとともに、ハイブリッド自動車・電気自動車・燃料電池自動車をはじめとするエ

コカーの公用車への導入、及び普及促進を図り、広域的対策についても引き続き推進さ

れたい。また、平成21年９月９日に環境基準の告示があった微小粒子状物質（ＰＭ2.5）

について、国の動向を踏まえた対策を検討されたい。 

・電気自動車等の普及促進のため、充電インフラの充実を図られたい。また、民間施設に

おける充電インフラの整備についても促進に努められたい。 

・地球温暖化対策のほか、災害時の活用も想定し、廃棄物発電による電力を活用したＥＶ

ごみ収集車の導入に取り組まれたい。 

（２）大気汚染対策について 

①アスベスト（石綿）対策の支援策について 

    大気汚染防止法改正(令和2年6月)により、業者が負担する石綿除去費用は大幅に増加し

ています。継続使用される建物の石綿対策には補助制度があるが解体する建物は対象にな

りません。 

・国や府に対し、解体時の石綿除去等の費用補助制度の創設を要望すること。 

・大阪市として独自の支援策を検討すること。 

・アスベストによる市民の不安を解消するため、民間施設対策をはじめとする環境対策及

び健康対策を推進されたい。また、解体等工事に伴う飛散防止について規制強化された

改正大気汚染防止法等に基づく取り組みを推進すること。 

②路上喫煙対策について 

    路上喫煙の広聴件数は年間約600件で増加傾向にあり、禁止地区拡大を求める意見や喫煙

所周辺の煙に対する苦情などがあります。 

   ・駅周辺だけでなく通学路なども禁止地区にしたり、週1回程度巡回したりするなど禁止地

区の拡大について路上喫煙対策委員会で検討を行うこと。 

・たばこの煙の苦情については、解放式の喫煙所から煙が漏れ出ない閉鎖型の喫煙所に変

更の再整備を行うこと。 
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◆日本共産党大阪市会議員団 

 

2022年度大阪市予算編成と当面の施策に関する要望書 

 

長引く新型コロナの影響により、市民生活と中小零細業者の営業は依然きびしい状況が続い

ています。いま新たにコロナ変異株の拡大が、世界の各地で広がり始めているのであり、市民

の命とくらしを守る取り組みの強化が、これまで以上に求められています。 

市民のくらしが大変な時こそ、地方自治体の原点に立ち返り、市民の窮状に寄り添いなが

ら、いっそう市民の切実な願いの実現に全力を挙げなければなりません。 

ところが本市においては、コロナ対策、くらしの応援や中小零細業者への切れ目ない支援等

を優先するよりも、２０２５年開催予定の万博と一体でカジノ誘致を目論み、これらに巨額の

税金をつぎ込むことに熱中する姿が際立っています。 

また、昨年１１月の住民投票において、いわゆる都構想が再び否決されたにも関わらず、そ

の民意を無視して、「広域一元化条例」を強行し、「総合区案」をまたぞろ持ち出すやの動きさ

えあります。 

こうした市政運営のもとでは、新型コロナをはじめ山積する市政の様々な課題に、迅速かつ

的確に対応することは到底不可能であり、この姿勢こそ市民生活の厳しさに追い打ちをかけて

いる元凶であると言わなければなりません。 

「いつまでも“制度いじり”や“巨大開発”に熱中せず、コロナ対策と市民生活にしっかり

向き合ってほしい」 

これが市民多数の声なのであり、市政運営の抜本的な転換が切実に求められていると考える

ものです。 

こうした立場から、２０２２年度予算編成ならびに当面の施策について、以下要望します。 

 

１、２度の住民投票の民意をふまえて、「広域行政一元化」条例を撤回し 

  制度いじりをやめる 

 

２、新型コロナウイルス感染症対策 

（１）感染症対策の強化 

① 大阪市新型コロナウイルス感染症対策本部会議を機能させ、大阪市独自の対策を強化す

る。 

② ＰＣＲ検査能力拡大目標を大阪市独自に定め、検査を実施する。そのために、検査機関と

検体採取場所、機器と専門職員を確保するとともに、他の研究機関や民間検査機関に協

力を要請する。検査体制を抜本的に強化し、検査を受けたい市民は誰でも受けられるよ

うにする。 

③ 医療・福祉・保育・教育従事者にＰＣＲ検査を定期的に行い、医療・福祉施設の入院患者・

入所者、行政サービス・公共交通・警察・消防・ごみ収集・流通など社会生活の維持に不

可欠な仕事を担う労働者などへの検査を大規模に行う。 

④ 人が集まるターミナルごと等にＰＣＲ検査所を設け、周辺事業所の従業員および、頻繁

に利用する人などの検査を行う拠点を増やす。 

⑤ コロナ禍で影響を受けている医療機関への補償・支援を強める。 

⑥ 無症状者の宿泊施設を数千室規模で確保する。自宅療養者へ生活物資を届け、体調管理

を行う体制をつくる。 

⑦ ワクチン接種の相談窓口をつくる。接種を受けていない人への意向調査を行う。 
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⑧ 保健所及び保健福祉センターに、以上の対策を講じるに必要な専門職員と事務職員を大

幅増員するための計画をもち実施する。 

（２）保健所等の機能を充実させる。 

① 保健所の体制を抜本的に強化しつつ、30 万人に１カ所を念頭に、大阪市保健所を増設す

る。 

② 保健所や保健福祉センター機能強化のため、各区の保健部門の責任者は医師をあてると

ともに、「新型感染症」「食品偽装」等々の対策を強めるために、保健師・精神保健相談

員・高齢者相談員・検査技師・衛生監視員等を増員する。 

③ 地域密着型の公衆衛生活動を推進するために、区役所での公衆衛生機能の強化、衛生・環

境等の監視員の配置による体制強化を早急にはかる。 

④ 保健所とすべての保健福祉センターに、常勤の歯科医師、歯科衛生士を配置するなど、乳

幼児から高齢者まで一貫した口腔保健対策を確立する。 

  ⑤ 人材育成に努める｡ 

（３）市民生活、中小業者への支援強化 

① 感染拡大を防止するうえで、事業者に自粛等の協力を求める際は、要請にふさわしい補

償を行えるよう、国に強く要望する。また、有効な要請ができるよう主体的に検討し、大

阪府に対して提案する。 

② 持続化給付金の継続など、中小業者が事業を続けられる支援を行うよう国に求める。 

③ 営業時間短縮等協力金の支給はすみやかに行う。 

④ 公共料金、市税などの免除の制度を拡充する。 

⑤ 現在取り組まれているコロナ対策支援について、ホームページの掲載にとどまらず、様々

な手段を使い市民に周知する。 

（４）医療・福祉・教育への支援強化 

① 医療・福祉・保育施設等の離職に歯止めをかけるためにも、大幅な賃上げ策を講じる。 

② 学校・福祉施設等の感染予防対策に責任をもち、現場の職員の負担を軽減する。 

③ 小中学校は少人数学級の編成とし、教育現場での密をさける。 

④ コロナ禍において、医療従事者やコロナ対策最前線で働く保護者の就業を保障するため、

保育所の臨時休園時の代替保育･支援体制を、市として早急に確立する。 

 

３、万博をテコに、巨大開発をともなうＩＲ・カジノのための「夢洲まちづくり構想」を見直す 

（１）万博開催にあたっては、無駄な開発をおこなわず簡素な万博をめざす。 

（２）万博開催を契機とした、カジノを中核とするＩＲ誘致のための開発は中止する。賭博であ

るカジノ誘致は断念する。 

（３）夢洲の土地利用については、本来の主旨にもとづく大阪港の浚渫土砂や建設残土、廃棄物

を長期に受け入れる最終処分地として最大限活用し、緑豊かな緑地とするなど、地球環境

にも役立つものに転換する。 

 

４、震災・防災対策を抜本的に強める 

（１）防災予算を大幅に増額し、南海トラフ巨大地震等に対する防災計画を拡充する。 

① 業務継続計画（ＢＣＰ）は、海溝型地震だけでなく直下型地震にも対応したものとする。 

② 堤防等の耐震化計画は、南海トラフ巨大地震での最大級の震度、津波の高さに対応した

ものに見直す。 

③ 南海トラフ巨大地震の津波における浸水被害の区域・期間を地域防災計画に反映し対策

を講じる。 

④ 台風・豪雨時の河川氾濫対策を確立する。 
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⑤ 大阪湾岸部における火力発電所など危険物施設への安全対策を抜本的に強化する。 

⑥ 津波浸水予想地域に関しては必要な量の津波避難ビルの確保を急ぎ、避難を中心とした

ソフト対策を早急に策定する。また、住民への周知徹底をはかる。 

⑦ 震災時ハザードマップの活用など、地域の実情に合わせた防災マップをすべての町内会・

自治会での作成を目標に取り組む。そのために、職員による援助、助言等ができる体制づ

くりと必要な財政措置をとる。 

⑧ 視覚、聴覚、身体障がい者及び高齢者等の情報取得困難者へも災害情報が周知徹底でき

る対策を講じる。 

⑨ 大阪市避難行動要支援者避難支援計画の要支援者への避難支援プラン（個別計画）策定

を徹底し実効ある避難計画を講じる。策定にあたっては地域任せにせず、本市が専門職

員を配置する等、責任を持って推進する。 

⑩ 学校での防災教育を充実させる。 

（２）耐震改修促進計画を拡充・改善し、住宅の耐震化、公共施設、公的施設等の耐震化対策を

急ぐ。 

① 耐震診断・耐震改修工事補助制度は、高齢者・障がい者や低所得者への上乗せなど補助

率、補助額を増額して、市民負担を軽減する等の抜本的拡充をはかる。また手続きを簡略

化するなどして、使いやすい制度にする。 

② 団地・マンションの耐震診断・耐震改修工事補助制度を抜本的に拡充する。 

③ 家具等の転倒防止対策に関わる制度を創設し、特に、災害時要援護者については、専門家

による家具の配置や固定方法等の助言などをおこなえるようにする。 

④ 公共施設等の耐震化対策を強化する。 

〈ア〉障がい者施設、病院、保育所、学童、特養ホームなど福祉施設の耐震化を促進する。

民間の施設の耐震化にあたっては、「特定建築物耐震改修等助成制度」の利用条件緩

和を国に求め、小規模福祉施設などにも適用できるようにする。 

〈イ〉市営住宅の耐震診断に基づき、耐震改修工事をすみやかに実施する。 

⑤ 避難所に指定されている地域の集会所等の民間建築物の耐震性を調査し、耐震性を確保

する。公共性に鑑み、耐震補強工事費は全額助成する。 

（３）災害発生時の応急・復旧対策を抜本的に強化する。 

① 新型コロナ禍版、避難所開設・運営ガイドラインを市民に周知する。 

② 職員削減ありきを改め、災害発生時の職員の参集体制を検討・強化する。 

③ 要支援者の安否確認ができる体制をつくる。 

④ 災害発生時の帰宅困難者へ、適切な情報伝達と避難場所の確保、支援の強化をおこなう。

自治体間連携による帰宅困難者避難訓練計画を策定する。 

⑤ 災害発生時の家具・ガラス等による被害を低減するため、防止器具の普及・啓発を強化す

る。 

⑥ 家庭用災害備蓄物資のさらなる普及・啓発をおこなう。 

⑦ 災害備蓄品の生理用品・紙おむつ・ミルクなどについて、当事者の意見をリサーチしたう

えで、備蓄量や種類の充実も含めて強化する。 

⑧ 公共施設内のエレベーター内に災害用備品の設置をおこなう。民間施設にも補助制度を

創設し促進をはかる。 

⑨ すべての避難施設に災害用備蓄設備を整備する。また、アレルギー疾患等の慢性疾患患

者や、人工透析患者等のための非常食などの備蓄や、個々の病気や障がいの状況に合わ

せた薬品・用具を備蓄する。 

⑩ すべての避難所に簡易トイレを備蓄する。また、広域避難場所においては、仮設トイレ汚

水受け入れ施設の整備を急ぐとともにマンホールトイレ等の設置もすすめる。 
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⑪ 学校施設の給食室や家庭科室などにある調理器具を活用して炊き出し等ができるよう

に、プロパンガスや簡易コンロなどを常備しておく。 

⑫ 福祉避難所の対象となる要配慮者の概数が避難可能となる施設数を整備する。また、運

営体制を強化する。 

（４）一部損壊等の被害を受けた被災者を支援する制度を整備する。 

① 一部損壊以上の被害認定を受けた住宅・店舗・工場等の補修に対して、大阪市として独自

の支給金制度をつくる。 

② 大阪市耐震診断・改修補助事業の適用条件を緩和し、一部損壊や半壊の被害を受けた住

宅でも活用できるよう改善する。 

③ 被災者の転居費用を支援する制度をつくる。 

④ 国保料・介護保険料・後期高齢者保険料などの減免制度を一部損壊被災者にも適用する。 

⑤ 大阪府に対して木造住宅耐震補助制度の適用要件の緩和と予算枠の拡大を要望する。 

⑥ 国に対して、被災者生活再建支援法の適用基準を見直すとともに、「一部損壊」世帯への

支援対象の拡大、支給限度額の 500万円への引上げを要望する。 

（５）消防力、救急体制の抜本的拡充を急ぐ。 

① 消防の広域化はおこなわない。 

② 「消防力の整備指針」の整備目標を達成する。 

③ 「消防活動困難区域」への耐震性地下貯水槽の整備をいっそう促進する。その際、飲み水

にも供用できる飲料用耐震性貯水槽の設置カ所も併せて増設する。 

④ 救急隊は、救急出動件数の増加等を踏まえ、体制強化をはかる。また、救急車の有料化、

広域化はおこなわない。 

⑤ 「救急安心センターおおさか」については、範囲拡大にふさわしい設備と人員体制を拡充

させる。 

⑥ 救急の受け入れ病院の確保に努め、救急車の長時間待機を解消する。 

⑦ すべての公共的施設に自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の設置をすすめ、維持管理を適切に

おこなう。 

（６）局地的大雨、いわゆる「ゲリラ豪雨」に対応できる浸水対策を強化する。また、地下鉄及

び地下街の、耐震化、津波浸水対策や河川氾濫、「ゲリラ豪雨」による浸水対策を抜本的

に強化する。 

 

５、市民のくらし・健康・福祉を最優先する地方自治体に 

（１）地域活動の充実・発展、地域の活性化のために全力をつくす。 

① 地域活動協議会の活動に対する補助金は元に戻す。 

② 地域活動への支援を中間支援組織任せにせず、地域専任の職員を配置するなどして、担

い手づくりや課題解決にも取り組む。 

③ 区民・市民の財産である市有地は売却ありきとせず、住民の要望を踏まえた活用をする。 

（２）地域福祉活動をいっそう充実させる。 

① 福祉コーディネーター制度の拡充をはかる。 

② ふれあい食事サービスや老人憩いの家などへの補助金の削減をやめ拡充する。 

③ 区社会福祉協議会、市社会福祉協議会への補助金の削減をやめ拡充する。 

（３）区役所住民情報業務（窓口業務等）の民間委託をやめる。 

（４）高齢者の尊厳と命を守る医療を実現する。 

① 高齢者を差別する「後期高齢者医療制度」を廃止するよう国に求める。 

② 後期高齢者医療保険料の独自減免制度の創設などを府広域連合に求めるとともに、大阪

市も必要な財政措置をとり、高齢者の負担軽減策を講じる。 
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③ 後期高齢者医療保険料の減免特例措置の継続を国に求める。 

④ 70～74才の高齢者の医療費窓口負担を１割に戻すよう国に求める。 

⑤ 75歳以上の医療費２割負担撤回を国に求める。 

⑥ 高齢者の医療費無料制度を創設するよう国に求める。 

（５）介護保険を安心して活用できる制度に改善する。 

① 無資格者による報酬単価の低いサービス等をおこなう「新総合事業」は撤回する。 

② 国庫負担を直ちに35％に引き上げるとともに、計画的に50％に引き上げるよう国に求め

る。 

③ 一般会計からの繰り入れをおこない、１号被保険者の保険料を引き下げる。 

④ 収入基準の緩和など、保険料減免制度を拡充する。 

⑤ 施設運営の安定化と介護労働者の労働条件を改善するため、介護報酬を引き上げるとと

もに、介護報酬とは別枠で公費を投入し、介護労働者の賃金を月３万円以上引き上げるよ

う国に求める。 

⑥ ケアマネージャー１人当たりの受け持ち基準を見直し、報酬を引き上げるよう国に求め

る。 

⑦ 低所得者のすべての介護及び介護予防サービス利用料を３％に軽減する。また、居住費

や食費などの施設利用料負担の軽減措置を講じる。 

⑧ 介護認定について、高齢者の実態と認定結果に著しい乖離がないか、定期的に実態調査

し、防止策を講じていく。 

⑨ 要支援要介護認定は、速やかに行えるよう改善をはかる。 

⑩ 「地域包括支援センター」は、地域密着型にふさわしい設置数に増やして、委託料を増額

し、専門職の安定的な人材確保をおこなうなど、体制を強化する。 

⑪ 待機者を早急に解消するため、特別養護老人ホームの建設については実態に見合うよう

計画を立て、実施する。そのために、市遊休地の活用を図る。 

⑫ 特養老人ホーム入所対象基準の改悪、「要支援」認定者の介護保険はずしや、利用料負担

の増額など、改悪された介護保険制度を元に戻すよう国に求める。又、本市の裁量権を生

かし、従来のサービス水準を低下させないようにする。 

（６）市独自の高齢者福祉施策をいっそう充実させる。 

① 「敬老優待乗車証（敬老パス）」の利用乗車料金（50円）の徴収を中止し、元の無料制度

にもどす。 

② 上下水道料金福祉措置を復活させる。 

③ 介護サービスから除外されている高齢者を対象に、その生活実態に則し、ヘルパーによ

る家事支援や介護ベッド・電動車いすの貸し出しなど、市独自に必要な介護サービスを

保障する。 

④ 高齢者の外出支援サービスを実施し、訪問理美容サービスへの支援を復活させる。 

⑤ 「高齢者住宅改修費助成事業」については、所得制限をなくし、助成限度額を引き上げる

とともに、対象工事を拡大する。また、手続きを簡略にする。 

⑥ 高齢者への家賃補助制度を新設する。 

⑦ 「緊急通報システム」の協力者が得られない場合は行政の責任で配置する。高齢者福祉電

話の基本料金等の無料化を復活させる。 

⑧ 高齢者の在宅での「熱中症」対策として、クーラー設置補助・クーラー稼動電気料金補助

制度を新設する。 

⑨ 紙オムツなどの介護用品支給事業について、ヘルパー介護の単身者や入院・入所者も対

象にする。家族の所得基準を撤廃するなど、いっそうの拡充をはかる。 
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（７）国民健康保険制度の改善をはかる。 

① 国に対して、以下の項目について強く求める。 

〈ア〉国庫負担率の引き上げをおこなう。１兆円規模の公費拡充により協会けんぽ並みの保

険料にする。 

〈イ〉保険料算定における平等割・均等割を廃止し、所得に応じた負担にする。 

〈ウ〉国保法における資格証明書交付義務付け条項を廃止する。 

〈エ〉福祉医療費助成の自治体独自施策を理由にした国庫支出金減額ペナルティーをやめる

よう国に求める。 

〈オ〉特定健診・特定保健指導状況に応じた後期高齢者医療制度交付金への制裁措置制度を

廃止する。 

② 府に対し、統一保険料の押しつけをしないよう要請するとともに、一般会計からの任意

繰り入れを継続する。１人当たり年間１万円の保険料減額をおこなうなど住民の負担軽

減を図る。 

③ 保険料の算定にあたっては、被保険者の支出面なども考慮し、生活実態が反映されるも

のに改善するとともに、子どもの均等割を軽減する｡ 

④ 短期保険証や資格証明書の発行はただちにやめる。 

⑤ 保険料滞納世帯への短期保険証の窓口交付はやめ、すべて無条件に郵送にて交付する。 

⑥ 保険料滞納世帯への財産調査・差押えはいっさいやめ、区役所窓口での個別事情に応じ

たていねいな納付相談に努め、強権的な取り立てはしない。子どものための学資保険の

差押えはいっさいやめる。 

⑦ 保険料減免制度の拡充をはかる。また、所得割の算定にあたっては、基礎控除に加え、高

齢者・障がい者・ひとり親世帯などの特別控除をおこなう。 

⑧ 所得減少による国保料所得割減免は、いつの時期の申請であっても年間賦課額に対する

減免制度とする。 

⑨ 医療機関窓口での「一部負担の免除、減額又は徴収猶予」の制度について、基準をいっそ

う緩和し、対象枠を拡大する。 

⑩ 傷病手当・産休手当の給付制度を創設する。新型コロナウイルス感染症に係る傷病手当

について、被用者に限らず対象を自営業者・事業者・フリーターにも拡大する。 

⑪ 特定健診の対象年齢を「30歳以上」に引き下げ、早期発見という本来の主旨にたち、かつ

ての「基本健診項目」を含んだ健診を実施する。 

⑫ Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルス検診については、一定の基準を設けて繰り返しチェックできる

システムに改善し、「ＢＵＮ（腎臓機能）」を加えるなど、検査項目を拡充する。 

⑬ 特定健診対象者への個別案内通知や中小零細企業・個人商店などの事業主・従業員への

配慮など、特定健診の受診率を抜本的に高めるための手だてを講じる。 

（８）年金給付の引き下げをやめるよう国に求める。また国負担による月額５万円以上の最低保

障年金制度の導入など、安心できる年金制度へ改善することを国に求める。 

（９）国に対して、入院ベッド削減などの「医療費抑制策」の中止を求める。 

（10）大阪府福祉医療費助成制度は、患者負担の引き上げをおこなわず、制度を拡充するよう府

に求める。 

（11）こども医療費助成制度は、所得制限・一部負担金制度を撤廃する。国には制度創設、府に

対しては制度の拡充を求める。 

（12）子どもたちのすこやかな成長と父母が働きつづけられる条件整備をすすめる。 

① 「子ども・子育て支援新制度」の改善を国に求める。 

② 公立保育所の休止・廃止計画を撤回するとともに、民営化計画を中止する。公立保育所を

はじめ認可保育所を増やし、低年齢児枠の拡大に取り組み、すべての申請児が入所でき
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るよう、待機児・利用保留児の解消をはかる。 

③ 「株式会社立保育所」は導入しない。 

④ 保育所の面積基準を2011年度までの基準に戻す。 

⑤ 保育所の一歳児保育士配置基準を５対１に戻す。 

⑥ 給食・おやつの改善や保育時間の延長、老朽化や劣悪な施設の改修、建替えなど、保育内

容と施設の改善をはかる。 

⑦ すべての保育所に、栄養士、看護師を配置し、子どもの安静室をつくる。 

⑧ 産休明け保育を公立でも実施する。 

⑨ 乳幼児健康支援デイサービス事業の事業者を増やすとともに、補助金のあり方を実態に

見合ったものに改め、大幅に増額する。 

⑩ アレルギー疾患をもつ入所児への除去食の給食を実施している民間保育所への特別の補

助をおこなう。 

⑪ ０～２歳児の保育料・給食費を含む子育て世帯の経済的負担を軽減する。 

⑫ 公営・民営ともに保育士の賃金引き上げなど、待遇改善をはかる。 

⑬ 児童虐待ゼロをめざして、対策を強化する。 

〈ア〉児童相談所のケースワーカーや児童心理司の増員など、体制を抜本的に強化する。 

〈イ〉一時保護所について設備の改善や職員増をおこなう。 

〈ウ〉乳幼児家庭全戸訪問で面接できない家庭や、乳幼児健診で未受診の家庭を放置せず、

状況をねばり強く把握し、必要な支援をおこなう。 

〈エ〉就労支援や相談体制の充実など、ひとり親家庭の生活安定に繋がる施策を強める。 

〈オ〉虐待防止、早期発見のためにも、子どもにかかわる地域の強力なネットワークの構築

に行政が責任をもつ。 

〈カ〉児童養護施設、乳児院など、被虐待児の受け入れ施設の配置基準を抜本的に引き上げ

る。 

（13）子どもの放課後対策事業を充実させる。 

① 「放課後子ども総合プラン」にもとづく各種支援事業を活用し、学童保育に対する補助金

の増額など、留守家庭児童対策事業の拡充をはかる。特に19人以下の施設への補助金を増

額し、20人以上の施設との格差を無くす。 

② 「放課後児童支援員等処遇改善等事業」を活用する。 

③ 障がい児加算を増額し、障がい児支援に必要な支援員の配置に必要な支援を行う。 

④ 複数学童施設に勤める放課後児童支援員を、有資格者として認める。 

（14）児童福祉法に定められた「児童館」を復活させ、当面、中学校区に１カ所の設置をめざす。 

（15）市民利用施設は廃止せず、拡充する。 

（16）生活保護行政は憲法の精神にもとづいておこなう。 

① 国に対して以下の項目について強く求める。 

〈ア〉生活保護基準引き下げをやめる。 

〈イ〉改悪された生活保護法を元に戻す。 

〈ウ〉扶養義務者への援助強要はおこなわない。 

〈エ〉老齢加算を元に戻す。 

〈オ〉医療券を医療証に改める。 

② 本市の生活保護行政を法に則って実施する。 

〈ア〉「申請時の助言ガイドライン」などによる申請権の侵害をやめる。 

〈イ〉扶養照会は行わない。 

〈ウ〉収入申告を間違った受給者には、十分事情を聞きとり、親切丁寧な援助をおこなうと

共に、根拠なく「不正受給」などの扱いはしない。 
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〈エ〉ケースワーカーの人員体制は、正規職員で国基準を守るとともに、有資格者を配置し、

経験者の育成、研修の強化など、憲法と生活保護法にもとづいた対応力の向上をはか

る。 

〈オ〉警察ＯＢの配置や監視カメラの設置などはやめる。 

〈カ〉写真付き「確認カード」の発行は直ちに廃止する。また、保管している顔写真は当事

者に返却し、データを廃棄する。 

③ 国に対する「医療費窓口負担の有料化」「失業者・高齢者等の適用範囲の縮小」「算定方

式の変更による扶助費の削減」等の提案を撤回する。 

④ 夏季・冬季一時金、交通料金等割引、上下水道料金福祉措置を復活させる。 

⑤ 市民が自由に手にできるよう区役所窓口に、生活保護制度の「案内パンフレット」ととも

に申請書を置き、必要な人が生活保護を受けられるようにする。 

⑥ 実態を無視した無理な就労指導や医療受給の抑制、子どもの進学断念を迫るような人権

侵害は決しておこなわない。 

⑦ 「特定健診」において「個別健診」しか認めないことや、申請しなければ受診券を交付し

ないなど、生活保護受給者への差別的扱いは中止する。 

⑧ 生活保護受給者のフリーアクセス権を奪い、受療権を侵害する通院医療機関等確認制度

（登録制度）は直ちにやめる。 

⑨ すべての生活保護世帯にエアコン購入費・買い換え・修理の支給をおこなう。 

（17）緊急援護資金の限度額を大幅に引き上げるとともに、行政が直接貸付事務をおこなうよう

にする。 

（18）野宿生活者等の対策を抜本的に強化する。 

① 野宿生活者の定期的（月１回）な巡回相談をおこない、自立支援のための働きかけを強め

る。また、病弱・高齢などで就労できない人には生活保護を適用する。 

② 自立支援センターは、個室化するなど処遇改善し、増設する。また、入居者については、

「臨時のつなぎ就労」の場を確保しつつ、職業訓練などと結び、正規雇用や長期雇用など

の就労対策を援助する。 

③ 緊急雇用創出基金事業の拡充を国に求めるとともに、「あいりん」地域高齢者清掃事業な

どの抜本的な拡充をおこなう。また、公的就労の機会を保障、拡大する。 

④ 野宿生活者等を支援するＮＰＯ法人や民間ボランティア団体の活動を援助する。 

（19）障がい者対策を抜本的に充実させる。 

① 国に対して、以下の点について障がい者対策の制度改善をはかるよう要望する。 

〈ア〉「応能負担」の原則を貫く。 

〈イ〉障がい者（児）福祉施設への報酬は「月払い」制度にする。 

〈ウ〉施設経営者の経営基盤の安定化と職員の労働条件改善をはかるために報酬を引き上げ

る。 

② 障がい程度区分の認定については、障がい者本人の障がい程度の正確な反映を期すると

ともに、家族の実態もふまえた認定となるようにする。 

③ 介護給付・訓練等給付・自立支援医療などの利用者の負担については、実態に見合ったも

のになるよう、次の市独自の施策を実施する。 

〈ア〉月額負担上限額を国基準より低く設定し、差額を補助する。 

〈イ〉個別減免制度の拡充をはかる。 

〈ウ〉補足給付によって手元に残る金額が５万円以上となるよう、市が独自に補足する。 

④ 移動支援事業については、利用目的による制限を撤廃する。 

⑤ 重度・重複障がい者のための通所更生施設、授産施設、福祉工場、グループホーム、通勤

寮を新増設する。 
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⑥ 肢体不自由児療育施設や障がい児の通所施設などに、重度加算金・重症児指導費等の補

助をおこなう。また、通所についても保障する措置を取る。 

⑦ 成人障がい者のための生活施設を増設する。 

⑧ 「発達障がい者支援法」にもとづき、市として乳幼児期からの健診等の充実で、早期発

見、早期支援ができる仕組みや専門的な医療機関の確保など、必要な体制をつくる。ま

た、「発達障がい者（児）手帳」の導入など、発達障がいの独自の障がい認定制度の導入

を国に求める。 

⑨ 重度障がい者見舞金を復活させる。 

⑩ 障がい者のタクシーチケットは、無条件にすべてのタクシーで利用できるように改める。 

⑪ 大阪市として「障がい者に準ずる」認定は、介護保険制度で「要介護」の認定を受けたす

べての高齢者まで対象を拡大し、税法での「障がい者控除」を受けられるようにする。同

時に、「障がい者控除認定書」があれば、文化施設等の現行の障がい者サービスを受けら

れるようにする。 

⑫ 重度・重複障がい児等で、タクシー通学の必要のある児童については、市が補助してタク

シー通学を保証する。 

⑬ 長居障がい者スポーツセンターは現地建替で機能強化する。 

⑭ 65歳以上の障がい者に対して、これまで受けていた障がい福祉サービスが継続できるよ

うにする。 

（20）社会福祉施設利用者（児）の豊かな処遇を保障するために、民間施設の職員配置は、大阪

市基準を適用し、必要な助成をおこなう。 

（21）住吉市民病院跡地に行政の責任で、住吉市民病院が担っていた小児・周産期の医療機能を

引き継ぐ入院病床のある公立病院を建設する。 

（22）環境科学研究所と、府立公衆衛生研究所はそれぞれ直営に戻す。 

（23）市民健診や感染症対策をさらに拡充・強化する。 

① ガン検診について、受診者負担を無料にするとともに、子宮ガン検診を年一回の制度に

戻し、体部検診も対象とする。 

② ウイルス性肝炎・肝硬変・肝ガン患者への医療費助成制度を、一刻も早く実現するよう国

に求める。 

③ 結核・エイズなど、感染症対策の予算を増やし、対策を強化する。 

④ 新型インフルエンザ等予防接種への市独自の補助制度を創設する。 

⑤ 「ナイスミドル検診」を復活させる。 

（24）不妊治療費助成制度を拡充する。 

（25）難病対策を拡充させる。 

① すべての難病治療での患者の一部負担をなくすとともに、難病患者が安心して療養でき

るよう支援施策の充実を国に求める。 

② 特定疾患治療研究事業については、補助対象をさらに拡大するよう国に求める。 

③ 2018年４月に政令市移管された難病対策について、事業推進に必要な人員の確保など体

制を整える。 

④ 難病見舞金を復活させる。 

⑤ 難病患者の通院交通費の補助制度をつくる。 

⑥ 有効に機能させることができる「難病センター」の建設に向けて、可能な限りの援助をお

こなう。 

⑦ 難病患者の市職員採用の窓口を広げる。 

⑧ 在宅酸素療法に必要な「酸素供給機器」の無料貸出制度をつくり、機器稼働電気代を公費

で助成する。 
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⑨ 改悪されている「在宅血液透析」利用者への電気・水道代等の助成制度をもうける。 

（26）ひとり親家庭への施策の拡充をはかる。 

① 母子貸付資金の手続きを簡素化し、利用の促進をはかる。 

② 大阪市立のスポーツ施設や文化施設が利用しやすいように、ひとり親家庭割引制度をも

うける。 

③ 「みなし寡婦（夫）控除」の所得制限を撤廃する。 

④ ひとり親世帯を対象とした交通乗車料金割引制度を実施する。 

 

６、公共交通を守り、充実させる 

（１）地下鉄・バスは、市民にとって大切な公共交通である。大阪市が責任をもって、大阪メト

ロに対して安全の確保とサービスの維持・拡大を求めていく。 

① 今里筋線地下鉄駅の１人体制を見直す。 

② ８号線今里以南は市会決議にもとづき早期に着工する。 

③ 浸水対策を急ぐとともに、災害時の対応について啓蒙・啓発につとめる。 

④ バスの路線・便数について、すべての市民の移動を保障する立場で抜本的に拡充する。 

⑤ 地下鉄駅エレベーターの２ルート目の確保や、可動式ホーム柵の設置を急ぐ。 

⑥ 歩きスマホ対策の強化など、安全対策を強める。 

（２）コミュニティバス構築に市が責任を持ち、区役所と連携し、住民とともに身近な移動手段

の拡充につとめる。 

（３）「バリアフリー社会」をめざして、民営鉄道事業者に対してエレベーターや可動式ホーム

柵設置を積極的に働きかけ支援する。 

 

７、憲法・子どもの権利条約にもとづく教育をすすめる 

（１）教育委員会の４ブロック化はやめる。 

（２）競争と統制を激化させる教育行政基本条例と学校活性化条例は廃止し、学校現場への不当

な政治介入をしない。 

（３）校長公募は直ちにやめる。 

（４）区長兼任の区担当教育次長は廃止する。 

（５）小中学校選択制は廃止する。 

（６）保護者・関係者の声を無視した乱暴で強引な学校統廃合はおこなわない。 

（７）公教育の責任を放棄する小中学校・高校の公設民営化の方針は撤回する。 

（８）まだ検証が不充分な小中一貫校・義務教育学校の設置方針は撤回する。 

（９）内心の自由を侵す「日の丸」「君が代」の押付けはおこなわない。また、「新しい歴史教

科書をつくる会」などの歴史教育を歪める動きに反対し、真理と歴史の事実にもとづく平

和教育をおこなう姿勢を貫く。 

（10）義務教育費国庫負担率は、もとの２分の１にもどすよう国に求める。 

（11）ゆきとどいた教育をすすめるため、１クラス30人以下学級を強く国・府に求めるとともに、

本市独自に早期に少人数学級の実現をはかる。当面、小・中学校の全学年で35人学級をた

だちに実施する。障がい児の在籍で、実質41人以上となる学級の解消をはかる。 

（12）「習熟度別授業」の画一的な押付けはおこなわない。 

（13）子どもたちと学校を点数競争にかりたてる学力テストの学校別結果は公表しない。全国

いっせい学力テストへの参加はやめる。市内統一テストはやめる。また、テストの結果を

教員評価として扱わない。 

（14）チャレンジテスト及びすくすくウォッチの中止を府に求める。  

（15）学校の民主的運営を阻害する教職員の評価・育成システムは中止する。 
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（16）教育条件整備の充実をはかる。 

① 全学校園の体育館・講堂に空調設備を設置する。体育館照明のＬＥＤ化をすすめる。 

② 校長経営戦略予算はやめ、学校維持運営費を大幅増額して、教育環境の向上をはかる。 

③ すべての私立学校・園への私学助成を拡充する。 

④ 雨漏り対策を直ちに行い、老朽校舎は早急に建て替えを実施する。プール、特別教室、ト

イレなど、老朽施設の改修をすみやかにおこなう。 

⑤ 障がい児に適した養護学級教室への改修、エレベーター・障がい児用のスロープ・階段の

手すり・洋式トイレなどの設置をすすめる。 

⑥ プールの安全管理を徹底する。 

⑦ 難聴児に対する、デジタル補聴援助システム（マイクと受信機など）を整備する。 

（17）学校園・地域における安全確保等をすすめるため、通学路にガードパイプを設置するなど

のハード面の整備をおこなうとともに、安全指導員を学校に配置する。また、登下校時の

地域住民による安全見守り活動を行政として支援する。 

（18）幼稚園教育の充実をはかる。 

① 市立幼稚園の民営化・廃園はおこなわず、希望するすべての子どもたちが入園できるよ

うにする。 

② ３歳児保育の実施園を拡大する。 

③ 幼稚園就園奨励費の拡充をはかるなど、私立幼稚園教育の充実をはかる。 

④ 預かり保育は保護者負担の軽減をはかる。 

⑤ 給食費等を含め、経済負担の軽減につとめる。 

⑥ 教職員の待遇を改善する。 

（19）教職員の増員と配置について 

① 教員採用を計画的におこない、正規採用教員を増やすようにする。また、定員内臨時的任

用教員はなくし、すべて正規採用とする。 

② 教員の負担軽減をはかる。 

③ 病欠・産休等の代替講師はすみやかに配置するため抜本的対策をおこなう。 

④ 障がい児学級の教員を増員する。また、養護教諭をすべての学校に複数配置し、必要に応

じて適正に看護師を配置する。 

⑤ 発達障がい児童に求められる、教育・対応が充分保障できる人員を配置し、必要な教室・

教材・備品を確保する。 

⑥ 学校図書館の充実のためにすべての学校に専任、専門、正規の司書・図書館職員を配置す

る。 

⑦ 児童・生徒の実情や教育現場の実態をふまえて、公正で適正な加配をおこなう。 

⑧ 幼稚園に事務職員を配置するとともに、中学校市費事務職員を文部科学省の提言にもと

づき復活する。 

⑨ 「いじめ問題」等、様々な問題解決のためにも、大幅な教職員増と適正な人員を配置す

る。 

（20）豊かで安全、おいしい学校給食を教育の一環として充実させる。 

① 給食費の完全無償化を継続する｡ 

② 学校給食の「民間委託」をやめる。 

③ 中学校給食は、すべて自校調理方式にしていく。 

④ 全校園に食堂（ランチルーム）を設置する年次計画をたてて建設する。 

⑤ 調理員の増員をはかるとともに、食育推進のため栄養士を全校に配置する。また、アレル

ギー対策を拡充する。 

（21）就学援助制度は、認定基準の緩和、支給内容などの拡充をはかる。 
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（22）「大阪市こどもの生活に関する実態調査報告書」に基づき、こどもの貧困対策を抜本的に

強化する。 

（23）府に移管された特別支援学校について府に要望する。 

① すべての教室、体育館に空調設備を設置する。 

② 医療的ケアを必要とする子どもたちが安心して学校生活を送れるよう条件整備をおこな

う。 

③ 聾学校幼稚部、知的障がい特別支援学校の教室を増設し、教室不足を解消する。聾学校の

校舎、寄宿舎改築についての方針を早急に示す。 

④ 標準法をふまえて学級編制をおこない、子どもたちの障がいの状況にあった教職員の加

配をおこなう。 

⑤ 通学条件を大幅に改善するため、スクールバスの小型化や増車、タクシー通学の導入で

30分以内の通学（自宅～学校）を確保する。 

⑥ 給食は、障がいの実態に見合った献立、調理が保障できるよう充実をはかる。 

⑦ 府へ移管後悪化した教育環境を改善させる。 

（24）市立高校の府への移管は撤回し、教育環境を充実させる。 

① 30人以下の学級（定時制20人）を早期に実現できるよう国や府に働きかけ、市独自でも

早期に実施する。 

② 老朽校舎、老朽施設の改善や必要なグランドの確保など、教育条件整備につとめる。ま

た、エレベーターの設置を早急におこなう。 

③ 定時制高校の補食給食・教科書無償化を復活させる。 

④ 市立高校奨学費については、拡充をはかる。 

⑤ 市立高校新卒生の就職問題について、教育委員会に担当窓口をつくる。 

⑥ 市立高校校舎等施設の耐震工事を早急におこなう。 

（25）市立デザイン教育研究所は存続し、拡充をはかる。 

（26）公立大学法人大阪大阪市立大学の研究・教育条件を拡充する。 

① 府立大学、市立大学は、それぞれの大学開学の精神や歴史と特色を活かして存続・充実さ

せ、統廃合は撤回する。 

② 交付金の増額を図るとともに、自由な学問・研究を保障する。 

③ 附属病院の安定的運営につとめる。特に、高度医療機器の更新をはじめとして施設設備

の拡充をすすめる。また、看護師を増員し、労働条件を改善する。 

④ 教職員の労働条件の改善、福利厚生の充実をはかるとともに、教職員、学生にたいするメ

ンタルヘルス対策を講じる。 

⑤ 授業料減免制度を拡充し、学生の学ぶ権利を保障する。 

⑥ 「安全保障技術研究推進制度」いわゆる軍事研究制度に参加しない。 

（27）スポーツは「市民の権利」であることを明確にし、その振興をはかる。 

① 市民スポーツ振興のために施設、設備の建設や指導者の育成、クラブや団体への助成な

ど、思いきった予算措置を講じる。 

② 小・中学校や市立高校の運動場・体育館・講堂・プールなどの施設の開放を民主的におこ

ない、自主的なスポーツ活動の場を提供する。施設使用料は無料とする。 

（28）「子どもの権利条例」を制定する。また、「子どもの権利条約」の内容を児童・生徒、学

校関係者に周知徹底するために全文パンフにして学ぶ機会をあたえる。 

（29）文化・芸術の振興をはかる。 

① 旧大阪市音楽団は、大阪市直営に戻す。それまでの間、補助金は継続し抜本的に増額す

る。 

② 「大フィル」・文楽への補助金削減をやめ、かつてのレベルに戻す。 
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③ 文化・芸術・芸能の専門家の活動支援を強化するとともに、小・中学校や高校の演劇鑑賞

等への補助を拡充する。 

④ 文化教育施設である博物館群にたいし、採算性･効率性を押し付ける地方独立行政法人化

は撤回する。 

⑤ 動物園は独立行政法人化を撤回し直営に戻す。 

 

８、コロナ禍に苦しむ中小業者や市民、働く人を守る 

（１）消費税を５％に減税するよう国にたいして働きかけをおこなう。 

（２）大阪市の公共料金の値上げはおこなわない。 

（３）大阪市として雇用対策を強力に推進する。 

① 行き過ぎた本市職員の削減は中止し、過重労働による精神疾患などが生じないよう、必

要な人員を正規職員として確保する。技能職員のこれ以上の削減は中止し、新規採用凍

結は直ちにやめる。 

② 「大阪市公契約条例」を制定し、官製ワーキングプアをなくすとともに、市民サービスや

公共工事の質を向上させる。国に対しては、公契約法の制定を求める。 

③ 国に対して、最低賃金を早期に時給1500円以上とするよう要望する。また、中小企業の賃

上げに支援をおこなうよう国に求める。 

④ 大阪市として「ブラック企業は許さない」のキャンペーンをおこなう。 

⑤ ハローワークでの「ワンストップサービス」の拡充、および、労働者派遣法の抜本的改正

を国に求める。 

⑥ 大阪市として民間企業に正規雇用を強く働きかけるとともに、関経連・関西経済同友会・

在阪大手企業などへ、「解雇４要件」の遵守および雇用確保の社会的責任を果たすよう強

く働きかけ、身勝手なリストラをさせないようにする。 

⑦ 未就労の青年の実態調査をおこなうとともに、職業訓練、就労セミナーの開催など、就労

支援を強めるとともに、職業訓練履修までの間の生活費の支援などをおこなう。 

⑧ 高卒未就職者の就労を確保するために、積極的に地元企業・経営団体へ協力を働きかけ

るとともに、新卒者採用の地元中小企業への、補助制度を創設する。 

⑨ 離職者に対する「住居確保給付金」制度の周知徹底をはかる。 

（４）中小企業対策を抜本的に強化する。 

① 中小企業、個人事業者の実態を把握し行政が適切に対応できるように、「事業所実態調

査」を系統的におこなうとともに、産業創造館などでの受発注機会拡大事業を拡充する。 

② 各区に融資相談などの窓口を設置し、専門的行政職員を配置して支援を強化する。 

③ 同業種・異業種交流やネットワーク化などの自主的とりくみや技術開発等に財政的な支

援をおこなう。 

④ 産業集積ごとに、経営支援・技術支援のできる「ものづくり支援センター」をつくる。 

⑤ 「住宅リフォーム助成条例」を制定する。 

⑥ 中小業者への官公需発注率引き上げの目標をもち、70％以上に増やす。 

⑦ 保育所、特別養護老人ホーム、市営住宅、公園、生活道路など市民生活密着型公共事業を

市内中小企業に発注する。 

⑧ 小規模事業者登録制度を創設する。行政区ごとに事業者登録をおこない、公共施設で生

じる簡易な工事・修繕などについて区内業者発注をすすめる。 

⑨ 本市発注公共事業における、受注業者の責任を明確にするとともに、下請け業者等を保

護するしくみをつくる。 

⑩ 現行の小規模企業共済制度に国庫負担を導入し、「休業補償」制度を創設するよう国に働

きかける。 
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（５）無秩序な大型店の出店を規制するとともに、商店街、中小業者への支援を抜本的に強化す

る。 

① 「まちづくり三法」の抜本的見直しをはじめ、大型店の出店・撤退規制をもりこんだ法整

備を国に求める。また、「大規模小売店舗立地法４条指針」を積極的に活用して、必要な

規制措置を講じる。 

② 商店街や個人営業者、中小小売業を「地域共有財産」と位置づけ、地域住民の生活環境の

保持と商業・文化の継承・発展をすすめる。 

③ 空き店舗対策については、諸施策の抜本的拡充を国に求めるとともに、財政的支援を強

める。 

④ アーケード、カラー舗装の維持・補修・撤去への公的支援をおこなう。 

（６）中央市場、東部市場、食肉市場の活性化と卸・仲卸業者の営業を守る。 

① 指定管理者制度は導入せず、大阪市直営で続ける。 

② 中央市場の現行家賃は、深刻な消費不況のなかで経営に大きな負担となっている。賃料

を値下げして、営業が続けられるようにする。 

③ 水道料金は各戸検針・各戸収納に是正する。 

（７）中小企業融資制度を利用しやすいものに改善する。 

① 国に対して「責任共有制度」の廃止を求める。 

② すべての制度融資について金利や保証料の軽減など、拡充・改善を図る。 

③ 条件変更中や家賃・公共料金の支払いの遅れなどがある場合でも、追加融資など柔軟な

対応を講じる。 

④ 事業計画書を重視した融資制度や「低利借換え可能な保証制度」の拡充など、中小企業が

いつでも利用できる緊急融資を創設する。 

（８）自営業者の家族従事者（業者婦人）の社会的・経済的地位の向上のために、市独自に実態

調査をおこなう。所得税法第56条の廃止を国に強く求める。 

（９）生産緑地法のもとでの市内農業の保護、育成のために農家の実情に見合った農業振興策を

講じる。 

① 生産緑地内で安心して営農できるよう、日照、用水、通行等を確保するなど、生産緑地に

たいする施策を積極的におこなう。 

② 生産緑地の追加指定を希望する農家には積極的に指定をおこなう。 

③ 宅地化農地にも営農意思が確認できる限り、農業振興策等を講じる。 

 

９、不要な巨大開発事業をやめ、 

  コロナ後の社会を見すえた街づくりを推進する 

（１）企業を誘致するための過度な優遇策はおこなわない。 

（２）淀川左岸線二期事業及び左岸線延伸部、なにわ筋線、夢洲への鉄道延伸などの交通インフ

ラ整備は中止する。 

（３）リニア新幹線の建設は中止する。 

（４）国際コンテナ戦略港湾の名のもとで計画されている必要性の乏しい主航路16ｍ浚渫や岸壁

の延長はおこなわない。 

（５）関西国際空港へは、いかなる名目であってもこれ以上の公金投入はおこなわない。 

（６）「梅田北ヤード」の財界主導の開発に対する公金投入や税の優遇策はやめる。また、大阪

城公園ＰＭＯ事業型の市民利用施設の運営委託はおこなわない。 

（７）小学校・区役所跡地など、市有地を民間に切り売りする計画は中止し、地域のニーズに応

じて有効に利用する。 

（８）安心して住み続けられる街づくりのために市営住宅を増やし、充実させる。 
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① 建て替え時に戸数減はおこなわず、新たにふやす計画をたてる。なかでも、福島区や中央

区、西区など、市営住宅のない行政区には優先的に建設する。建て替え用地の民間への売

却はやめ、市営住宅の建設にあてる。 

② 火事被災者の入居を速やかに行う。 

③ 市営住宅に市の責任で消火器を設置する。居住者の要望にもとづき、エレベーター内の

防犯カメラの設置やピッキング対策など防犯対策を強化する。エレベーター閉じ込め事

故の再発防止対策を強化する。 

④ 浴槽の設置は、入居時に公費でおこなう。 

⑤ 単身者向け住宅や子育て支援、ひとり親家庭の募集枠を増やす。 

⑥ 期限付き入居制度は導入しない。 

⑦ 市営住宅の維持管理、バリアフリーの推進など、補修予算を拡充する。共用部分の維持管

理は、市の責任でおこない、高齢化の進んだ自治会に依存しない。 

⑧ 市営住宅附帯駐車場については、介護・医療・来客などのための一時駐車をはじめ、必要

なスペースの確保をする。 

⑨ 市営住宅家賃の福祉減免制度は、所得を基準にした元の制度にもどす。また、市営特別・

特定賃貸住宅で減免制度をつくる。滞納者にも適用するよう制度を改善し、制度そのも

のを周知する。 

⑩ 家賃の滞納世帯については、安易な強制執行はしない。 

⑪ 11回落選特別措置は元にもどす。 

⑫ 同居人の地位継承については、制限をもうけない。 

⑬ 市営住宅での「独居死」防止プログラムを策定し、ケア付住宅など具体的施策をすすめ

る。 

（９）マンションなど、民間住宅への援助を強め、安心して住み続けられる街にする。 

① 新婚世帯向け家賃補助制度を復活させる。 

② 分譲住宅購入融資利子補給制度を拡充する。 

③ 建て替え支援など、民間分譲マンション居住者への援助を強める。 

〈ア〉大規模修繕、駐輪・駐車場の増設、集会所の新設及び改築などへの助成制度をつくる。

また、階段手すりやエレベーター設置など、バリアフリー化の助成制度をつくる。 

〈イ〉通路・道路など、共有地への固定資産税・都市計画税の減免制度の拡充と条件緩和をお

こなう。 

〈ウ〉水道メーターの水道局への移管を望まないマンションにも公的支援をおこなう。 

〈エ〉防犯カメラの設置補助制度は、エレベーターや駐車場などにも設置できるよう改善す

ると共に予算を増額し、改善する。 

（10）国に対して、UR賃貸住宅再編、雇用促進住宅廃止などを見直し、公的責任を果たすように

働きかける。 

（11）地域活動施設や公衆浴場などの固定資産税の減免制度を元に戻す。 

 

10、ＳＤＧｓの立場に立った取り組みをすすめる 

（１）「大阪市パートナーシップ宣誓証明制度」の周知徹底につとめる。 

（２）大気汚染防止対策を抜本的に強化するとともに、公害被害者に対する新しい救済制度を早

期に確立する。 

① NO2環境基準の達成目標値は 0.04ppm以下とする。そのために、大規模事業所の保有する

自動車を対象に排ガス総量規制をおこなう。 

② PM2.5対策を強力に推しすすめるために、現行の全測定点（自排・一般）に測定器機を設

置し、そのデータ集積と解析、対策に責任を持っておこなう。 
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③ 未認定・未救済の公害健康被害者を救済するための新しい制度をつくる。そのためにも

患者の声を十分聞き、その実態を把握する。 

④ 小児ぜん息患者の実態を調査し公表する。 

（３）ストックホルム条約（ＰＯＰｓ条約）に新たに指定された有機フッ素化合物「ＰＦＯＡ」

の汚染が、大阪市内で全国ワースト１の値が確認されている。汚染箇所の市民の健康被害

なども含めた、徹底した実態把握調査を早急に行い、市民への啓発を行う。 

（４）土壌汚染対策法の趣旨にもとづき、市民からの調査請求権を盛り込むなど、実効性のある

大阪市条例を制定する。 

（５）プラスチックゴミ対策をはじめ、さらなるゴミ減量推進、環境汚染対策にむけて以下のと

りくみを強化する。 

① マイボトル・マイカップ推奨のために、公共施設等に給水スポットを増設し、広報に努め

る。 

② ３Ｒ（発生抑制＝リデュース、再使用＝リユース、再生利用＝リサイクル）を徹底する。 

〈ア〉リユース、リサイクル情報などの広報活動をおこなう。 

〈イ〉分別品目の拡大でリサイクル率を向上させる。 

〈ウ〉乾電池、蛍光管などの回収拠点を増やし、缶・瓶・ペットボトルの分別収集強化や容器

包装以外のプラスチックについては可燃ゴミとせずに資源化をすすめる。 

③ 資源集団回収活動への啓発や助成の増額をおこない、草の根からのリサイクル運動をす

すめる。 

④ 不法投棄対策を強化する。 

⑤ 一般家庭系ゴミ収集の民営化は中止し、公営に戻す。 

（６）アスベスト対策を強化して、市民の健康を守る。 

① アスベストが使用されている公共･民間建築物を「アスベスト調査台帳」として早急に一

元管理をおこなう。 

② 市担当部署に建築物石綿含有建材調査士を配置するとともに、市職員の意識向上をはか

る。 

③ アスベストの健診を復活させる。 

④ 解体時のアスベスト有無を確認し、飛散防止対策を強化する。 

⑤ 民間建築物等のアスベスト撤去費用について、「大阪市環境保全設備資金融資」（アスベ

スト除去工事等）の復活や補助を充実させる。 

（７）地球温暖化・ヒートアイランド対策を抜本的に強化する。 

① 本市のあらゆる施策について、温室効果ガス削減の観点から総点検をおこない、是正す

る。 

② CO２排出量削減をすすめる。 

③ 公園整備を促進し、街路樹を大幅に増やすなど、緑化対策を抜本的に強め、緑被面積を大

幅に増やす。 

（８）阪神高速道路西大阪線の安治川から大正西区間の料金を無料にするなど、43号線の渋滞緩

和と沿線の環境改善をはかる。 

（９）公園や緑の空間づくりを積極的にすすめる。 

① 「緑被率15％」をめざして緑の空間を大幅に増やす。一人当たりの公園面積を７㎡におい

た計画を具体化し早期の実現をはかる。また、都市公園整備の目標を大きく改悪した新･

大阪緑の基本計画は見直す。 

② 景観三法にもとづき、公共施設の屋上や公共スペース等も含めて緑の空間を大幅に増加

させる。 

③ 利用者や地域住民の意見を汲み、公園に街灯・トイレ・時計・チャイム・ベンチ・水道設
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備などを設置、拡充する。 

④ 樹木の管理や雑草除去等の公園管理の予算をふやす。 

⑤ 児童遊園補助を元に戻す。 

⑥ 公園の遊具については、子どもたちの安全を第一に管理する。そのために系統的な定期

点検と専門家による点検をあわせておこない、遊具に点検シールなど貼り付ける。また、

砂場における犬猫の糞尿対策を抜本的に改善・強化する。 

⑦ 公園用地などの計画決定においては、公園化の実現まで長期にわたる見通しの場合、地

権者とよく話し合い、意向をくみ上げて善意の協力を無にしないようにする。 

⑧ 休止している水景施設（せせらぎ）を原則的に廃止するとの方針は撤回する。 

⑨ 様々な用途（スケートボード、ボール遊び等）にこたえる公園の整備をすすめる。 

⑩ 公園の整備にあたっては、パークＰＦＩ方式は採用しないこと。 

（10）各駅や市場・商店街の周辺に集中台数に見合う自転車置場を設置する。有料駐輪場の利用

料の減免制度を拡充する。サイクルサポーターを大幅に増やし、不法駐輪が集中している

駅などに配置する。 

（11）歴史と文化のかおる大阪市を創る。 

① 下町に残る町並みの保存や自然環境の保全・修復をめざす対策をとる。 

② 地区計画や景観条例などを活用し、無秩序な開発を防止する。 

③ 御堂筋の景観保護の立場から、規制緩和等はおこなわない。 

（12）生活道路等の補修予算を増額するとともに、私道上でも必要な箇所には道路照明灯を設置

し、現在町会に負担させている防犯灯の電気代等は大阪市が負担する。 

 

11、原発から自然エネルギーへの転換をはかる 

（１）国に対して即時「原発ゼロ」に向けて以下の点を求める。 

① エネルギー基本計画については、低エネルギー社会への移行を前提とし、すべての原発

の廃止と自然エネルギーへの抜本的転換を明記する。 

② 自然エネルギーの普及をはかり、固定価格買い取り制度はすべての自然エネルギーを対

象とし、価格や年数などインセンティブが働くようにする。現行の電源開発促進税を財

源にあてるなどして、消費者への負担が増えない形とする。 

③ 原発運転期間（40年）の延長はしない。 

（２）関西電力に対して、以下の点を求める。 

① 原発の再稼動をしない。 

② 原発を廃炉にし、プルトニウム利用を中止する。 

③ 発電所ごとの運転状況、大阪市域の消費電力量などの情報を公開する。 

（３）大阪市防災計画に、大阪市域全体を視野に入れた原子力防災対策を確立した原子力災害編

を設ける。 

① 関西電力と「原子力発電所の安全確保等に関する協定」を締結する。 

② スピーディ（緊急時迅速放射能影響予測ネットワークシステム）を使った被害予測をお

こなう。 

③ 大阪市独自の核種毎の放射線量モニタリング体制を確立し、情報を公開する。 

（４）太陽光パネルの設置補助制度を復活させる。 

 

12、安心・安全・低廉で安定した水道事業をすすめる 

（１）水道事業の民営化を断念し、公営で続ける。広域化はしない。 

（２）浄水場のダウンサイジングを急ぐとともに、遅れている管路や浄水施設の耐震化を抜本的 

に強化する。 
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（３）社会福祉施設への上下水道料金の福祉減免を復活する。 

（４）災害時の飲料水確保のためにも貴重な自己水源を確保する。配水管整備事業のスピード

アップをはかるとともに、貯水池の全市的増設など耐震計画の具体化をはかる。 

 

13、市民に信頼される清潔で公正な市政にする 

（１）「副首都推進本部」や「副首都推進局」は廃止する。 

（２）副首都ビジョンは撤回する。 

（３）24区の「区政会議」を地方自治法252条20の区地域協議会に位置づける条例改正をおこな

う。 

（４）特別顧問・参与を多用する市政運営は改める。 

（５）市長の特別秘書は廃止する。 

（６）市政に混乱をもたらす区長・局長公募などの幹部政策を改める。 

（７）「職員基本条例」「職員の政治的行為の制限に関する条例」「労使関係に関する条例」を

廃止し、市職員が住民全体の奉仕者としての自覚と誇りをもって働くことができるように

する。 

（８）各種審議会や行政委員会をすべて公開すると共に選任は公正なものにし、幅広く市民の声

が反映されるようにする。女性の委員数を増やす。 

（９）議会選出の監査委員は全会派から公平に選任する。 

 

14、部落差別の固定化につながる「差別の実態調査」をやめ、 

  同和行政終結宣言をおこなう 

 

15、平和施策を推進する 

（１）自衛艦や米艦船など、軍艦船の大阪港入港は認めない。やむを得ない場合は外国艦船に対

して、「非核証明書」の提出を義務づける。 

（２）二度と核兵器による犠牲者を出さないよう、被爆の実相の普及、反核・平和問題について

の社会教育の取り組みを援助する。 

（３）大阪市として、2017年７月、国連において採択され、2021年1月に発効された「核兵器禁止

条約」を支持し、政府に対して同条約への署名を求める。 

（４）自衛隊からの自衛官等の募集「協力」には、大阪市として、きっぱり応じられないことを

表明するとともに、募集に関する事務はおこなわない。 

（５）「ピースおおさか」は設置理念にもとづいた展示内容に改める。予算を増額し、学芸員の

増員を図る。 
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